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川越市では、保健医療に関する取組を体系的に整理し、計画的に進めることを目的

として、第三次川越市保健医療計画（計画期間：令和３〜７年度）を策定しています。 
本計画は、4 つの基本目標、10 の主要課題、22 の施策で構成しており、各施策に

は、進捗状況を計るため、可能な限り、客観的、定量的な指標を定めています。 
そこで、本計画の進行管理は、指標を持つ施策単位で進捗状況を把握することとし、

社会環境の変化等を勘案しながら、その要因を分析して具体的な改善につなげる施策
評価を用いて行うこととしています。 

 
本報告書は、本計画の令和 6 年度における進捗状況を、施策毎に作成した施策評価

シートを用いて整理したものです。 
 

 

 
（参考）第三次川越市保健医療計画について 
 
１ 計画の概要 

 
本市では、「第四次川越市総合計画」の「福祉・保健・医療」の分野の方向性とし

て掲げられた「住み慣れた地域で、一人ひとりが健康でいきいきと安心して暮らせ
るまち」を目指し、さらなる保健医療の充実を図るため、保健医療に関する取組を
体系的に整理し、計画的に進めることを目的として、第三次川越市保健医療計画を
策定しました。 

 
２ 計画の期間 
  

令和３（2021）年度から令和７（2025）年度まで 
 
３ 計画の体系 

（１）基本理念 

 
住み慣れた地域で、一人ひとりが健康でいきいきと安心して暮らせるまち 

 
本市のまちづくりの指針である「第四次川越市総合計画」の基本構想に掲げられ

た「福祉・保健・医療」の分野における方向性を、本計画が目指すべき基本理念と
して位置付け、本計画の推進を、総合計画 が 目指す都市像の実現につなげます。 

 

１ 施策評価報告書について 



   

2 
 

 
（２）基本目標、主要課題、施策 

「第四次川越市総合計画」の分野別計画における施策を、本計画の基本目標とし
て位置付け、総合計画の各施策の目的や方向性の達成に向けた具体的な取組を展開
し、本市の保健医療分野における取組の着実な推進を図ることとしています。 

本計画では、４つの基本目標を掲げており、それぞれ目標の達成に向け 10 の主
要課題を整理し、それぞれ具体的な取り組みとして、22 の施策において推進を図
ることとしています。 

 
基本理念 住み慣れた地域で、 

一人ひとりが健康でいきいきと安心して暮らせるまち 

 
  

基本目標  主要課題  施    策 
     
1 保健衛生の充実  1 保健所機能の充実  1 保健衛生施設の機能充実 

  2 検査機能の充実 
    
 2 保健予防対策の推進  1 精神保健対策の推進 
  2 感染症予防対策の推進 
    
 3 生活衛生対策の推進  1 食の安全の確保 
  2 衛生的な住環境の確保 

     
2 健康づくりの推
進 

 1 予防接種の推進  1 予防接種の推進 
    
 2 母子保健の充実  1 母子保健の充実 
    
 3 健康寿命の延伸  1 健康づくりの支援 
  2 食育の推進 
  3 歯科口腔保健の充実 
  4 特定健康診査等の実施 
  5 がん検診等の実施      

3 医療体制の充実  1 地域医療体制の整備・充
実 

 1 地域医療の基盤づくり 
  2 医療の安全確保 
    
 2 緊急時の医療体制の整備  1 救急医療体制の整備 
  2 災害時医療体制の整備 
    
 3 医療制度等の充実  1 障害者医療の充実 
  2 母子医療の充実 
  3 難病対策 

     
4 社会保障の適正 運
営 

 1 社会保障の適正運営  1 国民健康保険制度の健全な運営 
  2 後期高齢者医療制度の円滑な運用 
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（１）全 体 

 
第三次川越市保健医療計画 22 施策の令和 6 年度実績について、令和 7 年３月３１

日時点の情報をもとに、施策評価シートを用いて評価しました。 
 施策評価シートでは、「必要性」、「達成度」、「方向性」、「実施方法」の４項目（以
下「評価４項目」という。）により、施策の状況を確認することとしております。 

具体的には、「施策の指標」や「施策を取り巻く社会環境の変化」などから「必要
性」、「達成度」を評価、また「必要性」、「達成度」から「方向性」、「実施方法」を評
価し、「方向性等を踏まえた今後の取組」を整理することとしています。 

 
令和 6 年度の施策評価シートでは、必要性を「上昇」とした施策は「2-2-1 母子保

健の充実」、「3-1-1 地域医療の基盤づくり」、「3-2-1 救急医療体制の整備」の 3 施策
で、達成度を「順調でない」とした施策は「2-3-4 特定健康診査等の実施」の 1 施策
でした。これらの 4 施策は、実施方法を「見直し」とし、成果を高める改善に努める
こととしています。 

 
○評価４項目 総括表 
 

必要性 上 昇 維 持 低 下 【「上昇」となった 4 施策】 
●2-1-1 予防接種の推進 
●2-2-1 母子保健の充実 
●3-1-1 地域医療の基盤づくり 
●3-2-1 救急医療体制の整備 

4 施策 18 施策 0 施策 

達成度 順 調 概ね順調 順調でない 【「順調でない」となった 1 施策】 
●2-3-4 特定健康診査等の実施 8 施策 13 施策 1 施策 

方向性 拡 充 維 持 縮 小 【「拡充」となった 4 施策】 
●2-1-1 予防接種の推進 
●2-2-1 母子保健の充実 
●3-1-1 地域医療の基盤づくり 
●3-2-1 救急医療体制の整備 

4 施策 18 施策 0 施策 

実施方法 継 続 見直し 

 

【「見直し」となった 5 施策】 
●2-1-1 予防接種の推進 
●2-2-1 母子保健の充実 
●2-3-4 特定健康診査等の実施 
●3-1-1 地域医療の基盤づくり 
●3-2-1 救急医療体制の整備 

17 施策 5 施策 

 

２ 施策評価結果の概要 
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（２）項 目 別 
 
①必要性 
 

上 昇 維 持 低 下 【「上昇」となった 4 施策】 
●2-1-1 予防接種の推進 
●2-2-1 母子保健の充実 
●3-1-1 地域医療の基盤づくり 
●3-2-1 救急医療体制の整備 

4 施策 １8 施策 0 施策 

・「2-1-1 予防接種の推進」は、予防接種法等に基づき、新たに定期接種化されるこ
とになる帯状疱疹を含む高齢者等を対象とした予防接種を行う必要があることか
ら、「上昇」としています。 

・「2-2-1 母子保健の充実」は、妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援体制を
整備する必要があり、伴走型支援の拡充が求められていること、妊産婦の不安の軽
減と孤立感の解消を図る必要性があり、産前・産後ケアの拡充が求められているこ
と、母子保健の充実として、妊娠・出産に主眼を置いたプレコンセプションケアの

基本
目標

主要
課題

必要性 達成度 方向性 実施方法

1 1 1 保健衛生施設の機能充実 維持 概ね順調 維持 継続
1 1 2 検査機能の充実 維持 概ね順調 維持 継続
1 2 1 精神保健対策の推進 維持 順調 維持 継続
1 2 2 感染症予防対策の推進 維持 順調 維持 継続
1 3 1 食の安全の確保 維持 概ね順調 維持 継続
1 3 2 衛生的な住環境の確保 維持 概ね順調 維持 継続
2 1 1 予防接種の推進 上昇 概ね順調 拡充 見直し
2 2 1 母子保健の充実 上昇 概ね順調 拡充 見直し
2 3 1 健康づくりの支援 維持 概ね順調 維持 継続
2 3 2 食育の推進 維持 概ね順調 維持 継続
2 3 3 歯科口腔保健の充実 維持 順調 維持 継続
2 3 4 特定健康診査等の実施 維持 順調でない 維持 見直し
2 3 5 がん検診等の実施 維持 順調 維持 継続
3 1 1 地域医療の基盤づくり 上昇 概ね順調 拡充 見直し
3 1 2 医療の安全確保 維持 順調 維持 継続
3 2 1 救急医療体制の整備 上昇 概ね順調 拡充 見直し
3 2 2 災害時医療体制の整備 維持 概ね順調 維持 継続
3 3 1 障害者医療の充実 維持 概ね順調 維持 継続
3 3 2 母子医療の充実 維持 順調 維持 継続
3 3 3 難病対策 維持 順調 維持 継続
4 1 1 国民健康保険制度の健全な運営 維持 概ね順調 維持 継続
4 1 2 後期高齢者医療制度の円滑な運用 維持 順調 維持 継続

施    策
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推進が求められていることから、「上昇」としています。 
・「3-1-1 地域医療の基盤づくり」は、看護師等の不足が課題となっており、看護師

等の養成・確保に繋げる必要があること、疾病構造の変化、高齢化の進展に伴い、
自宅や地域で必要な医療を受けられる在宅医療のニーズの増加が見込まれており、
市民に在宅医療を周知し、理解を深めてもらう必要があること、国において、新た
な地域医療構想について市町村の役割が示されたため、対応を検討する必要がある
ことから、「上昇」としています。 

・「3-2-1 救急医療体制の整備」は、市立小中学校に設置しているＡＥＤについて、
市立小中学校や地元自治会等から、学校開放等の校舎施錠時のも使用できる環境整
備を求められていることから、「上昇」としています。 

 

【評価の視点：必要性】 
 

上 昇 社会的関心やニーズが高まる、国が法改正等を行うなど、必要性が前年度と比較
して高まっており、成果の拡充が求められる社会状況。 

維 持 必要性が前年度と比較して変わらない状況。 

低 下 社会的関心やニーズが薄れる、民間で多く実施され市が関与する意義が薄れてき
ているなど、必要性が前年度と比較して低くなっている状況。 

  ※「必要性」は、前年度と比較した必要性の変化を選択するものであり、「救急医療だから必要性
が高い」など、絶対的な必要性の高低で捉えない。 

  ※必要性が高まることは、「方向性」の「拡充」や、「実施方法」の「見直し」につなげる必要が
ある。 

 

○「必要性」 施策別一覧 

 

 
  

基本
目標

主要
課題

施策を取り巻く社会環境の変化 必要性

1 1 1
保健衛生施設の
機能充実

新型コロナウイルス感染症の感染症対応を踏まえ、今後の感染症発生に備えた保健所の体制を強
化する必要が生じている。
新型コロナウイルス感染症対応の変更により、現地での研修の再開とオンライン研修の機会も増
えた。
南海トラフ地震等の対応に備えるため、被災自治体への派遣支援を踏まえた災害に関する研修会
の開催が増加している。

維持

1 1 2 検査機能の充実

令和５年５月８日に新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行したが、将来的なパンデミッ
クに備えて、平時からの継続的に急性呼吸器感染症の発生動向を把握することを目的として、令
和６年１１月２９日に感染症法が改正され、令和７年４月７日から「急性呼吸器感染症」が新た
に５類感染症に追加されることとなった。

維持

1 2 1
精神保健対策の
推進

全国及び川越市の令和６年の自殺者数および自殺死亡率は減少したが、全国では小中高生の自殺
者数が統計開始以降最多、川越市でも２０歳未満の自殺者数が増加した。

維持

1 2 2
感染症予防対策
の推進

新型コロナウイルス感染症は令和６年４月より通常の医療提供体制に移行した。また、コロナ禍
を経て、各国との往来が拡大することにより新興感染症等の発生・流行のリスクが高まってい
る。さらに、県は今般の新型コロナウイルス感染症の対応を踏まえ、令和７年１月に埼玉県新型
インフルエンザ等対策行動計画の改定を行った。

維持

1 3 1 食の安全の確保 維持

施  策
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基本
目標

主要
課題

施策を取り巻く社会環境の変化 必要性

1 3 2
衛生的な住環境
の確保

維持

2 1 1 予防接種の推進

新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行したことに伴い、新型コロナウイルス感染症に係
る予防接種を令和６年度から定期接種として実施した。また、HPVのキャッチアップ接種及び麻
しん風しんの予防接種について、ワクチンの供給及び流通上の問題から、接種期間が一定期間延
長されるとともに、近年帯状疱疹の罹患率の増加が見込まれていることを背景に、令和７年度か
ら高齢者を対象として帯状疱疹が定期接種化されることとなった。

上昇

2 2 1 母子保健の充実

児童福祉法の改正により、令和６年４月１日から、母子保健・児童福祉両部門の連携・協働を深
め、虐待への予防的な対応から個々の家庭に応じた支援の切れ目ない対応などを実施し、相談支
援体制の強化を図ることを目的とした「こども家庭センター」の設置が努力義務となった。ま
た、令和6年6月21日に「経済財政運営と改革の基本方針2024」が閣議決定された。基本方針に
は、「相談支援等を受けられるケア体制の構築等プレコンセプションケアについて５か年戦略を
策定した上で着実に推進する」旨が盛り込まれた。

上昇

2 3 1
健康づくりの支
援

令和６年度から令和１１年度の６年間の「埼玉県地域保健医療計画（第８次）」が策定され、そ
の中に前回の健康長寿計画に当たる「健康づくり対策」が定められた。

維持

2 3 2 食育の推進

令和５年度の「健康日本２１(第３次）」の開始に続き、「埼玉県地域保健医療計画（第８
次）」が策定され、その中に「埼玉県食育推進計画（第５次）」も組み込まれた。
行政と企業等との連携が進み、今までアプローチが難しかった対象者へも、取組がしやすい環境
が整いつつある。

維持

2 3 3
歯科口腔保健の
充実

令和５年度の「健康日本２１(第３次）」の開始に続き、「埼玉県地域保健医療計画（第８
次）」が策定され、その中に「第４次埼玉県歯科口腔保健推進計画」も組み込まれた。

維持

2 3 4
特定健康診査等
の実施

健診受診率は、令和３年度３８．２％、令和４年度３８．７％、令和５年度＝４４．２%と回復
傾向にあり、令和６年度も同様の傾向にある。
川越市国民健康保険第３期保健事業等実施計画（データヘルス計画）が令和６年度より開始され
ている。

維持

2 3 5
がん検診等の実
施

新型コロナウイルス感染症の影響による受診控えは回復傾向にある。
埼玉県において、がん患者に係るアピアランスケア支援事業及びＡＹＡ世代終末期在宅療養支援
事業を行う市町村への補助が開始された。

維持

3 1 1
地域医療の基盤
づくり

国において、令和６年４月から診療日や診療科目といった一般的な情報に加え、対応可能な疾
患・治療内容、提供しているサービスなど様々な情報から、全国の医療機関・薬局を検索できる
「医療情報ネット（ナビイ）」の運用が開始された。
令和６年１２月に新たな地域医療構想に関するとりまとめが公表され、８５歳以上の増加や人口
減少が更に進む２０４０年に向けて、外来・在宅、介護との連携、人材確保等も含めた、あるべ
き医療提供体制の実現に資することを基本的な考え方とされたほか、市町村の役割についても記
載された。
令和７年４月から都道府県と医療機関の間でのかかりつけ医機能報告制度の施行が予定されてい
る。

上昇

3 1 2 医療の安全確保 若年層による薬物乱用の増加が見られた。 維持

3 2 1
救急医療体制の
整備

全国的に救急搬送の出場件数、搬送人員は増加傾向にあり、総務省の「令和６年中の救急出動件
数等（速報値）」では、集計を開始してから最多を記録した。
※令和６年度末時点における市内救急医療機関 １１医療機関（９病院、２診療所）

上昇

3 2 2
災害時医療体制
の整備

新型コロナウイルス感染症対応の経験を踏まえ、国が「新型インフルエンザ等対策政府行動計
画」を、県が「埼玉県新型インフルエンザ等対策行動計画」を改定した。

維持

3 3 1
障害者医療の充
実

健康保険証のマイナンバーカード移行に伴い、健康保険の資格確認が円滑に行われるようになり
つつある。

維持

3 3 2 母子医療の充実 維持

3 3 3 難病対策 維持

4 1 1
国民健康保険制
度の健全な運営

赤字解消・削減計画に基づき段階的に保険税設定の見直しを進めていることから、令和６年度に
税率等の見直しを行った。
また、令和７年度の税率等の改定手続きを行った。

維持

4 1 2
後期高齢者医療
制度の円滑な運
用

団塊の世代が７５歳以上となり後期高齢者人口は増加の一途を辿り、医療費も増加し続けてい
る。
高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細やかな支援を実施するための事業「高齢者の保健事
業と介護予防の一体的な実施」を実施し、市内全域の１４圏域に対して、重症化予防及びフレイ
ル予防に努めている。

維持

施  策
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②達成度 
 

順 調 概ね順調 順調でない 【「順調でない」となった 1 施策】 
●2-3-4 特定健康診査等の実施 8 施策 13 施策 1 施策 

 
・「2-3-4 特定健康診査等の実施」は、特定保健指導の実施について、対象者に個別

に電話での保健指導参加勧奨を行っているが、低い状況にあるため、「順調でない」
としています。 

 
 
【評価の視点：達成度】 
 
  「施策の指標」がある場合は定量的に分析し、無い場合は「施策を取り巻く社会環境の変化」等

から定性的に分析する。 
 

順 調 細施策に関連する指標が順調に推移している状況。指標が無い場合は、必要な
取組が着実に行われている状況。 

概ね順調 細施策に関連する指標が遅れてはいるものの、基準値より改善が見られる状
況。指標が無い場合は、必要な取組が概ね予定どおり行われている状況。 

順調でない 細施策に関連する指標が計画当初より後退している状況。指標が無い場合は、
必要な事業が予定どおり実施できていない状況。 

  ※達成度が順調でない場合、市の取組に関わらず、社会的影響を受けている場合があるので、社
会環境の変化などからも要因を分析する必要がある。 

  ※達成度が順調でない場合、「実施方法」の「見直し」につなげる必要がある。 
   
 
○「達成度」 施策別一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

保健師研修会参加率 % 80 令和元年度 80 令和7年度 47 70 93 92

実習生等受入率（埼玉県による割
振）

% 100 令和元年 100 令和7年度 100 100 100 100

食品等の検査
検査数

（項目）
5,079 令和元年度 ― ― 3,850 4,210 4,275 4,406

水質の検査 検査数
（項目）

1,147 令和元年度 ― ― 1,076 1,216 1,351 1,056

感染症等の検査
検査数

（項目）
668 令和元年度 ― ― 7,726 2,635 986 1,038

家庭用品等の検査
検査数

（項目）
12 令和元年度 ― ― 12 12 12 12

健康食品の無承認無許可医薬品の
検査

検査数
（項目）

48 令和元年度 ― ― 48 48 48 48

市民向け普及啓発講演会の延べ参
加人数

人 42 令和元年度 基準値以上 令和7年度 中止 20 44 227

川越市自殺死亡率
人口10
万人対

21.5 令和4年 13.0以下 令和8年 14.4 21.5 18.7 14.5

1 2 2
感染症予防対策の推
進

結核り患率 保健予防課
人口10
万人対

9.9 令和元年 13.0以下 令和8年 11.0 7.6 9.1 7.6 順調

監視における違反施設発見数 件 40 令和元年度 24 令和7年度 7 19 5 5

食品等収去検査における試験検査
不適数

検体 3 令和元年度 3 令和7年度 1 0 0 0

食中毒の発生件数 件 2 令和元年度 0 令和7年度 0 4 1 1

保健総務課

衛生検査
課

保健予防課

施策中心課
(施策関係課）

実績

1 3

主要
課題

基本
目標

基準値 目標値

1 食の安全の確保

単位 達成度

1 1

1 1

1 2

概ね順調

概ね順調

順調

概ね順調

指   標施  策

1
保健衛生施設の機能
充実

2 検査機能の充実

1 精神保健対策の推進

食品・環境
衛生課
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令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

生活衛生施設の監視指導実施率
（全業態平均値）

% 17 令和元年度 19 令和7年度 9 10.7 16.7 15.6

犬・猫の殺処分数 頭 1 令和元年度 0 令和7年度 0 0 0 1

2 1 1 予防接種の推進 乳幼児の定期予防接種接種率

健康管理課
（新型コロナ
ウイルスワク
チン接種対策
室）

% 97.07 令和元年度 98 令和7年度 86.02 96.42 94.93 90.54 概ね順調

乳児家庭全戸訪問事業の訪問件数 件 2,296 令和元年度 2,359 令和６年度 2,158 2,158 2,089 1,914

産前・産後サポート事業の実施回
数

回 6 令和元年度 20 令和６年度 19 19 19 19

利用者支援事業（母子保健型）の
開設箇所数

箇所 1 令和元年度 2 令和６年度 2 2 2 2

産後ケア事業の利用者数（延べ） 人 29 令和元年度 40 令和６年度 42 96 138 399

乳幼児健康診査の受診率 %
4か月 95.9
１歳半 96.6

3歳 93.7
令和元年度

4か月 96
１歳半 97

3歳 95
令和６年度

4か月 96.4
１歳半 94.5

3歳 94.2

4か月 93.6
１歳半 97.5

3歳 94.8

4か月 96.4
１歳半 97.5

3歳 96.5

4か月 95.5
１歳半 94.3

3歳 94.8

乳幼児健康相談の開催回数 回 27 令和元年度 30 令和６年度 43 49 48 50

健康寿命（男性） 年 17.61 平成30年 令和6年 17.85 18.01 18.05 17.99

健康寿命（女性） 年 20.17 平成30年 令和6年 20.48 20.66 20.82 20.75

意識的に身体を動かしている人の
割合

% 65.6 平成30年度 70以上 令和6年度 ― ― 67.8 ―

睡眠により疲れが取れていない人
の割合

% 17.6 平成30年度 15以下 令和6年度 ― ― 20.9 ―

喫煙率（成人） % 13.5 平成30年度 12以下 令和6年度 ― ― 12.3 ―

適正体重の人の割合 % 66.2 平成30年度 75以上 令和6年度 ― ― 67.9 ―

野菜を食べている食事の回数（20
〜50歳代）

回
中間アンケー

トで算出
令和３年度

中間アンケー
トからの増加

令和6年度 ― ― ― ―

1日2回以上、主食・主菜・副菜が
そろった食事をしている人の割合
（60歳代以上）

% 52.2 平成30年度 増加 令和6年度 ― ― 45.7 ―

塩分の摂取量について意識してい
る人の割合（20〜50歳代）

% 57.3 平成30年度 増加 令和6年度 ― ― 52 ―

朝食を欠食する人の割合（20〜30
歳代）

% 25.4 平成30年度 22以下 令和6年度 ― ― 23.6 ―

かかりつけ歯科医を持つ人の割合 % 70.8 平成30年度 85以上 令和6年度 ― ― 72.7 ―

年に1度は歯科健診を受ける人の割
合

% 48 平成30年度 55以上 令和6年度 ― ― 52.7 ―

12歳児でむし歯のない人の割合 % 66.5 平成30年度 77以上 令和6年度 68.3 69.2 72.3 71.3

6024達成者の割合 % 64.9 平成30年度 80以上 令和6年度 ― ― 71.2 ―

8020達成者の割合 % 42.5 平成30年度 60以上 令和6年度 ― ― 62.5 ―

ゆっくりよくかんで食べる人の割
合

% 20.3 平成30年度 増加 令和6年度 ― ― 24.1 ―

特定健康診査受診率 % 38.7 令和4年度 60以上 令和11年度 38.2 38.7 44.2 40.1

特定保健指導実施率 % 18.5 令和4年度 60以上 令和11年度 19.2 18.5 12.3 0.2

血圧保健指導判定値以上の者の割
合

% 49.8 令和4年度 44以下 令和11年度 ― ― ― 48.15

HbA1c8.0%以上の者の割合 % 1.3 令和4年度 1.0以下 令和11年度 ― ― ― 1.2

後期高齢者健康診査受診率 % 29 令和4年度 43.0以上 令和11年度 28.9 29 29.4 42.1

胃がん検診（内視鏡検査）受診率 % 2.0 令和3年度 2.7 令和7年度 2.0 2.6 2.6 2.6

胃がん検診（胃部Ｘ線検査）受診
率

% 2.1 令和3年度 3.2 令和7年度 2.1 2.3 2.3 2.1

肺がん検診受診率 % 0.8 令和3年度 1.4 令和7年度 0.8 1 1 0.9

大腸がん検診受診率 % 9.3 令和3年度 11.1 令和7年度 9.3 9.6 9.9 10

子宮がん検診受診率 % 6.0 令和3年度 8.1 令和7年度 6.0 6.7 6.9 7.2

乳がん検診受診率 % 8.9 令和3年度 11.4 令和7年度 8.9 10.2 10.4 10.7

かかりつけ医を持つ世帯 % 69 令和元年度 73 令和7年度 62 ― ― 60.6

看護師学校養成所又は准看護師養
成所の卒業者のうち、市内の医療
機関等への就職者数

人 519
平成28年度
〜令和2年度

455 令和3〜7年度 68 73 66 集計中

訪問診療を実施する医療機関数 箇所 40 令和4年度 52 令和11年度 38 40 41 44

病院への立入検査実施率 % 100 平成30年度 100 令和7年度 100 100 100 100

薬物乱用防止リーフレット配布枚
数

枚 1,000 平成30年度 1,000 令和7年度 0 200 1,050 1,100

夜間及び休日における救急医療の
実施率

% 100 令和元年度 100 令和7年度 100 100 100 100

救急搬送人員における軽症者の比
率

% 50.5 令和元年 48.8 令和7年 48.9 51.9 52.8 集計中

災害時連絡用ＩＰ無線通信訓練 回 10 令和元年度 12 令和7年度 12 12 12 12

広域災害救急医療情報システム
（ＥＭＩＳ）入力訓練

回 1 令和元年度 1 令和7年度 1 1 1 1

3 3 1 障害者医療の充実 施策指標なし

高齢・障害医
療課
（保健医療推
進課、保健総
務課）

― ― ― ― ― ― ― ― ― 概ね順調

3 3 2 母子医療の充実 施策指標なし 健康管理課 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 順調

3 3 3 難病対策 骨髄移植ドナー助成件数 健康管理課 件 2 令和元年 6 令和7年 3 5 5 2 順調

4 1 1
国民健康保険制度の
健全な運営

国保会計赤字削減額
国民健康保
険課

896,602 1,027,012 1,281,441 ― 概ね順調

4 1 2
後期高齢者医療制度
の円滑な運用

施策指標なし
高齢・障害
医療課

― ― ― ― ― ― ― ― ― 概ね順調

達成度
基本
目標

主要
課題

施  策 指   標
施策中心課

(施策関係課）
単位 基準値 目標値

実績

令和８年度までに赤字を解消し、令和９年度からの保険税水
準の準統一を目指す。

がん検診等の実施

1 健康づくりの支援

1 救急医療体制の整備

5

2 3 4
特定健康診査等の実

施

国民健康保
険課

（高齢・障
害医療課）

順調でな
い

1 3

2 2

2

2

1

3 2

2 3

3 1

2 3

2 3

2 3

3 1

3 2

2
災害時医療体制の整
備

3 歯科口腔保健の充実

保健医療推
進課

保健総務課 順調

概ね順調

概ね順調

概ね順調

概ね順調

順調

順調

概ね順調

概ね順調

概ね順調

1
地域医療の基盤づく
り

2 医療の安全確保

食育の推進

衛生的な住環境の確
保

母子保健の充実

保健医療推
進課

食品・環境
衛生課

健康づくり
支援課

健康づくり
支援課

平均寿命の増
加分を上回る
健康寿命の増

加

健康づくり
支援課

健康づくり
支援課

健康管理課

保健医療推
進課
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③方向性 
 

拡 充 維 持 縮 小 【「拡充」となった 4 施策】 
●2-1-1 予防接種の推進 
●2-2-1 母子保健の充実 
●3-1-1 地域医療の基盤づくり 
●3-2-1 救急医療体制の整備 

4 施策 18 施策 0 施策 

・「2-1-1 予防接種の推進」は、予防接種法等に基づき、新たに定期接種化されるこ
とになる帯状疱疹を含む高齢者等を対象とした予防接種を行う必要があることか
ら、「拡充」としています。 

・「2-2-1 母子保健の充実」は、妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援体制を
整備する必要があり、伴走型支援の拡充が求められていること、妊産婦の不安の軽
減と孤立感の解消を図る必要性があり、産前・産後ケアの拡充が求められているこ
と、母子保健の充実として、妊娠・出産に主眼を置いたプレコンセプションケアの
推進が求められていることから、「拡充」としています。 

・「3-1-1 地域医療の基盤づくり」は、看護師等の不足が課題となっており、看護師
等の養成・確保に繋げる必要があること、疾病構造の変化、高齢化の進展に伴い、
自宅や地域で必要な医療を受けられる在宅医療のニーズの増加が見込まれており、
市民に在宅医療を周知し、理解を深めてもらう必要があること、国において、新た
な地域医療構想について市町村の役割が示されたため、対応を検討する必要がある
ことから、「拡充」としています。 

・「3-2-1 救急医療体制の整備」は、市立小中学校のＡＥＤについて、学校開放事業
など、校舎施錠時に施設利用者がいる場合の対応を検討する必要があることから、
「拡充」としています。 

 
【評価の視点：方向性】 
 

拡 充 主に「必要性」で「上昇」と評価された場合、方向性は「拡充」となる。 
維 持 主に「必要性」で「維持」と評価された場合、方向性は「維持」となる。 
縮 小 主に「必要性」で「低下」と評価された場合、方向性は「縮小」となる。 

  ※「拡充」は成果の拡充（前年度よりも多くの成果を出す）を意味し、単に予算や人員の増を指
すものではない。 

 

④実施方法 
 

継 続 見直し 【「見直し」となった 5 施策】 
●2-1-1 予防接種の推進 
●2-2-1 母子保健の充実 
●2-3-4 特定健康診査等の実施 
●3-1-1 地域医療の基盤づくり 
●3-2-1 救急医療体制の整備 

17 施策 5 施策 
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・「2-1-1 予防接種の推進」は、帯状疱疹が新たに定期接種化されることに伴い、接
種体制を構築する必要があることから、「見直し」としています。 

・「2-2-1 母子保健の充実」は、核家族化や地域のつながりの希薄化など、妊産婦や
子育て世帯が孤立や不安を感じやすい環境となっているため、事業を継続する必要
があること産後ケア事業の拡充等、国が掲げるこども政策の抜本強化に対応する必
要があることから、「見直し」としています。 

・「2-3-4 特定健康診査等の実施」は、健康診査や保健指導等を通して、被保険者の
健康の保持増進を図るため、継続して取り組む必要があり、特に保健指導について
は、実施率向上のため様々な取組が必要であることから、「見直し」としています。 

・「3-1-1 地域医療の基盤づくり」は、市立学校等に看護師学校養成所等の情報や、
県の奨学金・就学資金等の制度の周知・啓発を行うこと、関係機関と連携して作成
した在宅医療パンフレット（よくわかる在宅医療＆介護）を在宅医療拠点センター
等に設置し、在宅医療と介護の周知を図る必要があることから、「見直し」として
います。 

・「3-2-1 救急医療体制の整備」は、令和８年１月末でＡＥＤ１４４台の再リース契
約期限が満了するため、入替の手続きを進める必要があることから、「見直し」と
しています。 

 
【評価の視点：実施方法】 
 
 

継 続 主に「方向性」が「維持」の場合に「継続」となる。なお、成果を維持しながら
効率性を高める場合は「見直し」となる。 

見直し 主に「方向性」で「拡充」または「縮小」の場合に「見直し」となり、方向性に
沿って必要な見直しを行う。 

  ※「実施方法」については、「方向性」等に関わらず、常に、成果を維持しながら、予算や労力の
縮小を行うなど、効率性を重視した「見直し」を検討する必要がある。 

  ※「見直し」には、民間活用など、市の関わり方に関する「見直し」も含む。 
  ※「見直し」にあたっては、予算を増やさず、成果を高める方法を検討し、予算を増やす場合は、

歳入増や他事業の縮小などと一体的に考える必要がある。 
 
○「方向性等を踏まえた今後の取組」 施策別一覧 

 
 
  
基本
目標

主要
課題

方向性
実施
方法

方向性等を踏まえた今後の取組

1 1 1
保健衛生施設の
機能充実

維持 継続 引き続き、現状の施策に継続して取り組むとともに、オンラインの
活用等を含め、研修会の参加機会の増加に努める。

1 1 2 検査機能の充実 維持 継続

令和７年４月７日から急性呼吸器感染症が新たに５類感染症に追加
されることに備えて、当該疾病の病原体サーベイランス検査の準備
を進める。
また、保健所における食品・水質・感染症等の検査体制を維持する
と同時に、保健所内他課と調整しつつ社会状況に応じて求められる
検査に対応できる検査体制を適宜整備していく。

施  策
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基本
目標

主要
課題

方向性
実施
方法

方向性等を踏まえた今後の取組

1 2 1
精神保健対策の
推進

維持 継続

令和６年の自殺死亡率は令和５年から減少したが、目標値には達し
ていない状況である。精神保健福祉に関する相談支援や普及啓発を
成果につなげるため、引き続き相談窓口の周知や関係機関研修を実
施していく必要がある。
また、第二次川越市自殺対策計画を推進していく中で、９月の自殺
予防週間、３月の自殺対策強化月間に加えて、引き続き５月も自殺
予防月間として、広報等を活用して自殺対策事業・ゲートキーパー
についての啓発を実施していく。

1 2 2
感染症予防対策
の推進

維持 継続

現状の施策に継続して取り組むとともに、新たな感染症の発生等に
よる健康危機に備え、国や県と連携しながら、必要な対策を講じ
る。
年１回程度、川越市保健所健康危機対処計画（感染症対応マニュア
ル）の見直しを検討し、必要に応じて改定を行う。なお、同計画の
改定に際しては、保健所内の関係課長等で構成される川越市保健所
健康危機対処計画等検討会議等において、関係部署と連携し協議を
行う。
また、性感染症検査の機会を増やすため、通常検査だけではなく、
即日検査にも梅毒の検査項目を追加する。

1 3 1 食の安全の確保 維持 継続
引き続き、現状の施策に継続して取り組む。
食中毒の発生件数の改善に向けて、食品等事業者や市民に対する食
品衛生の普及啓発に努める。

1 3 2
衛生的な住環境
の確保

維持 継続
今後も、生活衛生水準の維持・向上のため効率的な監視指導を実施
する。
犬や猫の適正飼養・終生飼養は継続して取り組む。

2 1 1 予防接種の推進 拡充 見直し

帯状疱疹が新たに定期接種化されることに伴い、接種体制を構築す
る。
他の予防接種は、引き続き国の動向を注視しながら現状の施策に継
続して取り組む。

2 2 1 母子保健の充実 拡充 見直し

妊産婦の不安の軽減と孤立感の解消、子どもの健全育成、保護者の
育児不安の解消のため、工夫をしながら妊娠期から子育て期にわた
る切れ目ない支援体制の整備を図っていく。
国が進めるこども政策の抜本強化等に対応するため、「産後ケア事
業（通所型（ロング型））」を開始するとともに、「産後ケア事
業」の委託事業者を市外まで拡充する。
プレコンセプションケアの着実な推進のため、母子保健の充実とし
て妊娠・出産に主眼を置いたプレコンセプションケア事業に取り組
む。

2 3 1
健康づくりの支
援

維持 継続

令和７年３月に策定した「健康かわごえ推進プラン（第３次）」に
基づき、市民の健康づくりに寄与する取組を推進する。
健康に関心の薄い者を含む幅広い対象に向けに、ＳＮＳの活用や動
画を活用した健康づくりや企業や教育機関等と連携をする事業を展
開するなど、自然に健康になれる環境を整備する。

2 3 2 食育の推進 維持 継続

令和７年３月に策定した「健康かわごえ推進プラン（第３次）」に
基づき、市民の健康づくりに寄与する取組を推進する。
特に健康に関心の薄い層に対してアプローチするため、民間企業と
連携し、食品販売店でのＰＯＰ掲示やイベント等、行政だけでは成
しえない効果の高い啓発を拡充するほか、健康弁当の販売や店頭で
の健康情報提供等の実施に向けた働きかけを行っていく。
また、従業員に対する健康づくりとして、健診時のナトカリ測定や
社員食堂改善等の実施についても、実現に向け働きかけていく。

2 3 3
歯科口腔保健の
充実

維持 継続

令和７年３月に策定した「健康かわごえ推進プラン（第３次）」に
基づき、市民の健康寿命の延伸等に寄与する取組を推進する。
特に健康に関心の薄い層に対して周知するため、家族単位で参加で
きる「ファミリー歯科健診」等の事業を実施し、幅広い層の市民が
参加できるよう促す。

2 3 4
特定健康診査等
の実施

維持 見直し

川越市国民健康保険第３期保健事業等実施計画（データヘルス計
画）が令和６年度より開始している。特定健康診査等の実施につい
て、目標値達成に向け、第３期計画にある各種事業に取り組んでい
く。

2 3 5
がん検診等の実
施

維持 継続

がんの早期発見・早期治療のため、引き続き検診事業を行ってい
く。各種がん検診の受診率向上のため、啓発活動に努める。
埼玉県において、がん患者に係るアピアランスケア支援事業及びＡ
ＹＡ世代終末期在宅療養支援事業を行う市町村への補助が開始され
たことを踏まえて、先行事例を把握し、実施を検討する。

3 1 1
地域医療の基盤
づくり

拡充 見直し

市立学校等に看護師学校養成所等の情報や、県の奨学金・就学資金
等の制度の周知・啓発を行う。
第三次川越市保健医療計画が令和７年度をもって終了するため、令
和８年度を始期とする第四次川越市保健医療計画を策定する。
関係機関と連携して作成した在宅医療パンフレット（よくわかる在
宅医療＆介護）の活用を図る。
新たな地域医療構想に関するとりまとめで示された市町村の役割に
ついて、関係機関と連携しつつ対応を検討する。

3 1 2 医療の安全確保 維持 継続
引き続き、現状の施策に継続して取り組む。
薬物乱用防止については、リーフレットの配布に依らないＳＮＳ等
を利用した普及啓発に努める。

施  策
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基本
目標

主要
課題

方向性
実施
方法

方向性等を踏まえた今後の取組

3 2 1
救急医療体制の
整備

拡充 見直し

全国的に救急搬送の出場件数、搬送人員は増加傾向にあるため、引
き続き救急車の利用について、過度な利用抑制につながらないよう
配慮しながら、ＳＮＳ等を通じて、埼玉県救急電話相談や埼玉県Ａ
Ｉ救急相談の普及啓発に努め、適正利用の周知を図る。
令和８年１月末でＡＥＤ１４４台の再リース契約期限が満了するこ
とから、入替の手続きを進める。
市立小中学校に設置しているＡＥＤについて、市立小中学校や地元
自治会等から、校舎施錠時にも使用できる環境整備を求められてい
るため、改善策を検討する。

3 2 2
災害時医療体制
の整備

維持 継続

「川越市地域防災計画」に基づく医療救護活動を効果的に行うた
め、関係機関等と本市が災害時の保健医療体制の確保に関する必要
な事項の連絡調整等を行う場として、「川越市災害保健医療連絡会
議」を引き続き開催し、優先順位をつけて課題に取り組む。
川越市感染症予防計画に基づき、健康危機発生時に保健所を支援す
るＩＨＥＡＴ要員に対して、研修を実施する。
新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく県の行動計画改定及
び新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、川越市新型インフ
ルエンザ等対策行動計画を令和７年度に改定する。

3 3 1
障害者医療の充
実

維持 継続 現状の施策に継続して取り組む。一方で、施策の安定的かつ継続的
な維持のため、見直しの必要性などを検討していく。

3 3 2 母子医療の充実 維持 継続

引き続き、母子医療施策に取り組む。
特定不妊治療は国の方針により事業終了、その他の不妊に係る事業
（不妊専門相談センター・早期不妊検査・不育症検査）は令和６年
度より母子保健課に移管となる。

3 3 3 難病対策 維持 継続 引き続き、現状の施策に継続して取り組む。

4 1 1
国民健康保険制
度の健全な運営

維持 継続
赤字削減の取組として医療費適正化の継続（※効果額は評価できな
い)、市町村標準保険税率を参考とした保険税設定の見直し、収納率
向上対策の継続に取り組んでいく。

4 1 2
後期高齢者医療
制度の円滑な運
用

維持 継続 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施については、引き続き市
内全域の１４圏域を対象に実施していく。

施  策
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⑤新規の取組 
 

令和 6 年度において「新規の取組」のある施策は、１3 施策ありました。 
○「新規の取組」 施策別一覧 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

基本
目標

主要
課題

令和６年度における新規の取組

1 1 1
保健衛生施設の
機能充実

健康危機管理研修として保健予防課と協力し、感染症実践型訓練を開催し、全庁保健師へ参加の
呼びかけをした。

1 1 2 検査機能の充実 インフルエンザ 病原体サーベイランス検査の開始

1 2 1
精神保健対策の
推進

広報川越に特集記事掲載等の啓発を実施。ゲートキーパー養成研修を１回追加した他、新たに職
員向けに実施。

1 2 2
感染症予防対策
の推進

川越市感染症予防計画及び川越市保健所健康危機対処計画（感染症対応マニュアル）に基づき、
実践型訓練を実施した。

2 1 1 予防接種の推進 予防接種法等に基づき、定期接種として新型コロナウイルスワクチンの接種を開始。

2 2 1 母子保健の充実
令和６年１０月から「１か月児健康診査」の公費助成、「産後ケア事業（居宅訪問型）」及び
「５歳児健康診査」を開始した。

2 3 1
健康づくりの支
援

健康かわごえ推進プラン（第２次）の目標の達成状況を把握し、計画の評価を行い、市民意識調
査及び関係団体や関係職員のヒアリングを参考とし第３次のプランの策定を行った。

2 3 2 食育の推進

「健康かわごえ推進プラン（第２次）」の評価とともに、第３次プランの策定を行った。また、
働き世代への食生活改善を促すため、企業の社員食堂へ野菜摂取を促すPOPの設置依頼、毎月の
健康情報配信希望企業の募集と情報配信を実施した。健診時のナトカリ比測定を実施する企業の
拡大を目指し、健診担当者にナトカリ比測定と実施に向けての説明等を行った。

2 3 3
歯科口腔保健の
充実

「健康かわごえ推進プラン（第２次）」の評価とともに、第３次プランの策定を行った。

3 1 1
地域医療の基盤
づくり

市立学校等に対して看護師学校養成所等のポスターを配布し、情報の周知・啓発を行った。
令和８年度を始期とする第四次川越市保健医療計画を策定するために、保健医療に関する意識調
査を実施し、報告書を作成した。
在宅医療についてよりわかりやすく市民に情報提供するため、在宅医療に係るパンフレットを作
成した。

3 2 1
救急医療体制の
整備

休日歯科診療所の老朽化に対応するため、川越市歯科医師会が行う改修に係る費用の一部を補助
した。
川越市医師会が夜間休日診療所の運営を継続するための支援として、予算を確保した。

3 2 2
災害時医療体制
の整備

川越市感染症予防計画に基づき、ＩＨＥＡＴ要員に対して研修を実施した。
令和６年能登半島地震の経験を踏まえ、保健師派遣後方支援マニュアルを改訂した。
川越市における新型コロナウイルス感染症対応報告書を作成した。

4 1 2
後期高齢者医療
制度の円滑な運
用

一体的実施の全ての事業において、意向調査書の返信が無い方に対してアポイント無しの訪問を
行う体制を整え、より多くの方の健康状態を把握し、必要に応じて保健指導や受診勧奨を行っ
た。

施  策
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⑥見直しもしくは廃止した取組 
 

令和 6 年度において「見直しもしくは廃止した取組」のある施策は、10 施策あり
ました。 

○「見直しもしくは廃止した取組」 施策別一覧 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本
目標

主要
課題

令和６年度における見直し・廃止した取組

1 1 1
保健衛生施設の
機能充実

大規模災害時の保健師活動マニュアルの見直しを行った。

1 2 1
精神保健対策の
推進

横断幕、啓発ティッシュのデザインを見直し、変更した。

2 1 1 予防接種の推進
ＨＰＶワクチンキャッチアップ接種対象者のうち未接種者に対し、接種期間が条件付きで１年間
延長される旨の案内を送付した。

2 3 1
健康づくりの支
援

埼玉県が契約変更したことに伴い「コバトン健康マイレージ」を「コバトンＡＬＫＯＯマイレー
ジ」へ変更した。

2 3 3
歯科口腔保健の
充実

「歯と口の健康週間」において、６月に歯ッピーフェスティバルを数年ぶりに実地開催し、広く
市民に周知を図った。

3 1 1
地域医療の基盤
づくり

すこやかマップの配布について、令和６年３月に作成した冊子を有効活用し、令和７年１月時点
の変更点を示した一覧表を併せて配布する方針とした。

3 1 2 医療の安全確保
薬物乱用防止啓発用リーフレットを市として作成していたが、埼玉県と内容が重複しているた
め、作成を中止した。

3 2 1
救急医療体制の
整備

川越市ＡＥＤ普及推進計画を現行の第３期で終了し、これまでの取組を「川越市ＡＥＤ普及推進
計画取組報告書」として取りまとめた。
普通救命講習を新型コロナウイルス感染症拡大前の規模に戻して実施した。

3 3 1
障害者医療の充
実

健康保険証の廃止により、マイナ保険証を基本とする仕組みに変わり、重度心身障害者医療助成
の関係書類を修正した。ふれあい歯科診療所においては、健康保険証の廃止に向け、受付時にマ
イナンバーカードによる資格確認の説明を工夫した。

3 3 2 母子医療の充実 不妊に係る業務は母子保健課に移管した。

施  策
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1
2
3
4
5
6

1 ②

2 ①

3 ①

4 ①

5 ①

6 ①

7 ①

8 ①

9
10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

施策 合計

医療体制の充実 施策中心課 保健医療推進課

令和７年度夜間及び休日における救急医療の実施率 ％ 100 令和元年度 100

基本目標 3
主要課題 2 緊急時の医療体制の整備 施策関係課

救急搬送人員における軽症者の比率 ％ 50.5 令和元年 48.8 令和７年

施策の状況

令和５年度 救急搬送の出場件数、搬送人員は増加傾向にあり、また令和5年の搬送人員における軽症者の割合は52.8％であり、前年度より増加している。

※令和5年度末時点における市内救急医療機関　11医療機関（9病院、2診療所）

年 度 施策を取り巻く社会環境の変化

令和６年度

令和４年度
救急搬送の出場件数、搬送人員は増加傾向にあり、また令和4年の搬送人員における軽症者の割合は51.9％であり、前年度より増加している。

新型コロナウイルス感染症の流行が継続しており、引き続き、県とも連携を図りながら入院調整を図る必要が生じた。

※令和4年度末時点における市内救急医療機関　11医療機関（9病院、2診療所）

令和７年度

令和３年度 新型コロナウイルス感染症の感染対策として、参加者の削減、内容の一

部変更等を実施した上で、普通救命講習を開催した。

年 度 新規の取組

令和５年度 休日歯科診療所の老朽化に対応するため、川越市歯科医師会が行う改
修に係る費用の一部を補助する予算を確保した。

「川越市ＡＥＤ普及推進計画（第3期）」の取組がほぼすべて経常的なものに

なったため、第3期で計画を終了し、これまでの取組をまとめた取組報告書を作

成することとした。

施策を構成する事務事業

令和３年度 新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、県と連携しながら入院調整を図る必要が生じている。
※令和3年度末時点における市内救急医療機関　12医療機関（10病院、2診療所）※令和2年度末10医療機関（9病院、1診療所）

令和４年度 新型コロナウイルス感染症の感染対策として、参加者の削減、内容の一

部変更等を実施した上で、普通救命講習を開催した。

令和６年度

救急医療拠点病院運営事業補助金

保健医療推進課 地域医療の推進 二次救急搬送受入支援事業補助金

保健医療推進課 地域医療の推進 夜間休日診療事業補助金

800 70 A

見直しもしくは廃止した取組

令和７年度

施策 1 救急医療体制の整備

指標 単位 基準値 基準時点 目標値 目標時点

施策の指標

№
細
施
策

所属名 大事業名 中事業名

保健医療推進課 地域医療の推進 在宅当番医制事業

保健医療推進課 地域医療の推進 休日歯科診療所運営事業

保健医療推進課 地域医療の推進 病院群輪番制病院運営事業補助金

保健医療推進課 地域医療の推進

保健医療推進課 地域医療の推進 ＡＥＤの普及・啓発

保健医療推進課 地域医療の推進 外国人未払医療費対策事業補助金

令和５年度 一次評価
決算額

（千円）
決算額（千円）

（見込み） 必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

今後の方
向性

令和４年度

4,673 4,925 A A A A A 拡充

3,121 3,164 A A A A A 継続

26,500 26,500 A A A A A 継続

31,045 31,187 A A A A A 継続

20,480 20,580 A A A A A 継続

26,021 29,635 A A A A A 継続

A A 継続

4,305 4,367 A A A A A 継続

A A

116,945 120,428

 
 
 
 
（１）施策評価シートの見方 

 
 

 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 施策評価シート 

 
 

①基本目標、主要課題、施策 ②施策中心課 

⑤施策の指標 

⑥施策の状況 
ア 施策を取り 

巻く社会環境 
の変化 

⑦施策を構成す 
る事務事業 

③施策関係課 

⑥施策の状況 
イ 新規の取組 

⑥施策の状況 
ウ 見直しもし
くは廃止した取
組 
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《細施策の評価》

100

施策の目的

100 100

48.9 51.9 52.8

施策の評価
実施方法 方向性・実施方法の考え方

救急医療体制の整備 維持
市の役割とされている初期救急、二次救急の体
制を維持するため、休日歯科診療所の老朽化に
対応する必要がある。

①

必要性 達成度 方向性

細施策

救急搬送人員における軽症者の割合が増加傾向にあるため、救急車の利用について、過度な利用抑制につながらないよう配慮しながら、ＳＮＳ等を通じて、埼玉県救急電話相談や埼玉県ＡＩ救
急相談の普及啓発に努め、適正利用の周知を図る。

「川越市ＡＥＤ普及推進計画（第3期）」が計画期限を迎えたため、これまでの取組をまとめた取組報告書を作成する。

市立小中学校のＡＥＤについて、校舎施錠時にも使用できる方法として屋外設置を検討する。
休日歯科診療所の老朽化に対応するため、川越市歯科医師会が行う改修に係る費用の一部を補助し、初期救急医療提供体制の維持・強化を図る。

順調でない 救急搬送人員における軽症者の比率が高くなっ
た。

上昇 順調でない 拡充

必要性

② 病院前救護の推進 上昇
ＡＥＤの公共施設への適正配置と普及啓発に取り組む必要がある。

市立小中学校のＡＥＤについて、学校開放事業など、校舎施錠時に施

設利用者がいる場合の対応を検討する必要がある。

③ 適正な医療受診の啓発 維持 救急車の適正利用について、啓発する必要があ
る。

令和５年度 令和６年度 令和７年度

見直し
救急搬送人員における軽症者の比率が高くなっており、初期救急の普及啓発に努める必要があ

る。
学校開放事業等で施錠時の市立小中学校を使用する場合のＡＥＤ使用事案に備えるため、屋

外設置を検討する。

順調
公共施設に配置しているAEDを適正に管理するとともに、

職員への講習を実施した。

市立小中学校等のAEDを屋外に設置するため情報収集に

努めた。

達成度

順調
夜間休日診療所、休日歯科診療所などの初期救
急体制を維持するとともに、二次救急医療機関へ
の支援を実施した。

方向性等を踏まえた今後の取組

傷病の重症度・緊急度に応じた適切な医療を提供できる救急医療体制を確保します。

実績値
令和３年度 令和４年度

4,459

令和６年度
予算額

（千円）

3,117

3,121

26,500

31,464

20,480

32,409

1,070

122,620

医療問題協議会委員からの意見

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

・大変だと思うが、救急体制を整備してもらいたい。
・「救急車の適正利用」という言葉が何を意味するのかを明確にしないと、安易に啓発すること
は本当に必要な人でさえも利用抑制につながっている現状があるため、慎重にすべき。

・体制の整備が必要です。
・新型コロナウイルス感染症が５類となったが、高齢者施設や療養病院で軽症であってもコロ
ナ患者を入所・入院させるための仕組みが不十分だと思う。救急→生活期がスムーズに流せ
るための工夫が必要だと思います。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④施策の目的 

⑧細施策の評価 
ア 必要性 

⑧細施策の評価 
イ 達成度 

⑨施策全体の評価 
ア 必要性 

⑨施策全体の評価 
イ 達成度 

⑨施策全体の評価 
ウ 方向性 

⑨施策全体の評価 
エ 実施方法 

⑪方向性等を踏ま 
えた今後の取組 

⑩方向性・実施方 
 法の考え方 

⑫医療問題協議会
委員からの意見 
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①「基本目標」、「主要課題」、「施策」 
 ・第三次川越市保健医療計画の体系にあわせて記載しています。 
 
②「施策中心課」 
 ※「参考２ 施策担当部署及び施策決算額一覧」参照 
 ・「施策中心課」は、施策を推進する中心課を記載しています。 
  
③「施策関係課」 
 ・複数の部署が関連する施策において、施策中心課以外の部署を記載しています。 
 
④「施策の目的」 
 ・本計画における施策の目的になります。 
 
⑤「施策の指標」 
 ※「参考３ 第三次川越市保健医療計画 指標一覧」参照 
 ・本計画における各施策の指標の基礎情報（基準値、目標値等）及び各年度の実績値を記

載しています。 
 
⑥「施策の状況」 
ア「施策を取り巻く社会環境の変化」 
 ・各年度内に生じた、各施策に関連する社会環境の変化を記載しています。 
 ・なお、「施策の状況」に記載された内容が、「必要性」の評価や、指標が期待値と外れた

場合などの要因分析につながります。 
  （例）法令等の改正、国際的な動き（条約等）、災害・事件・事故等 
 
イ「新規の取組」 
 ・各年度に実施した新規の取組を記載しています。 

・基本的には、前年度の評価の「方向性等を踏まえた今後の取組」で新規の取組を掲げた
場合、これに対応した結果が、翌年度の「新規の取組」に記載されることを想定してい
ます。 

・なお、厳しい財政状況下では、当該施策が拡充の方向性以外は、「新規の取組」と縮小す
る方向での「見直しもしくは廃止した取組」が一体的に行われることが望ましいと考え
ます（スクラップアンドビルド）。 

・また、国や県の政策に関連した新規事業などがあった場合にはこちらに記載しています。 
（例）前年度の評価において、「方向性等を踏まえた今後の取組」に「市民への啓発を進

める必要があるため、研修会等の開催を検討する」と記載し、実際に新たな研修会を
実施した場合 など 

 
ウ「見直しもしくは廃止した取組」 
 ・各年度に実施した見直しや廃止した取組を記載します。 
 ・基本的には、前年度の評価の「方向性等を踏まえた今後の取組」に見直しや廃止の取組

を掲げた場合、これに対応した結果が、翌年度の「見直しもしくは廃止した取組」に記
載されることを想定しています。 

 ・なお、見直しには、「施策の評価」における「必要性」の上昇等により拡充する方向で見
直す場合と、「必要性」の低下等により縮小する方向で見直す場合があります。厳しい財
政状況下では、当該施策が拡充の方向性以外は、「新規の取組」と縮小する方向での「見
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直しもしくは廃止した取組」が一体的に行われることが望ましいと考えます（スクラッ
プアンドビルド）。 

 
⑦「施策を構成する事務事業」 
 ※「参考１ 施策を構成する事務事業」参照 
 ・施策を構成する事務事業を記載しています。 
 ・「細施策」は、当該事務事業が関連する細施策を丸数字で記載しています。 
 
 
■施策の評価 
 ・「施策の評価」は、始めに《細施策の評価》を先に行い、その内容を踏まえ、施策全体の

評価を行います。 
 
 
 
⑧「細施策の評価」 
 ・細施策は、本計画の各施策における取組施策をいい、細施策を担当する部署において、

それぞれ評価を行います。 
ア「必要性」 

  「上昇」：社会的関心やニーズが高まる、国が法改正等を行うなど、必要性が前年度と比
較して高まっており、成果の拡充が求められる社会状況。 

  「維持」：必要性が前年度と比較して変わらない状況。 
  「低下」：社会的関心やニーズが薄れる、民間で多く実施され市が関与する意義が薄れて

きているなど、必要性が前年度と比較して低くなっている状況。 
  ※「必要性」は、前年度と比較した必要性の変化を選択するものであり、「救急医療だか

ら必要性が高い」など、絶対的な必要性の高低で捉えていません。 
  ※必要性が高まることは、「方向性」の「拡充」や、「実施方法」の「見直し」につなげ

る必要があります。 
 
 イ「達成度」 
  ・「施策の指標」がある場合は定量的に分析、無い場合は「施策を取り巻く社会環境の変

化」等から定性的に分析しています。 
  「順  調」：細施策に関連する指標が順調に推移している状況。指標が無い場合は、必

要な取組が着実に行われている状況。 
  「概ね順調」：細施策に関連する指標が遅れてはいるものの、基準値より改善が見られる

状況。指標が無い場合は、必要な取組が概ね予定どおり行われている状況。 
  「順調でない」：細施策に関連する指標が計画当初より後退している状況。指標が無い場

合は、必要な事業が予定どおり実施できていない状況。 
  ※達成度が順調でない場合、市の取組に関わらず、社会的影響を受けている場合がある

ので、社会環境の変化などからも要因を分析する必要があります。 
  ※達成度が順調でない場合、「実施方法」の「見直し」につなげる必要があります。 
  
 
⑨「施策全体の評価」 
 ・施策全体の評価は、《細施策の評価》の結果を踏まえて行います。 
  複数の部署が関連する施策は、施策中心課が評価を行います。 
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ア「必要性」 

  「上昇」：《細施策の評価》「必要性」において、一つでも「上昇」がある。 
  「維持」：《細施策の評価》「必要性」において、すべて「維持」。 
  「低下」：《細施策の評価》「必要性」において、一つでも「低下」がある。 
  ※《細施策の評価》の「必要性」において、「上昇」と「低下」が混在している場合は、

代表的な状況を選択しています。 
  ※必要性が「上昇」の場合は「方向性」が「拡充」、「低下」の場合は「方向性」が「縮

小」、になります。 
 
イ「達成度」 

  「順  調」：《細施策の評価》「達成度」において、すべて「順調」の場合。 
  「概ね順調」：《細施策の評価》「達成度」において、「順調」と「概ね順調」が混在して

いる場合。 
  「順調でない」：《細施策の評価》「達成度」において、一つでも「順調でない」がある場

合。 
  ※「達成度」が「順調でない」の場合は、「実施方法」が「見直し」になります。 
 
ウ「方向性」 

  「拡充」：主に「必要性」で「上昇」と評価された場合、方向性は「拡充」となる。 
  「維持」：主に「必要性」で「維持」と評価された場合、方向性は「維持」となる。 
  「縮小」：主に「必要性」で「低下」と評価された場合、方向性は「縮小」となる。 
  ※「拡充」は成果の拡充（前年度よりも多くの成果を出す）を意味し、単に予算や人員

の増を指すものではありません。 
 
エ「実施方法」 

  「継 続」：主に「方向性」が「維持」の場合に「継続」となる。なお、成果を維持しな
がら効率性を高める場合は「見直し」となります。 

  「見直し」：主に「方向性」で「拡充」または「縮小」の場合に「見直し」となり、方向
性に沿って必要な見直しを行っていません。 

  ※「実施方法」については、「方向性」等に関わらず、常に、成果を維持しながら、予算
や労力の縮小を行うなど、効率性を重視した「見直し」を検討する必要があります。 

  ※「見直し」には、民間活用など、市の関わり方に関する「見直し」も含みます。 
  ※「見直し」にあたっては、予算を増やさず、成果を高める方法を検討し、予算を増や

す場合は、歳入増や他事業の縮小などと一体的に考える必要があります。 
  
⑩「方向性・実施方法の考え方」 
  ・「方向性」、「実施方法」の評価理由を、「必要性」、「達成度」の視点から記載します。 
 
⑪「方向性等を踏まえた今後の取組」 

・評価結果を踏まえ、「実施方法」で「見直し」とした場合に、どのような見直しを行うの
かを記載します。 

・ここに記載した取組を速やかに実施し、翌年度または翌々年度の施策評価における「新
規の取組」、「見直しもしくは廃止した取組」に反映できることが望ましいと考えます。 
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⑫「医療問題協議会委員からの意見」 
 ・各年度の施策評価報告書について、医療問題協議会委員の方からいただいたご意見を記

載しております。 
 
 
《参考》各評価の基本的な関連性 

 

必要性 達成度 方向性 実施方法 

上昇 順調 拡充 見直し 
※必要性の高まりに着目し、成果を拡充する方向で見直す。 

概ね順調 拡充 見直し 
※必要性の高まりに着目し、成果を拡充する方向で見直す。 
※達成度が遅れている点に着目し、成果を高める方向で見直す。 

順調でない 拡充 見直し 
※必要性の高まりに着目し、成果を拡充する方向で見直す。 
※達成度が進まない点に着目し、成果を高める方向で見直す。 

維持 順調 維持 継続 
見直し 
※制度変更などがある場合は「見直し」も想定される。 

概ね順調 維持 継続 
見直し 
※達成度が遅れている点に着目し、成果を高める方向で見直す。 
※制度変更などがある場合は「見直し」も想定される。 

順調でない 維持 見直し 
※達成度が進まない点に着目し、成果を高める方向で見直す。 

低下 順調 縮小 見直し 
※必要性の低下に着目し、業務を縮小する方向で見直す。 

概ね順調 縮小 見直し 
※必要性の低下に着目し、業務を縮小する方向で見直す。 
※達成度が遅れている点に着目し、成果を高める方向で見直す。 

順調でない 縮小 見直し 
※必要性の低下に着目し、業務を縮小する方向で見直す。 
※達成度が進まない点に着目し、成果を高める方向で見直す。 

 
・「実施方法」については、「方向性」に関わらず、常に、成果を維持しながら、予算

や労力の縮小を行うなど、効率性を重視した「見直し」を検討する必要があります。
また、「見直し」には、民間活用を図るなど、市の関わり方に関する「見直し」も
含みます。 

・実施方法において「見直し」とする場合には、できるだけ予算を増やさず、成果を
高める方法を検討し、予算を増やす場合は、歳入増や他事業の縮小などと一体的に
考える必要があります。 
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（２）施策評価シート（令和 6 年度） 

 
 

 

第三次川越市保健医療計画 施策体系 
 

※報告書ページ：第三次川越市保健医療計画施策評価報告書 各施策掲載ページ 

※参考１ページ：第三次川越市保健医療計画施策評価報告書 「参考 1 施策を構成する事務事業」ページ 

※計画書ページ：第三次川越市保健医療計画 各施策掲載ページ 

 

 報告書

ﾍﾟｰｼﾞ 

参考 1 

ﾍﾟｰｼﾞ 

計画書 

ﾍﾟｰｼﾞ 

基本目標

１ 

主要課題１ 施策１ 保健衛生施設の機能充実 23 70 64 

施策２ 検査機能の充実 25 71 68 

主要課題２ 施策１ 精神保健対策の推進 27 72 72 

施策２ 感染症予防対策の推進 29 73 76 

主要課題３ 施策１ 食の安全の確保 31 74 82 

施策２ 衛生的な住環境の確保 33 75 86 

基本目標

２ 

主要課題１ 施策１ 予防接種の推進 35 76 90 

主要課題２ 施策１ 母子保健の充実 37 77 96 

主要課題３ 施策１ 健康づくりの支援 39 79 100 

施策２ 食育の推進 41 80 104 

施策３ 歯科口腔保健の充実 43 81 108 

施策４ 特定健康診査等の実施 45 82 112 

施策５ がん検診等の実施 47 83 116 

基本目標

３ 

主要課題１ 施策１ 地域医療の基盤づくり 49 84 120 

施策２ 医療の安全確保 51 85 124 

主要課題２ 施策１ 救急医療体制の整備 53 86 128 

施策２ 災害時医療体制の整備 55 87 132 

主要課題３ 施策１ 障害者医療の充実 57 88 136 

施策２ 母子医療の充実 59 89 138 

施策３ 難病対策 61 90 140 

基本目標

4 

主要課題１ 施策１ 国民健康保険制度の健全な運営 63 91 142 

施策２ 後期高齢者医療制度の円滑な運用 65 92 144 
 

 

 

 

 



1
2
3
4
5
6

1 ③

2 ③

3 ③

4 ①

5 ①

6 ②

7 ①

8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

施策 合計 113,564120,980 118,947 97,216

20 26

年 度

令和７年度

保健総務課

年 度 施策を取り巻く社会環境の変化

14,285 12,900

78,893 90,569

新型コロナウイルス感染症の感染症対応を踏まえ、今後の感染症発生に備えた保健所の体制を強化する必要が生じている。
新型コロナウイルス感染症対応の変更により、現地での研修の再開とオンライン研修の機会も増えた。
南海トラフ地震等の対応に備えるため、被災自治体への派遣支援を踏まえた災害に関する研修会の開催が増加している。

令和４年度

中事業名

保健所運営管理 保健所等大規模改修

保健総務課一般事務 保健医療施設安全衛生委員会等

保健総務課

新型コロナウイルス感染症対策として、大型モニター、プロジェクター等
を導入し、保健所におけるオンライン会議等の促進を図った。

令和６年度

保健情報ネットワークシステム 保健情報ネットワークシステム

保健総務課

保健総務課一般事務 保健師現任教育

保健総務課 総合保健センター運営管理 総合保健センター運営管理

－

保健総務課 保健所運営管理 保健所運営管理

保健総務課

－

所属名
細
施
策

令和６年度 健康危機管理研修として保健予防課と協力し、感染症実践型訓練を開
催し、全庁保健師へ参加の呼びかけをした。

令和７年度

1,099 2,399

26,683 13,050

0 3

保健総務課 保健総務課一般事務 保健所内業務調整

令和４年度

災害発生時の新型コロナウイルス感染者等への対応に際し、保健所と避難所
との非常連絡手段を確保するためにＩＰ無線機を導入した。
新型コロナウイルス感染症の感染機会の削減と業務継続を図るためＰＨＳやア
ンテナ等を設置し、コロナ禍でも業務を継続できる体制を整備した。

令和４年度 令和５年度
決算額

（千円）

施策を構成する事務事業

令和３年度
新型コロナウイルス感染症に対応するため、電話回線をひかり化し
増設することにより保健所相談機能の強化を図った。
研修会等の機会が減少したため、オンライン研修など参加方法を見
直した。

令和７年度
予算額

（千円）

大規模災害時の保健師活動マニュアルの見直しを行った。

研修会等の機会が減少したため、オンライン研修など参加方
法を見直した。

№ 決算額
（千円）

令和５年度 令和６年能登半島地震の被災自治体へ保健師等職員派遣を行った。

令和６年度
決算見込み額

（千円）

2,531

大事業名

1,134

83

15

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、感染症対応をするため保健所の体制を強化する必要が生じている。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、研修会等の参加機会が減少している。

見直しもしくは廃止した取組新規の取組

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、感染症対応をするため保健所の体制を強化する必要が生じている。
新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、研修会等の参加機会が減少している。

令和５年度
新型コロナウイルス感染症の感染症対応を踏まえ、今後の感染症発生に備えた保健所の体制を強化する必要が生じている。
新型コロナウイルス感染症対応の変更により、研修の再開とオンライン研修の機会も増えた。
令和６年能登半島地震により被災自治体への支援の必要性が生じた。

施策の状況

令和３年度

％ 80 令和元年度 80 令和７年度保健師研修会参加率

実習生等受入率（埼玉県による割振） ％ 100 令和元年度 100 令和７年度

保健衛生施設の機能充実

施策の指標

主要課題 1 保健所機能の充実 施策関係課

目標時点

基本目標 1 保健衛生の充実 施策中心課 保健総務課

施策 1

基準時点 目標値指標 単位 基準値

0

13,304

72,633

10,047

62

9

13,236

80,966

16,760

－
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《細施策の評価》
達成度

評価対象外

評価対象外

A A A A A 継続

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

新型コロナウイルス感染症対応が変更になっ
たため、研修会も再開され、またオンラインを
利用した研修も実施されるようになり参加機
会も改善している。

施策の評価
達成度必要性

② 保健情報ネットワークシステム
の運用、管理

概ね順調保健所の機能充実を図るため、専門職の資
質向上など体制強化は継続する必要がある。

事務の効率的かつ適正な執行のため、継続し
て運用する必要がある。

順調

設備の故障箇所の不具合等を事前に把握
し、緊急時に備えた対応を実施した。

維持

必要性

維持 継続

概ね順調

方向性

引き続き、現状の施策に継続して取り組むとともに、オンラインの活用等を含め、研修会の参加機会の増加に努める。

今後の方
向性

評価対象外

医療問題協議会委員からのご意見
令
和
３
年
度

一次評価

必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

維持 概ね順調

方向性等を踏まえた今後の取組

④

①

保健所の体制強化 維持

細施策

施設の適正管理

方向性・実施方法の考え方

③

➄

保健衛生施設の機能充実は必要性が高く、継続して取り組む必要がある。
新型コロナウイルス感染症対応の変更に伴い、保健師の研修会の機会も再開されてきた。また、参加方
法もオンライン活用も増加しているため、今後も研修会への参加機会の確保に努めていく。
今後も、災害派遣依頼があった場合には、状況をみながらできる限り協力していく。

維持 引き続き、施設機能の維持及び管理を行う必
要がある。

実施方法

法改正、制度改正に対応するための改修を行
い、システムの最適な運用を行った。

7047 93 92

100 100100100

施策の目的

令和７年度

適切な保健衛生施設等の整備や、専門職等の資質の向上を図り、適切な事業実施のための体制を確保します。

実績値

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

・コロナ禍で市民より、対応の不満が聞こえた。分かりやすい、高齢者でも対応できる設備の充実をお願いする。
・未知のコロナ感染症では大変だったと思う。現在（令和５年２月）は落ち着いた感はあるが、今後別の感染症が
発生するかもしれない。その時に備えての準備が必要と思われる。
事務事業はハードワークに見える。今後はＡＩ等を取り入れた業務の効率化を図る事が必要だと思う。
・公衆衛生の責任を担う保健所体制そのものをどのように強化するのか。正規職員の担う仕事と、非正規や外部
委託しているものがどのようになっているか明確にして評価すべき。

・新型コロナ感染症、インフルエンザに対して保健所の機能強化、体制の強化が必要と考
える。
・業務の効率化を図るとあるが、どの様に効率化をするのか、細かく明記してほしい。

・能登半島地震支援のために職員を派遣された経験は専門職等の資質向上に繋がるもの
と期待する。

A A A A 継続

A A A A A 継続

A令和７年度事務事業評価集計中
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1
2
3
4
5
6

1 ①

2 ①

3 ①

4 ①

5 ①

6
7
8
9
10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

施策 合計 45,456

令和７年度
予算額

（千円）
29,514

6,500

550

令和６年度
決算見込み額

（千円）

26,706

6,259

541

11,727

223

家庭用品等の検査

令和４年５月以降、欧米を中心としてエムポックス（サル痘）の感染が国際的に拡大した。日本国内では同年７月に１例目の患
者が確認され、その後散発的に発生が報告されている。令和５年に入ってからは患者数が増加している。
令和４年１２月に感染症法が改正され、保健所設置市に対し、令和５年度中の感染症予防計画の策定が義務付けられた。

検査数（項目） 12 令和元年度

細
施
策

新規の取組 見直しもしくは廃止した取組

令和５年５月８日から新型コロナウイルス感染症は、感染症法上の位置づけが「５類感染症」に変更された。
東京電力は、東日本大震災で被災した東京電力福島第一原子力発電所から生じた放射性物質を含む水からトリチウム以外を
除去し、令和５年８月２４日から海洋へ放出を開始した。

1,147 令和元年度 -

高速液体クロマトグラフタンデム型質量分析装置による残留農薬検
査体制を確立した。

水質検査のうち、プール水の検査（総トリハロメタンを含
む）を終了した。

施策の状況

令和３年度 新型コロナウイルス　ゲノム解析検査の実施。

令和３年度 新型コロナウイルス感染拡大状況下で、新たに出現する各種変異株への検査対応が必要となった。

-

感染症等の検査 検査数（項目） 668 -

-検査数（項目） 48 令和元年度

令和５年度

令和４年度

指標のNo.4とNo.5を合わせて中事業の「家庭用品等の検査」としている

-

年 度 施策を取り巻く社会環境の変化

-

令和元年度

-

-

-

所属名 大事業名 中事業名

令和６年度

№

令和５年度

施策を構成する事務事業

令和７年度

令和４年度

365 485

衛生検査課

241 213

20,237

衛生検査課 食品・水質・感染症等検査 食品等の検査

衛生検査課 食品・水質・感染症等検査 水質の検査

衛生検査課 食品・水質・感染症等検査 感染症等の検査

食品・水質・感染症等検査 食品・水質・感染症等検査一般事務

エムポックス（旧名称：サル痘）の検査体制を確立した。

インフルエンザ　病原体サーベイランス検査の開始

衛生検査課 食品・水質・感染症等検査 家庭用品等の検査

1 保健所機能の充実 施策関係課

決算額
（千円）

決算額
（千円）

7,829 7,987

年 度

令和７年度

令和６年度
令和５年５月８日に新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行したが、将来的なパンデミックに備えて、平時からの継続的
に急性呼吸器感染症の発生動向を把握することを目的として、令和６年１１月２９日に感染症法が改正され、令和７年４月７日か
ら「急性呼吸器感染症」が新たに５類感染症に追加されることとなった。

健康食品の無承認無許可医薬品の検査

-

基準時点 目標値

食品等の検査 検査数（項目）

水質の検査 検査数（項目）

5,079

施策 2 検査機能の充実

主要課題

34,694 32,880

基本目標 1 保健衛生の充実 施策中心課 衛生検査課

令和４年度 令和５年度

施策の指標
目標時点指標 単位 基準値

令和元年度

63,366 55,794 48,121

14,229 11,333

224
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※基準値は令和3年度に作成した保健所事業概要から引用したものであるが、

令和4年度に作成した保健所事業概要から検査数（項目）が外部委託分を含めての算定となるため、実績値はその値を引用している。

《細施策の評価》

A A A

・水道水中の有機フッ素化合物が社会的問題となり、基準値が検討されているなか、
検査機能の一層の充実を期待する。

評価対象外

A A A A

評価対象外

評価対象外

A

➄

48

細施策

概ね順調

48 48

一次評価

必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

今後の方
向性

12 12

必要性

48

施策の評価
実施方法達成度 方向性

9867,726

維持 継続

1,038

方向性・実施方法の考え方

達成度

必要性

令和４年度 令和５年度 令和６年度

1,076 1,216 1,351

3,712

1,076

令和７年度

1,056

4,4064,275

12

令和3年度

引き続き、保健所における食品・水質・感染症等検査体制を維持する
必要がある。同時に、社会状況に応じて求められる検査に対応できる
検査体制を適宜整備していく。

維持

方向性等を踏まえた今後の取組
令和７年４月７日から急性呼吸器感染症が新たに５類感染症に追加されることに備えて、当該疾病の病原体サーベイランス検査の準備を進め
る。
また、保健所における食品・水質・感染症等の検査体制を維持すると同時に、保健所内他課と調整しつつ社会状況に応じて求められる検査に
対応できる検査体制を適宜整備していく。

医療問題協議会委員からのご意見
令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

・ゲノム解析結果のスムーズな公表が望まれる。
・新型コロナなど新しく対応が求められる仕事ができた場合に、恒常的な業務にどのよ
うに影響するのか、問題なく並行して業務が行えるのか、縮小せざるを得ない業務が
発生するのか。
・問題はない、賛成である。

・排水からのウイルス検査も必要と思います（地域の流行が検証できる）

川越市保健所で実施する食品・水質・感染症等検査体制を確保します。

④

① 概ね順調 各感染症の発生時の検査対応等を適切に
実施した。

施策の目的

実績値
令和３年度

②

維持
保健所内他課の事務事業を遂行するため、
引き続き保健所内での検査を実施すること
が必要である。

③

食品・水質・感染症等の検査

48

3,850 4,210

7,496

12

2,635

12

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

令和７年度事務事業評価集計中
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1
2
3
4
5
6

1 ①

2 ②

3 ①②

4 ②

5 ①②

6 ②

7 ①

8
9
10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

施策 合計

見直しもしくは廃止した取組

194202

精神保健 精神保健福祉家族教室

808 825

49

施策を構成する事務事業

第二次川越市自殺対策計画を策定。新たに市民向けのゲートキー
パー養成研修を実施。

№
細
施
策

所属名 大事業名 中事業名
令和４年度

令和５年度

決算額
（千円）

令和７年度

令和６年度 広報川越に特集記事掲載等の啓発を実施。ゲートキーパー養成研
修を１回追加した他、新たに職員向けに実施。

横断幕、啓発ティッシュのデザインを見直し、変更した。

71

令和６年度

令和５年度

令和４年度 令和３年から令和４年にかけて自殺者数および自殺死亡率は増加し、全国では特に全体に占める女性や２０歳代以下の自殺
者数の割合が増加した。川越市では女性の自殺者数が急増した。

令和６年度

令和５年の自殺者数および自殺死亡率は全国ではわずかに増加傾向にあるが、川越市では減少し、女性の自殺者数も減少し
た。

令和７年度

基本目標 1

目標時点

主要課題 2 保健予防対策の推進 施策関係課

施策 1 精神保健対策の推進

指標 単位 基準値 基準時点 目標値

保健衛生の充実 施策中心課 保健予防課

施策の指標

全国及び川越市の令和６年の自殺者数および自殺死亡率は減少したが、全国では小中高生の自殺者数が統計開始以降最
多、川越市でも２０歳未満の自殺者数が増加した。

年 度

令和３年度

年 度 施策を取り巻く社会環境の変化

令和３年度 自殺者数および自殺死亡率は減少傾向にあるが、新型コロナウイルス感染症の影響とは断定できないものの、全体に占める
女性や２０歳代以下の自殺者数の割合は増加傾向にある。

保健予防課

3,6572,900 3,154

1,001907保健予防課 精神保健

保健予防課 精神保健 ひきこもり対策（青年期ひきこもり対策）

会計年度任用職員人件費

保健予防課 精神保健 精神保健福祉関係機関職員研修

保健予防課

保健予防課 精神保健 自殺予防対策

精神保健 市民向け普及啓発講演会

施策の状況

令和４年度

新規の取組

令和５年度に「川越市自殺対策計画」の見直しをする際の基礎資料
とするため、市民意識調査を実施した。

74

859

1

精神保健 精神保健福祉相談

保健予防課

人 42 令和元年度

令和4年 13.0以下

基準値以上

川越市自殺死亡率 人口10万人対 21.5

市民向け普及啓発講演会の延べ参加人数

138

26

94

943

令和７年度

令和8年

26

決算見込み額
（千円）

694

79

令和５年度
決算額

（千円）

680

1,850

5,988

令和７年度
予算額

（千円）
1,038

85

216

46

779

157

3,667

190

27 



《細施策の評価》

方向性等を踏まえた今後の取組

④

医療問題協議会委員からのご意見
令
和
３
年
度

・より広い普及が必要だと思われる。
・経済問題、社会問題から相談者が増えると思われる。対応をお願いしたい。
・若年層に対するメンタルヘルスケアは、孤立化を生みやすい変化の時代に今後も重要な課題なので継続
した対策を望む。
・高次脳機能障害は、精神障害者保健福祉手帳の申請対象となっており、認定されれば介護保険の利用
対象にもなる。障害そのものの認知も低く、制度利用が医療、障害、介護のそれぞれの分野で位置付けら
れ、認識される必要がある。計画に障害そのものを位置付け、周知する施策が必要と考える。

効率性
総合
評価

今後の方
向性

A A A 継続

令和４年度 令和５年度

達成度

順調
保健師、精神保健福祉士が市民のこころの
健康や精神保健福祉に関する相談に対応
した。

① 相談支援体制の充実 維持

細施策 必要性

順調
メンタルヘルスと食事をテーマにした講演会を実施し
た。
その他、広報やホームページ等により、精神保健福祉
や自殺対策に係る周知、啓発を行った。

令和７年度

令和５年度と同様、令和６年も自殺死亡率は減少した。精神保健福祉
に関する相談支援や普及啓発を成果につなげるため、引き続き相談窓
口の周知等に努める必要がある。

方向性・実施方法の考え方

施策の目的

市民のこころの健康づくりを推進します。

実績値
令和３年度 令和６年度

② 精神保健に関する普及啓発
精神保健福祉や自殺対策についての普及
啓発に努める必要がある。

➄

・自殺死亡率（令和５年度）は前年度に比べると減少したが、全国および埼玉県の平均
よりも高く、目標値にも届いていない。引き続き、市民対象の啓発及び相談支援体制を
一層充実することが望まれる。

施策の評価
必要性 達成度 方向性

維持維持 順調

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

令和６年の自殺死亡率は令和５年から減少したが、目標値には達していない状況である。精神保健福祉に関する相談支援や普及啓発を成果
につなげるため、引き続き相談窓口の周知や関係機関研修を実施していく必要がある。
また、第二次川越市自殺対策計画を推進していく中で、９月の自殺予防週間、３月の自殺対策強化月間に加えて、引き続き５月も自殺予防月
間として、広報等を活用して自殺対策事業・ゲートキーパーについての啓発を実施していく。

実施方法

継続

令
和
４
年
度

A 拡充

A 継続

A 継続

A A

・ますます必要と思われます。
・自殺に関する状況について、例年よりも深い分析を行ったうえで、対策を考える必要
があるのではないか。

維持

③

22720 44

14.4 21.5 18.7 14.5

中止

引き続き、こころの健康や精神保健福祉に関す
る相談支援を実施し、改正された精神保健福祉
法をふまえ、相談技術の向上を図り、相談支援
体制整備を推進する必要がある。

A 拡充

A A

A A

B A

A A

A A A A A 継続

一次評価

必要性 有効性 達成度

A A

B 継続

A A

A A

A A

A A

A A

令和７年度事務事業評価集計中
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1
2
3
4
5
6

1 ①③

2 ①③

3 ①

4 ①

5 ①③

6 ①③

7 ③

8 ③

9 ③

10 ①②

11 ①②

12

13 ①

14

15

16

17

18

19

20

施策 合計 169,046

保健予防課 感染症等対策 新型コロナウイルス感染症対応

保健予防課 感染症等対策 会計年度任用職員人件費

761,383

感染症等対策

保健予防課 感染症等対策

保健予防課 感染症等対策 性感染症・エイズ予防啓発

保健予防課 感染症等対策 性感染症検査・相談

結核接触者健診・管理検診

結核・感染症予防啓発

保健予防課 感染症等対策 結核予防費補助

保健予防課 感染症等対策 結核定期病状調査

保健予防課 感染症等対策

結核・感染症の保健指導・相談

935

218,508 5,571

感染症発生時の調査・まん延防止

1,088

174,273 947

337,764 1,628感染症発生動向調査・統計

大事業名 中事業名

令和６年度

令和７年度

決算額
（千円）

決算額
（千円）

令和４年度 令和５年度
№ 予算額

（千円）

令和７年度
施策を構成する事務事業

決算見込み額
（千円）

見直しもしくは廃止した取組

川越市感染症予防計画及び川越市保健所健康危機対処計画（感
染症対応マニュアル）に基づき、実践型訓練を実施した。

令和４年度

令和５年度 平時のうちから感染症のまん延等に備えた準備を計画的に進めるため、川
越市保健所健康危機対処計画（感染症対応マニュアル）を策定した。

新型コロナウイルス感染症へ対応するための民間委託等
を終了した。

施策の状況
施策を取り巻く社会環境の変化

令和４年度
令和元年度から始まった新型コロナウイルス感染症の感染拡大が続いており、令和４年度の大きな感染拡大としては、夏の第７波、冬の第８波があり、どちらも感染の主流はオミ
クロン株が中心となった。令和４年９月からは、新型コロナウイルス感染症の対応を新たな段階に移行するため、発生届の対象者を重症化リスクがある者に限る、対象者の限定化
が実施された。また、令和５年１月に、特段の事情が生じない限り、令和５年５月８日から５類感染症に位置付けることが決定した。
令和４年１２月に感染症法が改正され、保健所設置市に対し、令和５年度中の予防計画の策定が義務付けられた。（保健医療推進課で取りまとめ予定）

令和５年度
新型コロナウイルス感染症が令和５年５月８日に感染症法上の５類感染症に移行し、徐々に通常の医療提供体制に移行することとなった。ま
た、新型コロナウイルス感染症で得られた知見も踏まえ、感染症対策を総合的に推進するために川越市感染症予防計画を策定した。さら
に、令和５年３月に地域保健法の基本指針が改正され、各保健所に対し健康危機対処計画を策定することが規定された。

令和６年度
新型コロナウイルス感染症は令和６年４月より通常の医療提供体制に移行した。また、コロナ禍を経て、各国との往来が拡大す
ることにより新興感染症等の発生・流行のリスクが高まっている。さらに、県は今般の新型コロナウイルス感染症の対応を踏ま
え、令和７年１月に埼玉県新型インフルエンザ等対策行動計画の改定を行った。

令和３年度 民間委託等を活用して、新型コロナウイルス感染症に対応
できる体制を維持した。

年 度 新規の取組

令和元年度から始まった新型コロナウイルス感染症の感染拡大が続いており、令和３年度の大きな感染拡大としては、夏にデルタ株を中心
として第５波、冬にオミクロン株を中心として第６波があった。
新型コロナウイルス感染症の影響により日本への外国人入国者が減少したことで、インバウンド感染症のリスクが低減している。
また、同感染症の影響による健診控えや受診控えが指摘されている。

令和７年度

基本目標 1 保健衛生の充実 施策中心課 保健予防課

施策の指標
指標 単位

結核り患率 人口10万人対 9.9 令和元年 10.0以下

主要課題 2 保健予防対策の推進 施策関係課 保健医療推進課

施策

令和３年度

細
施
策

所属名
令和６年度

年 度

2 感染症予防対策の推進

基準値 基準時点 目標値 目標時点

令和７年

3,653

35,925

1,136保健予防課 感染症等対策 感染症診査協議会

感染症医療費公費負担保健予防課

2,131

23,852

1,248

155

0

感染症等対策

1,104

保健予防課

保健予防課 感染症等対策

保健予防課 感染症等対策

2,595

0 152,783 0

432 643

3,3733,852

750 772 0

789

1,644

80 76

96 233

22,530

－

－

1,300

3,928

－

1,994 1,747

0

279

1,150

481

2,385

816

235

0

1,686

185

46,974 39,349
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《細施策の評価》

令
和
７
年
度

令
和
３
年
度

A A 継続

現状の施策に継続して取り組むとともに、新たな感染症の発生等による健康危機に備え、国や県と連携しながら、必要な対策を講じる。
年１回程度、川越市保健所健康危機対処計画（感染症対応マニュアル）の見直しを検討し、必要に応じて改定を行う。なお、同計画の改定に際
しては、保健所内の関係課長等で構成される川越市保健所健康危機対処計画等検討会議等において、関係部署と連携し協議を行う。
また、性感染症検査の機会を増やすため、通常検査だけではなく、即日検査にも梅毒の検査項目を追加する。

④

➄

方向性等を踏まえた今後の取組

順調
感染症の発生に伴う積極的疫学調査や行
政検査の他、治療に係る公費負担を適切に
実施した。

維持

順調

継続 感染症法が改正されるなど、感染症対策の必要性は高まっており、引き続き
国や県の動きに対応しながら実施する必要がある。また、平時より新たな感染
症の発生等による健康危機に備える必要がある。

必要性 達成度

維持
様々な感染症の流行状況を注視しながら必要な対策を
講じる必要がある。
年１回程度、川越市保健所健康危機対処計画（感染症
対応マニュアル）の見直しについて検討し、必要に応じ
て改定を行う。

維持

結核治療の支援については、適切に対応した。
指標となる結核り患率（人口１０万対）は減少傾
向にあり、今後も低水準を維持できるように取り
組む。

保健所で実施する性感染症検査について、即日検査以
外は定員を満たし検査需要が高い。また、性感染症の
中でも梅毒患者は全国的に増加傾向にあり、対策が必
要である。

順調 性感染症検査を希望する者に対し、適切に
検査を行った。

維持
引き続き、結核の早期発見・早期治療につ
なげるための啓発及び確実な治療継続の
ための患者支援を行う必要がある。

①

施策の評価
方向性必要性 達成度

順調

細施策

感染症対策の推進

維持

②

結核対策の推進

エイズ対策の推進

③

実施方法 方向性・実施方法の考え方

市内における、感染症の予防及びまん延を防止します。

11.0 7.6 9.1 7.6

実績値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

施策の目的

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

・結核り患率の低下を公表しても良いのではないか。
・報告書を見てこれだけの感染予防対策を推進している事に驚いた。
・問題ない。

・新しい感染症も予測する必要があると思います。

・今後の取組みの中で見直しとあるが、どのような方法で見直しを行うのか具体的に明記して下さい。
令和５年度はマニュアルを策定したとあるが、これをどのように活用していたのか教えて下さい。
・川越市保健所健康危機対処計画（感染症対応マニュアル）を踏まえて、着実に感染症対策に取り組んで
頂くことを期待する。感染症動向に応じて、梅毒等急増している感染症対策にも取り組んで頂きたい。

医療問題協議会委員からのご意見

A B B A A 継続

一次評価

必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

今後の方
向性

A A B

A B B A A 継続

A B B A A 継続

A B B A A 継続

A A A A A 継続

A A A A A 継続

A 廃止

A A B A A 継続

A B B A A 廃止

A A A A

A 廃止

A A A A A 継続

A A A A A 継続

A A B A

令和７年度事務事業評価集計中
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1
2
3
4
5
6

1
2 ①

3 ①

4 ①

5 ①

6 ③

7 ②

8 ①

9 ③

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

施策 合計

食品・環境衛生課

138

50

79

179 175

124

食品・環境衛生課 食品衛生指導

食品衛生指導

食品・環境衛生課一般事務

食品衛生指導 食品営業許可

525

8

食品のリスクコミュニケーション

6,841

455

112

令和７年度監視における違反施設発見数 件

令和５年度

令和３年度 コロナ禍においても食の安全・安心の確保を図るための施策を実施する必要がある。
食品衛生法の改正に基づき、令和３年６月１日からＨＡＣＣＰに沿った衛生管理が制度化された。

5,265

1,515

212

174

食品衛生関係優良施設等表彰

食品の収去検査

11

食品・環境衛生課

食品等収去検査における試験検査不適数 検体 3 令和元年度 3 令和７年度

令和７年度食中毒の発生件数 件 2 令和元年度 0

令和４年度 食品営業施設等の監視・指導や食品の収去検査を実施し、食品衛生の維持・向上を図る施策を実施する必要がある。
監視・指導時には、令和３年６月１日から本格施行されたHACCPに沿った衛生管理の確認が必要である。

保健衛生の充実 施策中心課 食品・環境衛生課

1 食の安全の確保

令和４年度

7,712 7,115

153

165

194

97

0

食品衛生指導

食品衛生指導

8,570 7,597

食品・環境衛生課 食品衛生指導

食品・環境衛生課

食品・環境衛生課

食品衛生の普及・啓発

食中毒の処理

食品・環境衛生課 食品衛生指導 食品営業施設の監視指導

5,859

食品衛生指導

7

1,963

86

所属名 大事業名
令和６年度
決算見込み額

（千円）

50

145

食品・環境衛生課 食品・環境衛生課一般事務

令和４年度 令和５年度

食品・環境衛生課

中事業名

4

5,864

卸売市場の監視指導

50

予算額
（千円）

施策を構成する事務事業

№
細
施
策

決算額
（千円）

決算額
（千円）

令和７年度

113

食中毒予防啓発のため、霞ケ関駅自由通路に多言語対応したポスターを掲示するとともに、保健所でリーフレットを配布した。
健康食品についてリスクを正しく理解し科学的根拠に基づき正確な情報を選別し、適切な利用ができるように、内閣府食品安
全委員会の講師によるセミナーを開催した。

食品安全モニター事業について、当該事業に限らず「食品
リスクコミュニケーション事業」とした。

150

101

0

令和７年度

令和３年度

見直しもしくは廃止した取組年 度 新規の取組

令和５年度

令和７年度

令和６年度

令和６年度

年 度 施策を取り巻く社会環境の変化
施策の状況

40 令和元年度 24

主要課題 3 生活衛生対策の推進 施策関係課

施策の指標
目標値

基本目標 1

目標時点

施策

指標 単位 基準値 基準時点

114

16

31 



《細施策の評価》

1

施策の目的

達成度 方向性

② 食品の収去検査

細施策

食品営業施設等の監視及び指導を行うとともに、食品衛生に関する正しい知識の普及に努めることにより、市民の食の安全・安心を確保します。

食品営業施設等の監視・指導

④

達成度

順調

57 19

0 4 1

0 0

令
和
６
年
度

A

A A A 継続

A A

令
和
７
年
度

B A 継続

B

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

A

・食品営業施設の監視指導件数も増加しており、引き続き、食の安全の確保に努めて
頂きたい。

継続

A B A A 継続

継続

A A 継続A

A A A

A

一次評価

必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

維持

引き続き、現状の施策に継続して取り組む。
食中毒の発生件数の改善に向けて、食品等事業者や市民に対する食品衛生の普及啓発に努める。

食中毒の発生件数は前年度の数値を維持した
が目標を達成できなかった。
街頭キャンペーン等の直接の普及啓発を実施す
ることができた。

引き続き、営業者や市民に対して食品衛生
の普及啓発を実施する必要がある。

令
和
３
年
度

計画どおり収去検査を実施することができ
た。

③ 食品衛生の普及啓発 維持

方向性等を踏まえた今後の取組

➄

順調

概ね順調

食品営業施設等の監視・指導を適切に実施
した。

維持 引き続き、食品営業施設や給食施設の監
視・指導を実施する必要がある。

①

必要性

施策の評価

維持 概ね順調

医療問題協議会委員からのご意見

令和５年度 令和６年度 令和７年度

方向性・実施方法の考え方

維持

必要性

継続 食中毒の発生件数は前年度の数値を維持したが目標値を達成できなかった。
食品営業施設等の監視・指導、収去検査及び普及啓発は食の安全・安心確保
のため非常に重要であることから、継続して取り組む必要がある。

引き続き、食品の収去（安全性確認）検査を
実施する必要がある。

5

0

1

実績値
令和３年度 令和４年度

実施方法

A

・食品の検査をどのように行っているのか。食の安全確保のため、適正に取り組んでも
らいたい。
・賛成である。

・気候の熱帯化も進み、ますます食の安全対策は必要と思われます。
・ちょうど、大きな食中毒のニュースもあったため、事業者への注意喚起と共に適切な
チェック体制が必要だと思いました。

今後の方
向性

評価対象外

A

A A A A 継続

A A A 継続

A

A

A

令和７年度事務事業評価集計中
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1
2
3
4
5
6

1 ①

2 ①

3 ①

4 ①

5 ①

6 ①

7 ②

8 ②

9 ②

10 ②

11 ②

12 ②

13 ②

14

15

16

17

18

19

20

施策 合計

施策関係課

施策 2

犬・猫の殺処分数 頭 1 令和元年度 0

生活衛生施設の監視指導実施率（全業態平均値） ％ 17 令和元年度 19 令和７年度

基本目標 1 保健衛生の充実 施策中心課 食品・環境衛生課

施策の指標
指標 単位 基準値 基準時点 目標値 目標時点

衛生的な住環境の確保

主要課題 3 生活衛生対策の推進

令和７年度

年 度 施策を取り巻く社会環境の変化
施策の状況

令和６年度

コロナ禍前と同様に監視指導を実施し、生活衛生水準の維持・向上のための施策を引き続き実施する必要がある。全国的に犬や
猫の殺処分を減少させるための取り組みが実施されている。また、令和４年６月からマイクロチップの装着が義務化された。

令和５年度

令和３年度
コロナ禍においても生活衛生施設の衛生水準の確保を図るための施策を実施する必要がある。また、全国的に犬や猫の殺処分
数を減少させる取り組みがされており、動物の愛護及び管理に関する法律が改正され、令和３年６月に動物取扱業における犬猫
の飼養管理基準が定められ、令和４年６月からマイクロチップの装着が義務化される。

令和４年度

令和７年度

令和４年度

年 度 新規の取組 見直しもしくは廃止した取組

令和３年度

令和５年度

細
施
策

所属名 大事業名 中事業名

令和６年度

令和７年度
予算額

（千円）

国からの依頼により、動物取扱業者への立入調査を実施した。

施策を構成する事務事業

№

令和７年度

令和４年度 令和５年度 令和６年度
決算額

（千円）
決算額

（千円）

9,363

132

176

184

20

5

2,276

553

19 13

50 52

98 49

166 164

6 5

215147

決算見込み額
（千円）

182食品・環境衛生課 環境衛生指導 環境衛生関係施設等の許可・届出受理等

食品・環境衛生課 環境衛生指導 健康で快適な居住環境づくり支援

食品・環境衛生課 環境衛生指導

209

25

192

59

172

食品・環境衛生課

食品・環境衛生課 動物管理・指導

水害消毒

食品・環境衛生課 環境衛生指導 そ族・昆虫等相談

食品・環境衛生課 環境衛生指導 環境衛生関係施設等の監視指導

食品・環境衛生課

食品・環境衛生課

食品・環境衛生課

動物管理・指導

202

48

動物管理・指導

2,768 2,051

219

狂犬病予防

39

動物管理・指導

環境衛生指導 環境衛生関係優良施設等表彰 9

2,711

食品・環境衛生課 動物管理・指導

食品・環境衛生課

飼い主のいない猫の不妊・去勢手術補助金 336 80

331犬及び猫の引取り

食品・環境衛生課 動物管理・指導

19 12

動物取扱業登録等 54

動物管理・指導 動物愛護の普及・啓発

野犬等の収容

動物に関する苦情・相談

13,575

28

80

268

10,125

316

49

3

459

378

9,106

328

13,798 12,96716,764 14,597
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《細施策の評価》

生活衛生施設の監視・指導を行うとともに、動物愛護・適正飼養の普及・啓発に努め、衛生的な住環境を確保します。

実績値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

施策の目的

9 10.7 16.7 15.6

方向性・実施方法の考え方

0 0 0 1

必要性 達成度

施策の評価

概ね順調
令和６年度も監視指導を積極的に実施した
が、大雨による水害消毒業務が２回あり、そ
の期間監視指導を実施できなかったため、
やや実績値が下がった。

② 犬や猫の適正飼養・終生飼養
の推進

細施策 必要性 達成度

① 生活衛生施設の衛生水準の
維持・向上

維持 引き続き、生活衛生施設の監視・指導を実
施する必要がある。

方向性 実施方法

維持 概ね順調 維持 継続

令和６年度も、監視指導を積極的に実施したが、大雨による水害消毒業
務が２回あり、その期間監視指導を実施できなかったため、やや実績値
が下がった。生活衛生水準の維持・向上のため監視指導を実施するこ
と、また、譲渡適性のある犬や猫の殺処分ゼロを目指していることから、
終生飼養の推進を図ることが重要であり、継続して取り組む必要があ
る。

維持 引き続き、犬や猫の適正飼養及び終生飼養
の啓発を図る必要がある。

順調
市広報やホームページ等により、適正飼養
及び終生飼養の啓発を行った。また、犬・猫
の譲渡会を開催した。

③

④

➄

効率性
総合
評価

方向性等を踏まえた今後の取組

今後も、生活衛生水準の維持・向上のため効率的な監視指導を実施する。
犬や猫の適正飼養・終生飼養は継続して取り組む。

医療問題協議会委員からのご意見一次評価

必要性 有効性 達成度

継続

評価対象外

評価対象外

評価対象外

令
和
５
年
度

令
和
４
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

・目標に達成できるように改善して欲しい。
・賛成である。

・愛玩動物の管理に注意が必要です。

・引き続き、動物愛護及び適正飼養の普及及び啓発に努めて頂きたい。

令
和
３
年
度

A B A A 継続

今後の方
向性

A A A A

A A A A 継続

B A A A A 継続

A A A A 継続

A B A A 継続

A A A A 継続

A A A A 継続

A B D A B 改善

A A A A 継続

令和７年度事務事業評価集計中
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1
2
3
4
5
6

1 ③

2 ①②

3 ②

4 ②

5 ②

6 ①

7 ③

8 ①②③

9 ③

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

施策 合計

15,071

1,022,076

3,526

1,777

－

359

9,989

12,221

1,105,874

1,885

1,860

29,281

0

7,287

1,671,4752,940,281 2,099,097

－ －

予防接種一般事務予防接種の推進

－

－

2,015,643 1,126,077

予防接種の推進 新型コロナウイルスワクチン予防接種 618,677

－

－

451,420

新型コロナウイルスワクチン接種事業 会計年度任用職員人件費

新型コロナウイルスワクチン接種対策室 新型コロナウイルスワクチン接種事業 新型コロナウイルスワクチン接種に関する事務

健康管理課

新型コロナウイルスワクチン接種対策室

健康管理課 予防接種事故補償金 予防接種事故補償金

2,311 1,919

定期予防接種健康管理課 予防接種の推進

健康管理課 8,307 5,262

2,504 2,207

12,251 12,612

決算額
（千円）

決算額
（千円）

880,182 919,419

3,079

施策の状況

見直しもしくは廃止した取組

98乳幼児の定期予防接種接種率

基準時点 目標値

施策関係課

基準値

基本目標 2

目標時点

％ 97.07 令和元年度

健康管理課
主要課題 1 予防接種の推進

施策の指標

健康づくりの推進 施策中心課

令和７年度

予防接種の推進 風しん抗体検査

健康管理課 予防接種の推進 任意予防接種 3,983

健康管理課 予防接種の推進 再接種費用助成

健康管理課

15,021 28,413健康管理課 予防接種の推進 風しん第５期定期接種・抗体検査

79 109

1,609,828

予防接種法等に基づき、新型コロナウイルスワクチンの接種を開
始。

日本脳炎ワクチンの供給不足により第２期接種対象者（９歳）への個別勧奨を令
和４年度に延期した。
風しん第５期事業の制度延長に伴う個別通知を令和４年度に実施。

新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行した。これにより、新型コロナウイルス感染症の発症や重症化を予防するため、予防接種法
附則第７条第１項の規定（改正後の同法第６条第３項の規定とみなす）に基づく臨時の予防接種は令和５年度で終了となり、令和６年度から
安定的な体制の下で実施する定期接種化の方針が決定された。

令和６年度

施策 1 予防接種の推進

指標 単位

予防接種は、コロナ禍において不要不急の外出にはあたらないとされており、感染防止対策をとった上で、例年どおりに実施した。
ＨＰＶワクチンの積極的勧奨再開が決定したため、個別勧奨を行ったうえで、実施した。（キャッチアップ接種も実施）
なお、新型コロナウイルス感染症の発症や重症化を予防するため、予防接種法附則第7条第1項の規定（令和４年１２月９日以降、改正後の
同法第６条第３項の規定とみなす）に基づく臨時の予防接種として、新型コロナウイルスワクチンの接種を実施した。

高齢肺炎球菌の定期接種の対象が変更されるのに合わせ、任
意接種の対象を見直し、３年間の時限的措置後終了とした。

予防接種法等に基づき、定期接種として新型コロナウイルスワクチ
ンの接種を開始。

ＨＰＶワクチンキャッチアップ接種対象者のうち未接種者に対し、
接種期間が条件付きで１年間延長される旨の案内を送付した。

新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行したことに伴い、新型コロナウイルス感染症に係る予防接種を令和６年度から定期接種として
実施した。また、HPVのキャッチアップ接種及び麻しん風しんの予防接種について、ワクチンの供給及び流通上の問題から、接種期間が一定
期間延長されるとともに、近年帯状疱疹の罹患率の増加が見込まれていることを背景に、令和７年度から高齢者を対象として帯状疱疹が定
期接種化されることとなった。

№
細
施
策

所属名 大事業名 中事業名

８月１日から子育てＬＩＮＥが始まり、郵送での個別勧奨に加え、登録
者にはＬＩＮＥでの個別勧奨を開始した。

施策を構成する事務事業

令和５年度

令和６年度
決算見込み額

（千円）

令和７年度
予算額

（千円）

令和４年度 令和５年度

令和６年度

令和５年度

令和７年度

令和３年度

令和７年度

年 度 施策を取り巻く社会環境の変化

令和３年度
予防接種は、コロナ禍において不要不急の外出にはあたらないとされており、感染防止対策をとった上で、例年どおりに実施した。
ＨＰＶワクチンの積極的勧奨再開が決定したため、令和４年度に必要な予算を準備した。
なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び重症化等を防止するため、新型コロナウイルスワクチンが予防接種法附則第7条第1項の
規定に基づく臨時の予防接種として位置付けられた。※令和２年１２月９日改正予防接種法施行。

令和４年度

年 度 新規の取組

令和４年度 ＨＰＶワクチンのキャッチアップ接種及び積極的勧奨の差し控えに伴
い、その間に自費で接種された方へ償還払いを実施。

ＨＰＶワクチン接種の積極的勧奨の再開により、キャッチアップ接
種の対象者を含め全ての対象者に勧奨を実施した。
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《細施策の評価》

評価対象外

評価対象外

評価対象外

評価対象外

Ａ D A B 改善

A B

評価対象外

A B A A A 継続
令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

・場当り的国の対応に対しても頑張ったと思う。
・５類に移行した後も継続して欲しい。
・ワクチン接種に対するアレルギーもある。適切な啓蒙活動をお願いしたい。
・定期接種における個別勧奨は大変に重要なので、肺炎球菌ワクチンにおける年２回の個別勧
奨は、今後も続けていただきたいと思う。

・予防接種に否定的な意見もあるが、エビデンスを示すことで推進が必要である。

・引き続き、適正な予防接種の実施に向けて、市民に対する知識の普及・啓発に努め
て頂きたい。

施策の評価

医療問題協議会委員からのご意見

達成度

予防接種法に基づき、乳幼児や児童等を対
象とした予防接種を行う必要がある。

見直し

必要性

④

一次評価
令
和
３
年
度

今後の方
向性

A A A A 継続

A A A 継続

必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

94.93 90.54

施策の目的

令和６年度
86.02 96.42

実績値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

大人への予防接種等

概ね順調

①

市民の健康を保持するため、予防接種を実施し、伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防します。

実施方法

拡充

方向性・実施方法の考え方達成度 方向性

予防接種は必要性が高いため、継続して取り組む必要がある。今後は、新型コロナウイルスワクチ
ンや帯状疱疹をはじめとして、国の動向や社会状況等を踏まえ、適切に対応していく必要がある。
子どもへの予防接種は、一部ワクチンの偏在により、供給が不安定であったため接種できなかった
方がいたこと等もあり、令和５年度実績を下回ったが、引き続き接種率の向上に努める必要がある。

細施策

予防接種の適正な実施等

方向性等を踏まえた今後の取組

順調
接種ニーズに応じた接種体制を構築し、必
要な勧奨及び制度の周知を行った。
予防接種健康被害者に対し、必要な給付を
行った。

予防接種が受けられる環境を整備し、勧奨を行うことで
感染症等の発症や重症化を予防する必要がある。
予防接種健康被害に関する相談や申請を受け、予防接
種法で定められた給付を行う必要がある。

概ね順調
一部ワクチンの在庫の偏在により、供給が
不安定であったため接種できなかった方が
いたこと等もあり、令和５年度実績を下回っ
た。

順調

帯状疱疹が新たに定期接種化されることに伴い、接種体制を構築する。
他の予防接種は、引き続き国の動向を注視しながら現状の施策に継続して取り組む。

高齢者等に対して定期及び任意の予防接
種を実施した。

上昇

維持

②

維持

予防接種法等に基づき、新たに定期接種化
されることになる帯状疱疹を含む高齢者等
を対象とした予防接種を行う必要がある。

子どもへの予防接種

③

➄

必要性

上昇

令和７年度事務事業評価集計中
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1
2
3
4

5

6

1
2
3 ③

4 ①②

5 ①②③

6 ②

7 ②

8 ①

9
10

11 ③

12 ①③

13 ①

14

15 ①

16

17

18

19

20

施策 合計

51,906

31,053

842

163,810

－

25,271

204,338

5,419

449,107

2,456

9,532

1,854 2,824

5,130 7,613

28,991 27,064

198,744 198,799

385

218,507

45,915

1,097

221,367

2,325

7,400

2,884

740

決算額
（千円）

母子保健課 母子保健指導 母子保健指導業務

産前・産後サポート

母子保健課 母子保健指導 母子保健型利用者支援

母子保健課 母子保健指導 乳児家庭全戸訪問

母子保健課 母子保健指導 産後ケア

母子保健課 母子保健指導

1,110

－

2,682

令和４年度 令和５年度

令和４年度

令和５年度

予算額
（千円）

令和５年１２月２２日に「こども未来戦略」が閣議決定された。戦略では今後３年間の集中的な取組として「加速化プラン」が設定され、「出産
等の経済的負担の軽減」や「妊娠期からの切れ目ない支援の拡充」が掲げられた。「出産等の経済的負担の軽減」では出産・子育て応援事
業の制度化、「妊娠期からの切れ目ない支援の拡充」では伴走型支援と産前・産後ケアの拡充や「１か月児」及び「５歳児」への健康診査等
が挙げられている。

令和６年度
決算見込み額

（千円）

令和７年度

決算額
（千円）

年 度

大事業名 中事業名№
細
施
策

所属名

年 度

下半期より産後ケア事業（通所型）及び新生児聴覚検査を開始し
た。

感染拡大に伴い、教室を一部中止またはオンライン開催と
した。

児童福祉法の改正により、令和６年４月１日から、母子保健・児童福祉両部門の連携・協働を深め、虐待への予防的な対応から個々の家庭
に応じた支援の切れ目ない対応などを実施し、相談支援体制の強化を図ることを目的とした「こども家庭センター」の設置が努力義務となっ
た。また、令和6年6月21日に「経済財政運営と改革の基本方針2024」が閣議決定された。基本方針には、「相談支援等を受けられるケア体
制の構築等プレコンセプションケアについて５か年戦略を策定した上で着実に推進する」旨が盛り込まれた。

令和４年度

施策を取り巻く社会環境の変化

令和６年度

新規の取組 見直しもしくは廃止した取組

令和３年度

1,545 1,610

－ 793

令和７年度

令和６年度 令和６年１０月から「１か月児健康診査」の公費助成、「産後ケア事
業（居宅訪問型）」及び「５歳児健康診査」を開始した。

令和５年４月から「産婦健康診査」の公費助成を開始した。
コロナが５類に移行したことにより、妊婦の分娩前ウイルス
検査事業が令和５年９月３０日をもって終了した。

令和７年度

626 626

令和５年１月から３歳児健康診査にて眼の屈折検査を導入した。
令和５年２月から「出産・子育て応援事業」を開始した。

施策を構成する事務事業

母子保健課 母子保健指導 母子保健指導

0

－ －

－

2,157

母子保健課 母子保健課一般事務 母子保健課一般事務 －

48

－

9,735

703

402

2,714

令和６年度

核家族化や地域のつながりの希薄化など、妊産婦や子育て家庭が孤立や不安を感じやすい環境となっている。特にコロナ禍においては、妊
産婦は、一般の方以上に不安を抱いて生活を送っている状況にあり、感染への懸念から、外出を躊躇し、孤立しがちである。また、出産病院
での両親学級の開催も見送られ、妊産婦が夫婦一緒に妊娠・出産・育児の話を聞く機会が減少している。

乳幼児健康相談の開催回数 回 27 令和元年度 30

施策の状況

令和５年度

令和３年度

母子保健の充実

2,296

施策中心課
施策関係課

令和元年度

母子保健の充実

4か月　95.9
１歳半　96.6

3歳　93.7

産前・産後サポート事業の実施回数 回 6 令和元年度

利用者支援事業（母子保健型）の開設箇所数

指標 単位

20 令和６年度

産後ケア事業の利用者数（延べ） 人 29 令和元年度 40

母子保健課 母子健康診査 妊婦の分娩前ウイルス検査

母子保健課 母子健康診査 妊産婦健康診査・新生児聴覚検査

母子保健課 妊婦のための支援給付 会計年度任用職員人件費

会計年度任用職員人件費

母子保健課 妊婦のための支援給付 妊婦のための支援給付

母子保健課 母子健康診査

346,099

3,129 1,636

547,909648,879

169 6,511 1,746

24,677 6,204 －

29,943

369,297

415

母子保健課

母子保健課 母子健康診査

母子保健指導 会計年度任用職員人件費（利用者支援・全戸訪問）

444

1,690

母子保健指導 母子健康手帳等の交付

母子保健課 母子保健指導 会計年度任用職員人件費（教室相談）

乳幼児健康診査

28,913 26,203

母子保健課

－

令和元年度 2 令和６年度

コミュニティの希薄化やコロナ禍による交流の機会の減少などで、孤立感や不安感が高まっている子育て家庭が増加している。出産病院での両親学級の開催も見送られ、妊産婦
が夫婦一緒に妊娠・出産・育児の話を聞く機会が減少している。また、子育て家庭では、日々通う場がない方もおられ、子育ての負担感や孤立感に繋がっている。
令和４年６月にこども家庭庁設置法とこども基本法が成立した。また同年１２月に令和４年度第二次補正予算が成立し、国において出産・子育て応援交付金事業が始まった。

乳幼児健康診査の受診率 ％ 令和元年度

箇所 1

令和６年度
4か月　96
１歳半　97

3歳　95

令和６年度

健康づくりの推進

1

基準時点

乳児家庭全戸訪問事業の訪問件数 件

母子保健課

施策の指標

施策

主要課題
基本目標 2

基準値 目標値 目標時点

2,359 令和６年度

2
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《細施策の評価》

B 継続

A

評価対象外

A

A

A A

AD

評価対象外

A A 拡充

B 廃止

A A 継続

A A A A 継続

A D A B 継続

A A A A 拡充

A A A A 継続

A A A A 拡充

A A D A B 継続

・丁寧な対応が必要だと思われる。
・伴走型相談支援が、より肌理細やかな、ひとりひとりの妊産婦に継続して寄り添う支
援になることを望む。

・進める必要があります。
・保健推進員協議会では、世代間交流会などの地区活動を取り組んでおりますが、子
育て中の保護者の不安や孤立を少しでも軽くするための一助となると考えます。今後
も、母子を孤立させないという視点も考慮に入れて活動したいと考えます。

・今後の取組みの中で、５歳児健康診査とあるが、０歳～５歳（未就学児）とするのはど
うか。
・産後ケアに力注いでいる姿勢は評価できる。

一次評価

必要性 有効性 達成度 効率性

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

医療問題協議会委員からのご意見

令
和
３
年
度

総合
評価

今後の方
向性

評価対象外

適時相談に対応し、保護者の育児不安の
解消を図ることができた。
「１か月児健康診査」の公費助成及び「５歳
児健康診査」を開始した。

産前・産後サポート事業、産後ケア事業を
実施することで、産婦の不安の解消を図る
ことができた。
「産後ケア事業（居宅訪問型）」を開始した。

② 妊産婦の不安の軽減と孤立
感の解消

引き続き、妊産婦の不安の軽減と孤立感の
解消を図る必要性がある。
産前・産後ケアの拡充が求められている。

順調

③ 子どもの健全育成、保護者の
育児不安の解消

④

維持 引き続き、子どもの健全育成、保護者の育
児不安の解消を図る必要性がある。

概ね順調

上昇

妊産婦の不安の軽減と孤立感の解消、子どもの健全育成、保護者の育児不安の解消のため、工夫をしながら妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援
体制の整備を図っていく。
国が進めるこども政策の抜本強化等に対応するため、「産後ケア事業（通所型（ロング型））」を開始するとともに、「産後ケア事業」の委託事業者を市外まで拡
充する。
プレコンセプションケアの着実な推進のため、母子保健の充実として妊娠・出産に主眼を置いたプレコンセプションケア事業に取り組む。

方向性等を踏まえた今後の取組

➄

A D A

達成度

必要性

細施策

妊娠期から子育て期にわたる
切れ目ない支援体制の整備

達成度

上昇

43 49

①

概ね順調 見直し
核家族化や地域のつながりの希薄化など、妊産婦や子育て世帯が孤立や不
安を感じやすい環境となっているため、事業を継続する必要がある。
産後ケア事業の拡充等、国が掲げるこども政策の抜本強化に対応する必要が
ある。

引き続き、妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援体制を整備する
必要がある。
伴走型支援の拡充が求めらている。また、母子保健の充実として、妊娠・
出産に主眼を置いたプレコンセプションケアの推進が求められている。

順調

実施方法 方向性・実施方法の考え方

48 50

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

2

19

4か月　95.5
１歳半　94.3

3歳　94.8

19 19

2

100.497.82,158

2

1,9142,089

乳児家庭全戸訪問事業の実施率

単位

％ 97.8 99.7

令和３年度令和５年度 令和６年度
95.6

安心して子どもを生み、健やかに育てることができるよう、妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援を行い、妊娠、出産、子育て期にわたる母子保健の充
実を図ります。

2

399

基準値
（令和元年度）令和３年度

関係機関や産科医療機関等と連携し、妊娠期から子育
て期にわたる支援を図ることができた。
伴走型相談支援の充実を図ることで、切れ目のない支
援を実施できた。

拡充

必要性

上昇

施策の評価

4か月　93.6
１歳半　97.5

3歳　94.8

4か月　96.4
１歳半　97.5

3歳　96.5

4か月　96.4
１歳半　94.5

3歳　94.2

42 96 138

方向性

2,158

19

令和４年度
実績値

令和７年度

施策の目的

健診を受診しない理由で主なものは、かかりつけ医療機関

で受診するため、市の集団健診を受診しないというものです。

しかし、受診しない理由を全件把握していないので正確な

理由は不明です。受診しなくても、予防接種状況、集団への

所属などを把握し未把握の児童はいない状況です。

令和７年度事務事業評価集計中
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16

17
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19

20

施策 合計

令和５年５月３１日に「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針」の全部改正が公表され、健康日本２１（第三次）において「全ての国民
が健やかで心豊かに生活できる持続可能な社会の実現」をビジョンに掲げ、各人の健康課題が多様化する中、「誰一人取り残さない健康づくり」を推進すると
としている。
令和５年５月８日に新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが5類感染となったことで、新型コロナウイルス感染症拡大前と同程度の事業を実施
することができ、健康教室等への参加が増加した。

健康寿命（男性） 年

令和６年

65.6 令和６年度

15以下 令和６年度

　

平均寿命の増加分を上
回る健康寿命の増加

令和６年

3 健康寿命の延伸

施策の指標

施策関係課

施策

主要課題

指標 単位

健康づくり支援課施策中心課

1

2 健康づくりの推進基本目標

17.6 平成30年度

17.61 平成30年

基準時点 目標値 目標時点

70以上

基準値

新型コロナウイルス感染症の感染拡大にともない、従来実施していた講演会やイベントなどによる啓発や健康づくりの周知が実
施できない状況にあった。啓発の方法として、広報やホームページ、ＳＮＳを活用した間接的な啓発活動を充実する必要性が高
まった。

1,180

健康づくり団体活動支援 104104

健康づくり支援課 健康づくり支援課一般事務 健康づくり支援課一般事務

241

健康づくり支援課 健康づくり支援

健康づくりの支援

12以下

220 175

1,043

1,415 898

成人保健指導

248 340

3,453

151 338

保健推進員活動 保健推進員協議会の活動支援

保健推進員活動 保健推進員及び協力員の育成支援

7,738

健康づくり支援課

7,141 11,511

健康づくり支援 受動喫煙対策

健康づくり支援課

施策を構成する事務事業

№
細
施
策

所属名 大事業名

健康づくり推進事業健康づくり支援課 健康づくり支援

健康づくり支援課 成人保健指導 会計年度任用職員人件費

健康づくり支援課

健康づくり支援課

健康寿命（女性） 年 20.17 平成30年

％

令和６年度 令和６年度から令和１１年度の６年間の「埼玉県地域保健医療計画（第８次）」が策定され、その中に前回の健康長寿計画に当
たる「健康づくり対策」が定められた。

令和３年度

％

喫煙率（成人） ％

　

年 度 施策を取り巻く社会環境の変化

令和６年度

　

意識的に身体を動かしている人の割合 平成30年度

令和５年度

　

睡眠により疲れが取れていない人の割合

年 度

施策の状況

平成30年度

　

13.5

令和６年度
健康かわごえ推進プラン（第２次）の目標の達成状況を把握し、計画の評価を行い、
市民意識調査及び関係団体や関係職員のヒアリングを参考とし第３次のプランの策
定を行った。

新規の取組 見直しもしくは廃止した取組

　

令和４年度 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受けて、感染予防対策を徹底する必要があった。健康教室やイベントをイン
ターネット上で発信したり、ＳＮＳを活用した新しい方法による周知方法や情報提供の必要性が高まった。

令和７年度

感染拡大に伴い、講演会・イベントなどを中止。他課等のイベントに合わ
せて実施していた啓発も実施できなかった。

令和５年度

令和４年度 新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、市民の健康に対する
関心の変化を把握するため意識調査を実施し、分析を行った。

感染対策のため、健康教室等の定員を削減。市ホームページ上
に協賛団体の作成した動画等を掲載し、健康まつりの代わりとし
た。

健康かわごえ推進プランの達成状況を把握し、今後の健康づくり施策の基
礎資料とするためアンケート調査を実施し、分析・報告を行った。

令和３年度 新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、市民の健康に対する関心の
変化を把握するため意識調査を実施する企画・準備を行った。

370

コロナ禍で感染対策のためにＷｅｂ開催した健康まつりを
実地開催に変更した。

成人保健事業

令和７年度

1,162

令和７年度

埼玉県が契約変更したことに伴い「コバトン健康マイレー
ジ」を「コバトンＡＬＫＯＯマイレージ」へ変更した。

中事業名
令和４年度

決算額
（千円）

予算額
（千円）

決算額
（千円）

令和５年度

875

8,028

335

135

749

令和６年度
決算見込み額

（千円）

971

173

1,046

422

1,447

460

3,631

306

135

667

8,04911,859
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《細施策の評価》

健康づくりの推進の必要性は高まっており、健康に関心の薄い者を含
む幅広い対象に向けた啓発の方法を工夫しながら推進する必要があ
る。

維持 概ね順調 維持 継続

細施策

概ね順調

概ね順調

順調

達成度

実施方法

維持

維持関係機関等と連携した健康づ
くり

① ライフステージに応じた健康
づくり

②

③ 市民の健康を支えるための環
境整備

市民の健康を支えるための環境整備をする
必要がある。

社会の多様化や環境の変化により健康課
題の原因が多様化する中、関係機関等と連
携し、様々な分野や視点で取組む必要があ
る。

必要性

方向性 方向性・実施方法の考え方

令和７年３月に策定した「健康かわごえ推進プラン（第３次）」に基づき、市民の健康づくりに寄与する取組を推進する。
健康に関心の薄い者を含む幅広い対象に向けに、ＳＮＳの活用や動画を活用した健康づくりや企業や教育機関等と連携をする事業を展開する
など、自然に健康になれる環境を整備する。

健康に関心の薄い者を含む幅広い対象に向けＳ
ＮＳの活用や動画を活用した健康情報の周知を
図った。また、子育て世代を対象にこどもと保護
者がともに学ぶ健康教室を開催し好評を得た。

保健推進員協議会や食生活改善推進員協議
会、地域活動栄養士ＰＦＣの会等健康づくり関係
団体と共催で健康づくりイベントや教室を開催
し、好評を得た。

方向性等を踏まえた今後の取組

企業の保健担当者と共同で健康づくりにつ
いて啓発を行った。

心身の機能や健康課題は世代ごとに変化
することから、各ライフステージに応じた健
康づくりを推進する必要がある。

維持

➄

④

-

達成度

18.01 18.05

-

-

-

20.9

必要性

施策の評価

健康への意識や生活習慣の改善を促進し、健康寿命の延伸を図ります。

実績値
令和６年度 令和７年度令和５年度

そのほかの指標は、令和５年度に計画策定のための
「川越市民の健康についてアンケート調査」を実施し
た。次回の予定は令和１１年度予定であり、数値の算
出はできない。

67.8

12.3-

20.75

- -

20.48 20.66

17.85

施策の目的

17.99

20.82

--

令和３年度 令和４年度

A A A

A A 継続

評価対象外

A A A

医療問題協議会委員からのご意見
令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

・少しずつでも対面のイベントを再開して欲しい。
・コロナ禍の影響で、健康弱者が重症化したり、関連死亡者が増えたように思う。益々支援を充実させてもら
いたい。
・現在、「川越市健康づくり推進協議会」も参加しており、共通点が多々あるので、関連事項は継げていけれ
ばと思う。
・感染拡大に伴い、多くの健康づくりのイベントなどが中止となっていた。保健推進員協議会の地域活動は、
感染対策を行い、一部で継続している。今後も、市の健康づくりの取組に協力していきたいと考えている。

・適確な情報を発信し、啓発していく、支援していくことが必要です。
・保健推進員協議会は、地区の特性を考えながら、地区活動を実施しています。地区活動に参加される住民の中には、計
画にあるような無関心層といわれる若い世代も多数参加されるため、健康づくりの大切さを市と協力して広めていきたいと
考えております。
・「今後の取組み」の前半部分について、次の通り、加筆修正してはどうか。「令和５年度は、新型コロナウイルス感染症感
染流行の影響で、変化した市民の健康意識を考慮した健康づくりの展開を検討する。市民が安心して参加可能で、在宅で
必要な情報、知識や習得できる等の利点があるICTなどを活用した健康づくりも展開する。」

・引き続き、健康への意識を高め、生活習慣の改善が促進されるように施策を推進して
頂きたい。

B A A A A 継続

一次評価

必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

今後の方
向性

A A 拡充

A A A

A A 継続

A A A A A 継続

A A A A A 継続

令和７年度事務事業評価集計中
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1
2

4
5 朝食を欠食する人の割合（20～30歳代）

1 ①

2 ①

3 ①

4
5
6
7
8
9
10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

施策 合計

感染拡大に伴い、健康教室や講演会を中止した。

令和３年度

％ 25.4 22以下

年 度 施策を取り巻く社会環境の変化

平成30年度

0

健康づくり支援課 栄養改善対策 給食施設等指導

食育関係事業栄養改善対策

健康づくり支援課 栄養改善対策 食環境づくり推進

健康づくり支援課 290 237

1,276

健康づくり支援課 栄養改善対策 国民健康・栄養調査

1,170 670

131 168

351

141 1,479

3

適正体重の人の割合 ％ 66.2 平成30年度 75以上

令和６年度野菜を食べている食事の回数（20～50歳代） 回 中間アンケートで算出 令和3年度 中間アンケートからの増加

令和６年度

増加 令和６年度
1日2回以上、主食・主菜・副菜がそろった食事をしている人
の割合（60歳代以上）

％ 52.2 平成30年度

主要課題 3 健康寿命の延伸
健康づくり支援課施策中心課

施策関係課

食育の推進

施策の指標

2

基本目標 2 健康づくりの推進

基準値 基準時点 目標値 目標時点指標 単位

施策

塩分の摂取量について意識している人の割合（20～50歳代） ％ 57.3 平成30年度 増加

令和６年度

施策の状況

令和６年度

令和5年5月8日に新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが5類感染となったことで、健康教室などへの参加の希望も増加し、
感染対策を徹底することにより新型コロナウイルス感染症拡大前と同程度の健康教室や講演会等を実施することが可能となった。
また、新型コロナウイルス感染症拡大時から実施しているSNSを活用した周知である健康情報やレシピの提供は好まれる状況であった。

令和６年度

令和４年度

令和７年度

新型コロナウイルス感染症の感染拡大にともない、計画していた健康教室や講演会などが実施できなかった。

令和４年度 令和５年度

令和５年度の「健康日本２１(第３次）」の開始に続き、「埼玉県地域保健医療計画（第８次）」が策定され、その中に「埼玉県食育
推進計画（第５次）」も組み込まれた。
行政と企業等との連携が進み、今までアプローチが難しかった対象者へも、取組がしやすい環境が整いつつある。

令和５年度

新型コロナウイルス感染症の影響により、事業の性質上、飲食を伴う際は感染予防対策を徹底する必要があった。また、SNSを
活用した周知方法による健康情報やレシピの提供の必要性が高まった。

健康づくり支援課 栄養改善対策 会計年度任用職員人件費

№
細
施
策

決算額
（千円）

決算額
（千円）

2,083 2,554 5,434

所属名 大事業名 中事業名

食環境づくり推進事業の一環として、イベントや教室等でのナトカリ比測定会を実施した。また、市民の野菜摂取と減塩の取組
みを促すため、レシピ動画を作成し、市公式Youtubeで公開した。
「健康かわごえ推進プラン（第２次）」の評価を行うため、市民を対象とした意識調査を実施した。

感染対策のため、健康教室等の定員を削減、感染拡大時
は、事業を中止した。

令和３年度

年 度

令和７年度

施策を構成する事務事業

令和６年度 「健康かわごえ推進プラン（第２次）」の評価とともに、第３次プランの策定を行った。また、働き世代への食生活改善を促すた
め、企業の社員食堂へ野菜摂取を促すPOPの設置依頼、毎月の健康情報配信希望企業の募集と情報配信を実施した。健診
時のナトカリ比測定を実施する企業の拡大を目指し、健診担当者にナトカリ比測定と実施に向けての説明等を行った。

市民センターや公民館、図書館の展示スペースを利用し、定期的に食育掲示及び展示を行った。また、広報や市HP、SNSを活
用するなど、新たな方法での啓発も行った。さらに、企業や大学と共同で食環境整備に取組んだ。
新型コロナウイルスの影響を受けて、市民の健康に対する関心の変化を把握するため意識調査を実施する企画・準備を行っ
た。

令和５年度

新規の取組 見直しもしくは廃止した取組

令和４年度
食環境づくりを推進するため、食生活や健康づくりに関する意識調査を実施し、分析を行った。
食環境づくり推進事業の一環として、健康づくり協力店を新たに募集し、企業や飲食店、スーパーマーケットなどに周知を行っ
た。
新型コロナウイルスの影響を受けて、市民の健康に対する関心の変化を把握するため意識調査を実施した。

2,868

令和７年度
予算額

（千円）
234

900

329

731

3,240

令和６年度
決算見込み額

（千円）

216

580

215

581
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《細施策の評価》

➄

- - 23.6

食育の推進の必要性は高まっているが、食習慣の変容には時間がか
かるため、健康に関心の薄い者を含む幅広い対象に向けた啓発の方
法を工夫しながら継続して推進する必要がある。

必要性

維持 継続

-

細施策

実施方法

方向性等を踏まえた今後の取組

概ね順調

令
和
３
年
度

・良いと思う。マスコミの不適切な広告に惑わされない正しい知識の教授が必要だと思
う。
・感染拡大に伴い、多くの健康づくりのイベントなどが中止となっていた。保健推進員協
議会の地域活動は、感染対策を行い、一部で継続している。今後も、市の食育の推進
に協力していきたい。

A A A A

生涯にわたる市民の健康増進と、食に関する感謝の気持ちや豊かな人間性を育むため食育を推進します。

令和６年度
-

- - 令和５年度に計画策定のための「川越市民の健康についてア
ンケート調査」を実施した。次回の予定は令和１１年度予定で
あり、数値の算出できない。45.7 -

67.9

- -

① 健康を維持するための適切な
食事の推進

維持 健康を維持するための適切な食事を推進す
る必要がある。

達成度

食品販売店と連携した取組を引き続き推進するととも
に、従業員の健康維持の観点から企業へのアプローチ
を行い、新たな取組に繋がった。食習慣の変容には時
間がかかるため、引き続き取り組む必要がある。

施策の目的

実績値

- -

- -

令和７年度令和３年度 令和４年度 令和５年度

施策の評価

- -

方向性・実施方法の考え方

③ 　

　

- 52.0

維持

一次評価

必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

今後の方
向性

②

概ね順調

達成度 方向性

必要性

令和７年３月に策定した「健康かわごえ推進プラン（第３次）」に基づき、市民の健康づくりに寄与する取組を推進する。
特に健康に関心の薄い層に対してアプローチするため、民間企業と連携し、食品販売店でのＰＯＰ掲示やイベント等、行政だけでは成しえない
効果の高い啓発を拡充するほか、健康弁当の販売や店頭での健康情報提供等の実施に向けた働きかけを行っていく。
また、従業員に対する健康づくりとして、健診時のナトカリ測定や社員食堂改善等の実施についても、実現に向け働きかけていく。

④

医療問題協議会委員からのご意見

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

・広告（機能表示食品）にまどわされないことが重要
・保健推進員協議会の活動の一つに、食生活委員会があり、食に関する健康情報などを市民の
皆様にわかりやすく発信できるように展示物などを作成しております。食育につきましても、正し
い知識を習得し、知己の皆様に還元できるよう市と協力してまいりたいを考えております。

・独居や老人家庭では料理を作らず、スーパー・コンビニで買って食べています。スーパーでの
食事は老人向けではないので、民間への働きかけが必要かと思います。
・引き続き、適正体重、バランスの良い食事等市民への啓発に努めて頂きたい。

評価対象外

A A A A A 継続

A A A A A 拡充

A 継続

評価対象外

令和７年度事務事業評価集計中
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1
2
3
4
5
6

1 ①②

2 ①②③

3
4
5
6
7
8
9
10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

施策 合計

令和６年度

66.5

％ 48 平成30年度 55以上 令和６年度

6024達成者の割合 ％ 64.9 平成30年度 80以上

85以上 令和６年度

健康寿命の延伸 施策関係課

指標 単位

かかりつけ歯科医を持つ人の割合 ％ 70.8 平成30年度

12歳児でむし歯のない人の割合

年に1度は歯科健診を受ける人の割合

主要課題 3

歯科口腔保健の充実

77以上 令和６年度

基準値

健康づくり支援課施策中心課基本目標 2 健康づくりの推進

施策の指標

平成30年度

ゆっくりよくかんで食べる人の割合 ％

％

令和６年度

令和７年度

20.3 平成30年度

42.5 平成30年度

増加 令和６年度

年 度

60以上

令和４年度
新型コロナウイルス感染症の感染症拡大のため感染予防対策のためオンラインで会議・打合せ・研修会などを実施することで事業を円滑に
展開することができる状況であった。対象となる市民や施設等においても非常に感染予防対策を徹底している状況で、フッ化物洗口事業、歯
科健診、歯科保健指導等においても感染対策を徹底する必要があった。また、SNSを活用した啓発活動を充実させた。

広報やホームページを活用した啓発活動を実施した。
新型コロナウイルス感染症影響を受けて、市民の健康に対する関心の変化を把握するため意
識調査を実施する企画・準備を行った。

令和３年度
新型コロナウイルス感染症の感染拡大にともない、計画していたイベント、教室等の事業、依頼事業等が一部実施できなかっ
た。一方で、感染予防対策のためオンラインでの会議・打合せ・研修会などを実施し、感染予防対策を徹底して、フッ化物洗口
事業、歯科健診、歯科保健指導等を実施した。

令和５年度
令和5年10月5日に「歯科口腔の保健の推進に関する基本的事項」の全部改正が公表され、「歯・口腔の健康づくりプラン」において「健康で質の高い生活を営む基盤となる歯科口
腔保健の実現」に向けて、歯科口腔保健のさらなる推進に向けて取り組む旨などを規定している。
また、令和5年5月8日に新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが5類感染となったことで、健康教室等への参加希望も増加し、新型コロナウイルス感染症拡大前と
同程度の事業を実施することができた。しかし、不特定多数の参加が見込まれるイベントなどにおいては、口腔内の接触を伴うものも含め感染対策等について完全を期すことが困
難なため、SNSを活用した啓発の充実を図るよう努めた。

令和３年度

令和５年度の「健康日本２１(第３次）」の開始に続き、「埼玉県地域保健医療計画（第８次）」が策定され、その中に「第４次埼玉
県歯科口腔保健推進計画」も組み込まれた。

8020達成者の割合

施策の状況
年 度 施策を取り巻く社会環境の変化

％

令和４年度

「歯と口の健康週間」において、６月に歯ッピーフェスティバ
ルを数年ぶりに実地開催し、広く市民に周知を図った。

令和６年度

2,396

細
施
策

所属名 大事業名 中事業名

令和６年度

新規の取組 見直しもしくは廃止した取組

15,381

施策 3

基準時点 目標値 目標時点

感染拡大に伴い、イベントや事業を一部中止した。

令和４年度 新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、市民の健康に対する
関心の変化を把握するため意識調査を実施し、分析を行った。

感染拡大に伴い、6月のイベント実施においては、市ホー
ムページ上でのWeb開催とした。

令和５年度
健康かわごえ推進プラン（第２次）における第２次川越市歯科口腔保健計画の達成
状況の把握、今後の施策の基礎資料とするため、アンケート調査を実施し、分析・報
告等を行った。

№

令和６年度 「健康かわごえ推進プラン（第２次）」の評価とともに、第３次プランの
策定を行った。

施策を構成する事務事業

決算見込み額
（千円）

令和７年度

96

健康づくり支援課 歯科保健対策 会計年度任用職員人件費

2,187

健康づくり支援課

歯科口腔保健推進事業健康づくり支援課 歯科保健対策

令和７年度
予算額

（千円）

11,362 11,842歯科保健対策 歯科口腔保健推進基盤整備

1,832 1,966

令和５年度
決算額

（千円）
決算額

（千円）

13,41516,204 12,915

238

12,212

965

12,310

509
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《細施策の評価》

-

71.3

- -

令和３年度 令和４年度

69.2 72.3

-

72.7

施策の目的

68.3

-

実績値

-

ライフステージに応じた歯科
口腔保健の推進

維持

細施策

維持

① 歯科口腔保健の普及啓発 維持

②

令和５年度 令和６年度 令和７年度

- -

71.2

-

-

62.5

順調
施設における歯科健診や歯科保健指導
は、感染対策を徹底し行った。
また、会議・打合せ・研修等は参加しやすい
よう、オンラインなどを活用して行った。

-

令和５年度に計画策定のための「川越市民の健康
についてアンケート調査」を実施した。次回の予定は
令和１１年度予定であり、数値の算出できない。
１２歳児のむし歯の割合は、年末頃に算出される。

障害者等への歯科口腔保健を推進する必
要がある。

継続 歯・口と全身の健康状態を生涯を通じて維持するため、歯科疾患の予
防や歯の喪失を防ぐことが大切であり、引き続き推進する必要がある。

順調 維持

③ 維持

A A A A

障害者等への歯科口腔保健
の推進

④

令和７年３月に策定した「健康かわごえ推進プラン（第３次）」に基づき、市民の健康寿命の延伸等に寄与する取組を推進する。
特に健康に関心の薄い層に対して周知するため、家族単位で参加できる「ファミリー歯科健診」等の事業を実施し、幅広い層の市民が参加でき
るよう促す。

・歯科健診の認識度は低いと思われる。
・口腔保健センターの設置、小学校でのフッ素洗口、歯周病検診の全年齢化などお願いしたい。
・健康の元であり、賛成である。
・感染拡大に伴い、多くの健康づくりのイベントなどが中止となっていた。保健推進員協議会の
地域活動は、感染対策を行い、一部で継続している。今後も、市の歯科口腔保健の取組に協力
していきたい。

・口腔保健は重要です。
・保健推進員協議会は、地区活動の中で、口腔保健などの講座を企画し、歯科衛生士さんから
講義をしてもらったり、Ｗｅｂ開催の歯ッピーフェスティバルでは、協議会で口腔ケアや口の体操
などの動画を作成し、市民の皆様に周知しました。今後も、市と協力して正しい情報を広めてま
いりたいと考えております。

・引き続き、歯科口腔保健の普及啓発に努めて頂きたい。

医療問題協議会委員からのご意見
令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

歯・口と全身の健康状態を維持するため、
歯科口腔保健の普及啓発を推進する必要
がある。

歯と口の健康課題は世代ごとに変化するこ
とから、ライフステージに応じた歯科口腔保
健を推進する必要がある。

方向性等を踏まえた今後の取組

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

一次評価

生涯を通じた歯科疾患の予防と早期発見、早期治療を促し、全身の健康状態や生活の質の向上を目指します。

- 52.7

-

必要性

必要性 達成度 方向性

24.1

施策の評価

-

順調
依頼の出前講座等が通常どおり実施でき、
乳幼児から高齢者に至る各ライフステージ
の対象者に対して取組を行った。

達成度

-

順調 啓発イベントの実施や市ホームページ、ＳＮ
Ｓ等を活用して健康情報の周知を図った。

実施方法 方向性・実施方法の考え方

➄

効率性
総合
評価

今後の方
向性

A A A A A 継続

必要性 有効性 達成度

評価対象外

A 継続
令和７年度事務事業評価集計中
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1
2
3
4
5
6

1 ①

2 ②

3
4 ③

5
6 ④

7
8
9
10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

施策 合計 606,115 667,799 740,864

2,356

45,738

393

268,047

585,850

令和６年度
決算見込み額

（千円）

265,620

6,676 5,367 3,696

令和７年度

年 度 新規の取組 見直しもしくは廃止した取組

令和４年度

0

国民健康保険課 （特別会計） 保健事業 保健事業

国民健康保険課

血圧保健指導判定値以上の者の割合 ％

令和５年度

特定健康診査に係る診療情報提供事業において、検査結果のデー
タ提供を医療機関も含めることに拡大し、受診率向上を図った。

特定保健指導実施率 ％ 18.5 令和4年度 60以上

健診受診率は、新型コロナウィルス感染症が５類感染症への移行したことや受診勧奨方法を工夫をしたことなどにより過去最高
値となっている。
川越市国民健康保険第２期保健事業等実施計画（データヘルス計画）が計画満了となり、令和６年度より第３期が開始される。

細
施
策

所属名 大事業名

令和６年度
健診受診率は、令和３年度３８．２％、令和４年度３８．７％、令和５年度＝４４．２%と回復傾向にあり、令和６年度も同様の傾向
にある。
川越市国民健康保険第３期保健事業等実施計画（データヘルス計画）が令和６年度より開始されている。

令和７年度

主要課題 3

施策の指標
目標値

基本目標 2 健康づくりの推進 施策中心課 国民健康保険課

施策 4 特定健康診査等の実施

指標 単位

435

2,940

施策の状況

令和４年度 令和５年度

令和５年度

№ 中事業名

48,843 62,761

316,978 340,412

0

決算額
（千円）

決算額
（千円）

施策を構成する事務事業

国民健康保険課 （特別会計） 保健事業 会計年度任用職員人件費

（特別会計） 特定保健指導事業 会計年度任用職員人件費

国民健康保険課 （特別会計） 特定健康診査事業 特定健康診査事業

国民健康保険課 （特別会計） 特定保健指導事業 特定保健指導事業

高齢・障害医療課 後期高齢者の保健事業 後期高齢者の保健事業 233,618 255,884

令和４年度

令和６年度

令和３年度
後期高齢者医療健康診査項目にアルブミン（肝機能等の検査項目）を追
加。
高血圧予防事業の相談を､対面から電話指導へ切り替えた。

健診受診率は、前年度と比較して回復傾向にあるものの、コロナ前の状況には戻っていない。
川越市国民健康保険第２期保健事業等実施計画（データヘルス計画）が令和５年度で期限を迎える。

令和３年度
新型コロナウイルス感染症の感染拡大による健診受診控え等により、健診受診率はコロナ流行前に比べ大きく下がっている（令
和元年度⇒２年度　国保：４１．９％⇒３８．２％、後期高齢者：３０．８％⇒２８．９％）。令和３年度は回復傾向にあるものの、コロ
ナ前の状況には戻っていない。

年 度 施策を取り巻く社会環境の変化

HbA1c8.0%以上の者の割合 ％ 1.3 令和4年度 1.0以下 令和11年度

後期高齢者健康診査受診率 ％ 29 令和4年度 43.0以上

49.8 令和4年度 44以下 令和11年度

令和11年度

令和11年度

健康寿命の延伸 施策関係課 高齢・障害医療課

令和4年度 60以上 令和11年度

目標時点

特定健康診査受診率

基準値 基準時点

％ 38.7

454

290,679

令和７年度
予算額

（千円）
368,678

7,358

3,371

70,324
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《細施策の評価》

川越市国民健康保険第３期保健事業等実施計画（データヘルス計画）が令和６年度より開始している。特定健康診査等の実施について、目標
値達成に向け、第３期計画にある各種事業に取り組んでいく。

➄

医療問題協議会委員からのご意見
令
和
３
年
度

糖尿病性腎症重症化予防事
業・高血圧症予防事業

事業の実施にあたり、主治医から推薦され
た重症化リスクのある対象者に保健指導を
実施した。

順調

維持

拡充

一次評価

必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

今後の方
向性

A

方向性等を踏まえた今後の取組

特定健康診査受診率向上

高齢者保健事業
※高齢者の保健事業と介護予防
の一体的な実施については、4-
1-2で管理・評価を行う

細施策

施策の目的

　 特定健康診査により、主に生活習慣病リスクの早期発見・予防を促進します。また、リスクが高い市民には特定保健指導等を通して生活習
慣の改善・疾病の早期治療を促し、重症化を防ぎます。

順調④ 生活習慣病の早期発見や重症化予防のた
め、健康診査を実施する必要がある。

①

維持
被保険者の糖尿病性腎症、高血圧症等の
生活習慣病の疾病予防、重症化予防のた
め、継続して実施する必要がある。

A B

A B A A

維持
生活習慣病の早期発見や重症化予防のた
め、健康診査を継続的に実施する必要があ
る。

概ね順調
特定健康診査は、特定健康診査受診率につい
て、目標値とは乖離があるものの、前年度を上回
り過去最高値となることが見込まれる。

維持特定保健指導実施率向上

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

達成度

維持

順調でない
特定保健指導の実施について、対象者に
個別に電話での保健指導参加勧奨を行っ
ているが、低い状況にある。

特定健診の結果、生活習慣病のリスクが高
い被保険者に対し、健康状態の改善及び医
療費適正化のために特定保健指導の実施
が必要である。

必要性

後期高齢者医療健康診査は、広域連合での集計方法
が変更となり、令和6年度からは人間ドックを含めた受
診率となった。県平均（35.7％）と比較しても上回ってい
る。
個別に受診勧奨を行い、啓発に努めた。

③

- 1.2

34.4（※2）

健康診査や保健指導等を通して、被保険者の健康の保持増進を図る
ため、継続して取り組む必要がある。特に、保健指導については、実施
率向上のための様々な取組が必要である。

見直し

※1令和7年5月時点の速報値。前年同時期の実績値は6.1%。
※2令和7年5月時点の速報値。令和6年度から人間ドックの受診者も含めた受診率に変更。

維持 順調でない

②

-

必要性

-

18.5 4.4（※1）

48.15

施策の評価
実施方法

- - -

28.9 29 29.4

12.319.2

方向性・実施方法の考え方達成度 方向性

38.2

実績値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

40.144.238.7

令
和
７
年
度

・コロナの影響のためか、受診率が減っていることが気になる。保健推進員協議会の地域活動
において、引き続き、チラシの配布などの啓発に協力したいと考えている。
・賛成である。
・後期高齢者医療健康診査項目にアルブミンを追加とあるが、どのような検査項目なのか簡単
にでも加えてはどうか。

・病院や医院に通っている人は、する人としない人が分かれている、多くの人に実施して頂くよう
すすめる。
・保健推進員協議会は、地域の皆様に特定健診の受診勧奨チラシを配布するなど啓発に協力
しております。保健推進員全体研修会では、特定健診の受診率などが、地区ごとに特徴がある
ことも学習し、周知について、担当保健師と検討などもいたしております。今後も、引き続き、市
と協力して取り組んでまいります。

・特定保健指導実施率の基準値（１３．１）と目標値（６０）が乖離しすぎており、目標値を下げてもよいと思
う。
施策の見直しで新しく３・４が追加された説明があればよい。→特定保健指導実施率の基準値（１８．５）と目
標値（６０）の乖離がある。
旧３・４については、今後はどのようになるのか説明がほしい。
・特定健康診査受診率アップに向けて、実施環境を整える等努めて頂きたい。

令
和
４
年
度

B 改善

A 拡充

評価対象外

A B A A 継続

評価対象外

A A C A

令和７年度事務事業評価集計中
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1
2
3
4
5
6

1 ①

2 ①

3 ①

4 ①

5 ①

6 ①

7 ①

8 ①

9 ①

10 ①

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

施策 合計

決算見込み額
（千円）

273,741

13,626

2,122

1,688

815

308,911

3,536

245

554

71

6,822

73

6,789

278,785

13,869

550

2,041 2,082

13,222

303,220

814

16,475 3,785

523 1,006

3,213

150

2,146

2,3301,470 1,985

497 445

250 127

306,152 293,151

健康管理課 成人検診事務 成人検診事務

健康管理課 成人健診

健康管理課

5,968 7,073

72 72会計年度任用職員人件費

成人健診 成人健診一般事務

健康管理課 成人健診 健康手帳の交付

健康管理課 成人健診 肝炎ウイルス検診

健康増進健康診査健康管理課 成人健診

健康管理課 成人健診 骨密度検診

健康管理課 成人健診 歯周病検診

施策を構成する事務事業

令和５年度

令和４年度 令和５年度 令和７年度令和６年度

健康管理課 がん検診

健康管理課 がん検診 会計年度任用職員人件費

がん検診

13,446

265,634 263,322

決算額
（千円）

決算額
（千円）

令和６年度

令和４年度

年 度 新規の取組

令和７年度

№
細
施
策

所属名 大事業名 中事業名 予算額
（千円）

令和７年度

見直しもしくは廃止した取組

令和３年度

令和６年度
新型コロナウイルス感染症の影響による受診控えは回復傾向にある。
埼玉県において、がん患者に係るアピアランスケア支援事業及びＡＹＡ世代終末期在宅療養支援事業を行う市町村への補助が
開始された。

令和４年度 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、全国的に受診控えが見られた。

令和５年度 新型コロナウイルス感染症の影響による受診控えは回復傾向にある。

施策の状況
年 度 施策を取り巻く社会環境の変化

％ 8.9 令和３年度 11.4

令和３年度 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、全国的に受診控えが見られた。

令和７年度子宮がん検診受診率 ％ 6.0 令和３年度 8.1

令和７年度

令和７年度11.1大腸がん検診受診率

肺がん検診受診率

令和７年度

％ 0.8 令和３年度 1.4

％ 9.3 令和３年度

乳がん検診受診率

令和７年度

令和７年度胃がん検診（胃部Ｘ線検査）受診率 ％ 2.1 令和３年度 3.2

胃がん検診（内視鏡検査）受診率 ％ 2.0 令和３年度 2.7

施策の指標
指標 単位 基準値 基準時点 目標値 目標時点

施策 5 がん検診等の実施

基本目標 2 健康づくりの推進 施策中心課 健康管理課
主要課題 3 健康寿命の延伸 施策関係課
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《細施策の評価》

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

今後の方
向性

A

A A B A A 継続

改善

評価対象外

A A B A A 継続

継続

評価対象外

・早期発見、治療が重要であり、多くの人々に進める必要があります。
・保健推進員協議会は、地域の皆様にがん検診の受診勧奨チラシを配布するなど啓発に協力し
ております。又、保健推進員の研修会で、がん検診の大切さを学び、地区活動のイベントでは、
乳がんモデルを市民に体験してもらうなど啓発の協力をしております。引き続き、協力してまいり
ます。

・がん検診受診率増加するよう更なる周知啓発に努めて頂きたい。

必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

A C

A A B A A 継続

A A B A A

A B

評価対象外

評価対象外

A B A A A 継続

方向性等を踏まえた今後の取組
がんの早期発見・早期治療のため、引き続き検診事業を行っていく。各種がん検診の受診率向上のため、啓発活動に努める。
埼玉県において、がん患者に係るアピアランスケア支援事業及びＡＹＡ世代終末期在宅療養支援事業を行う市町村への補助が開始されたこと
を踏まえて、先行事例を把握し、実施を検討する。

医療問題協議会委員からのご意見一次評価

・癌は死亡率のトップのため、もっともっと進めるべきだと思う。
・チラシの配布などの啓発に協力したいと考えている。
・コロナ禍で、がん検診の受診率が下がっている傾向がある。引き続き、ご協力をお願
いしたい。

特定の年齢の市民に対する個別勧奨、健
康づくりスケジュールの全戸配布、広報や
市ＨＰを活用等の啓発を行った。

③

④

➄

維持

がんの早期発見、早期治療のために、引き
続きがん検診を実施する必要がある。

順調
総合保健センターでの施設検診、委託医療
機関での個別検診、公民館での集団検診を
実施した。

② 検診等の啓発 維持 がん検診受診率の向上のため、市民に対し
ての周知啓発を行う必要がある。

順調

細施策 必要性 達成度

① 各疾病に関する検診等の実
施

維持

施策の評価
必要性 達成度

継続 がんの早期発見・早期治療のために、定期的な検診の受診が必要とな
るため、がん検診事業を継続して行う必要がある。

方向性 実施方法

10.48.9 10.710.2

方向性・実施方法の考え方

維持 順調

6.9 7.2

10.0

0.91.0

9.99.3

6.0 6.7

0.8 1.0

9.6

2.0 2.6 2.6 2.6

2.1 2.3 2.3 2.1

実績値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

がんの早期発見を図り、早期治療に結びつけるとともに、生活習慣の改善等、予防意識の自覚を促します。

施策の目的

令和７年度事務事業評価集計中
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1
2
3
4
5
6

1 ③

2 ①②

3 ①④

4
5 ②

6
7 ②

8
9
10

11

12

13

14

15

16

17

18

19
20

施策 合計

297

669

0

令和７年度
予算額

（千円）
7,938

6,000

1,800

2,114

832

499

200

令和６年度
決算見込み額

（千円）

7,596

6,000

1,800

1,522

0

107

200

209

1,101

－

17,458 17,516 20,34918,535

908 773

315 100

200

－ －

639 839

200

0

令和７年度

医療・介護ニーズの高い高齢者は今後も増加が予測されており、健康について日常的に相談し、健康を維持するためにかかり
つけ医の重要性が高まっている。
令和元年度から新型コロナウイルス感染症が現在に至るまで流行している。

保健医療推進課 地域医療の推進 地域保健医療事業協力補助金

令和４年度 令和５年度
決算額

（千円）
決算額

（千円）
7,596 7,596

6,000 6,000

1,800 1,800

保健医療推進課 保健医療推進課一般事務 保健医療推進課一般事務 208

保健医療推進課 地域医療の推進

保健医療計画の推進 －

地域医療の基盤づくり

指標 単位 基準値 基準時点

施策の指標

保健医療推進課 地域医療の推進 旧市立診療所解体事業

医療問題協議会

地域医療の推進 地域医療連携推進事業補助金

保健医療推進課 保健医療推進課一般事務 旧市立診療所管理

世界糖尿病デーブルーライトアップ負担金

保健医療推進課 地域医療の推進

中事業名

令和６年度
市立学校等に対して看護師学校養成所等のポスターを配布し、情報の周知・啓発を行った。
令和８年度を始期とする第四次川越市保健医療計画を策定するために、保健医療に関する意
識調査を実施し、報告書を作成した。
在宅医療についてよりわかりやすく市民に情報提供するため、在宅医療に係るパンフレットを作
成した。

すこやかマップの配布について、令和６年３月に作成した冊子を有効活
用し、令和７年１月時点の変更点を示した一覧表を併せて配布する方針
とした。

－

保健医療推進課

保健医療推進課 地域医療の推進 かかりつけ医の定着

保健医療推進課 地域医療の推進 地域医療従事者養成事業補助金

令和４年度 令和元年度以来となる世界糖尿病デーブルーライトアップに係る
市民公開講座を共催した。

施策を構成する事務事業

令和７年度

細
施
策

所属名 大事業名№

年 度

医療・介護ニーズの高い高齢者は今後も増加が予測されており、健康について日常的に相談し、健康を維持するためにかかりつけ医の重要性が高まっており、医療法改正による
かかりつけ医機能の制度化等について国会で議論されている。
新型コロナウイルス感染症について、特段の事情が生じない限り、令和５年５月８日から５類感染症に位置付けることが決定した。
国から「医療提供体制の確保に関する基本方針」が示され、県はこれに即して、令和６年度を初年度とする第８次埼玉県地域保健医療計画の策定が進められる。

新規の取組 見直しもしくは廃止した取組

国において、令和６年４月から診療日や診療科目といった一般的な情報に加え、対応可能な疾患・治療内容、提供しているサービスなど様々な情報から、全国の医療機関・薬局を
検索できる「医療情報ネット（ナビイ）」の運用が開始された。
令和６年１２月に新たな地域医療構想に関するとりまとめが公表され、８５歳以上の増加や人口減少が更に進む２０４０年に向けて、外来・在宅、介護との連携、人材確保等も含め
た、あるべき医療提供体制の実現に資することを基本的な考え方とされたほか、市町村の役割についても記載された。
令和７年４月から都道府県と医療機関の間でのかかりつけ医機能報告制度の施行が予定されている。

新型コロナウイルス感染症の影響により、市民講演会等が中止
となった。

施策の状況
施策を取り巻く社会環境の変化

訪問診療を実施する医療機関数 箇所 40 令和4年度 52 令和11年度

看護師学校養成所又は准看護師養成所の卒業者のうち、市内の医療機関等への就職
者数 人 519 平成28年～令和2年度 455

年 度

令和３～７年度

基本目標 3 医療体制の充実 施策中心課 保健医療推進課
主要課題 1

令和７年度

地域医療体制の整備・充実 施策関係課 地域包括ケア推進課

かかりつけ医を持つ世帯 ％ 69 令和元年度 73

目標値 目標時点

施策 1

令和３年度

これまで都道府県ごとに個別に運用されていた情報提供システムが集約されて、令和６年４月から全国統一的な情報提供システムが運用されることになった。
新型コロナウイルス感染症が令和５年５月８日から５類感染症に位置づけられた。
国から「医療提供体制の確保に関する基本方針」が示され、県はこれに即して、令和６年３月に令和６年度を初年度とする第８次埼玉県地域保健医療計画を策定した。
国において、新たな地域医療構想等に関する検討会が開催された。

令和５年度
WEB版すこやかマップの利用促進と利便性向上のため、チラシの作成・配布を行っ
た。
すこやかマップに外国語対応している医療機関の情報を掲載した。

令和５年度

令和３年度

令和６年度

令和４年度

保健医療推進課 地域医療の推進
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《細施策の評価》

評価対象外

A A A A A 継続

A A A A A 継続

A A A A A 継続

A 継続

評価対象外

A A A B A 改善

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

・大体の人はかかりつけ医を持っていると思われるが、かかりつけ医を持っていない人がどの程
度いるのか。
・地域包括ケアには、かかりつけ医や訪問診療が重要な要素になると考えられる。それぞれの
施策に求められるものが何なのか、市としてやるべきことと、医療関係者に取り組んでもらうべき
ことを明らかにし、問題意識を明確にして連携構築することが必要と考える。
・賛成である。

・２０４０年に向けて高齢者が増えます。かかりつけ医やかかりつけ薬剤師をもつことで
相談する機会をもつことが必要です。
・各自治体に回覧をし周知徹底を図る。掲示板を使用し案内をする。

・市内看護学校卒業生が他の市町村に就職してしまう件ですが、急性期医療機関は大きな問題となっています。コロナ流行後、急性期で働いていた職員が施設
や療養病院等にうつってしまい、急性期病院で働いている職員は疲弊しています。看護学校も、ここ数年定員割れしている状況です。働きながら学ぶというスタイ
ルを選ぶ学生は減っています。川越市は市民病院がないので、各病院が奨学金など準備をして人を集めています。県だけでなく市でも支援体制を考えていただ
きたいと思います。看護補助者も外国人採用している病院施設も増えています。外国人を採用するにあたり準備する費用もかかります。こちらも支援体制のご検
討の程よろしくお願いいたします。
・来年４月は川越に開校する歯科衛生士学校の周知、支援をお願いします。
・地域医療の連携強化及び医療従事者の養成、確保に一層努めて頂きたい。

一次評価

必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

今後の方
向性

A A A A A 継続

A A A

③ 医療従事者の養成、確保

上昇

達成度

市医師会が実施した地域医療関連事
業に対して補助金を交付した。

見直し
看護師学校養成所等の卒業者の市内医療機関等への就職者数及び看護師学校養成所等への入
学者数を増やすため、引き続き市所管施設へのポスター掲示等、周知啓発に取り組む。
疾病構造の変化、高齢化の進展による在宅医療のニーズの増加に備えて、市民への在宅医療の
周知に取り組む。

順調

必要性

健康について日常的に相談し、健康を
維持するためにかかりつけ医の必要性
が高まっている。

引き続き、地域医療団体への支援を行
い、連繋を図る必要がある。

順調
ＷＥＢ版すこやかマップの利用促進と利便性向上、国において
運用された「医療情報ネット（ナビイ）」の周知のためのチラシの
作成・配布を行った。
市医師会が実施する世界糖尿病デーブルーライトアップを共催
し、糖尿病予防の啓発に努めた。

維持

集計中

地域における医療提供体制の充実を図ります。

実績値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

・令和４年度と令和５年度のかかりつけ医を持つ
世帯の実績値については、「市民意識調査」、
「川越市医療に関する意識調査」未実施の年度
のため不明。
・令和６年度に実施した「保健医療に関する意識
調査」では、回答者本人のかかりつけ医の有無
を問う設問としたため、単純な比較はできない。

市立学校等に看護師学校養成所等の情報や、県の奨学金・就学資金等の制度の周知・啓発を行う。
第三次川越市保健医療計画が令和７年度をもって終了するため、令和８年度を始期とする第四次川越市保健医療計画を策定する。
関係機関と連携して作成した在宅医療パンフレット（よくわかる在宅医療＆介護）の活用を図る。
新たな地域医療構想に関するとりまとめで示された市町村の役割について、関係機関と連携しつつ対応を検討する。

医療問題協議会委員からのご意見
令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

A A 継続

A A A A

概ね順調在宅医療の推進 上昇

看護師学校養成所等に補助を行った。
令和６年度における指標２の実績値は、本
年７月頃に確定する見込みである。

上昇
看護師等の不足が課題となっており、看護
師等の養成・確保に繋がるように、引き続き
看護師学校養成所等に補助を行う必要が
ある。
疾病構造の変化、高齢化の進展に伴い、自宅や地域で必要な医療を受け
られる在宅医療のニーズの増加が見込まれており、市民に在宅医療を周
知し、理解を深めてもらう必要がある。
国において、新たな地域医療構想について市町村の役割が示されたた
め、対応を検討する必要がある。

方向性等を踏まえた今後の取組

①

順調
外国語対応している医療機関を検索で
きる「医療情報ネット（ナビイ）」の周知を
行った。

概ね順調

方向性・実施方法の考え方

概ね順調 拡充

④

②

細施策

市医師会が実施した地域医療連携推進事業に対して補
助金を交付し、医療提供サービスの供給体制の充実に
努めた。
訪問診療を実施する医療機関数は前年度より増加した
が、目標値は達成できなかった。

➄ 外国籍市民の支援 維持
多言語化・やさしい日本語化等について情
報収集し、多言語化等の促進について検討
する必要がある。

維持市民への普及、啓発

施策の評価
方向性必要性 達成度

地域医療の連携

-

38 40

66

41

73

44

実施方法

60.6

68

施策の目的

62 -

令和７年度事務事業評価集計中
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1
2
3
4
5
6

1 ①

2 ①

3 ①

4 ①

5 ②

6 ①

7 ①

8 ①

9 ①

10 ③

11 ①

12 ①

13 ④

14

15

16

17

18

19

20

施策 合計

7

56

56

90

62

210

202

1,504

631

55

45

34

43

18

0 0

0

47 48

有害物質含有するの家庭用品規制

毒物劇物販売業者等の登録・届出

31 35

令和４年度

医療機関指導 医療安全相談

医療機関指導 会計年度任用職員人件費

99保健総務課

温泉利用許可

73

保健総務課 医薬品用対策 無承認無許可医薬品対策

保健総務課 献血推進

保健総務課 医薬品用対策

保健総務課

1

医薬品用対策

医薬品用対策

薬局等の許可・届出

献血推進

保健総務課

医薬品用対策

№
細
施
策

所属名 大事業名

施策を構成する事務事業

令和７年度

令和７年度

中事業名

新規の取組 見直しもしくは廃止した取組

令和５年度

令和３年度

令和７年度
決算額

（千円）

若年層による薬物乱用の増加が見られた。

施策の状況

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、催し物が中止になった。

年 度

令和６年度

令和６年度 薬物乱用防止啓発用リーフレットを市として作成していた
が、埼玉県と内容が重複しているため、作成を中止した。

令和４年度

令和３年度

令和５年度

1,220

令和５年度
予算額

（千円）
決算額

（千円）

1,826 2,988

67

0

50

20

52

目標時点

保健総務課

％ 100 平成30年度 100 令和７年度

基準時点

施策 2 医療の安全確保

指標 単位 基準値

施策の指標

基本目標 3 医療体制の充実 施策中心課

目標値

主要課題 1 地域医療体制の整備・充実 施策関係課

年 度 施策を取り巻く社会環境の変化

令和４年度 新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、一部催し物が中止になった。

薬物乱用防止リーフレット配布枚数 枚

病院への立入検査実施率

1,000 平成30年度 1,000 令和７年度

新型コロナウイルス感染症が５類感染症に位置づけられたことにより、催し物が再開された。

薬物乱用防止啓発用リーフレットの配布が出来ないため、
SNSを利用し普及啓発を実施した

7

143

291 42保健総務課 厚生統計調査・免許事務 衛生関係免許申請受付

保健総務課 厚生統計調査・免許事務 保健統計等 412 1,324

1,373

保健総務課 医薬品用対策 薬物乱用防止対策 0

42

0

保健総務課

63

48

91

保健総務課

保健総務課

医療機関等の許可・届出保健総務課 医療機関指導 54

35

28医療機関指導 立入検査

124 57

令和６年度
決算見込み額

（千円）

772

39

37

20

43

199
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《細施策の評価》

評価対象外

評価対象外

評価対象外

評価対象外

A

施策の評価

維持 順調

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

順調 イベント会場等でのリーフレット配布等、普
及啓発を実施した。

引き続き、市民の健康を保持するために、
普及啓発が必要である。

方向性等を踏まえた今後の取組

➄

④ 献血推進 維持 順調

③ 薬物乱用防止の推進 維持

・医療安全に関する更なる周知啓発に努めて頂きたい。

広報川越及びＳＮＳを利用して、普及啓発を
実施した。

引き続き、現状の施策に継続して取り組む。
薬物乱用防止については、リーフレットの配布に依らないＳＮＳ等を利用した普及啓発に努める。

引き続き、市民の健康を保持するために、
普及啓発が必要である。

B AA

評価対象外

評価対象外

施策の目的

令和３年度
100

適切な医療を提供できる医療体制を確保します。

実績値
令和６年度 令和７年度令和４年度 令和５年度

①

0

100

1,100

100 100

200

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

一次評価

A 継続

評価対象外

A

医療機関等に立入検査等を実施した。

1,050

実施方法必要性

維持 継続

方向性・実施方法の考え方達成度 方向性

A A A 継続

病院への立入は、適正な医療提供体制の確保のために必要であり、
薬物乱用防止についても、市民の健康被害防止のために必要であるこ
とから、継続して実施する必要がある。

医療法等に基づく許可、届
出、検査、調査

随時、医療機関への疑問、不安等の相談を
受ける体制を整備した。

達成度細施策 必要性

必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

今後の方
向性

維持 引き続き、市民の健康を保持する必要があ
る。

順調

・社会情勢の不安から、薬物乱用に向かう人もいる。防止啓発を進めてもらいたい。

・いろいろな機会に各医療団体、川越市等とやっていく必要があります。
・現在、薬が不足していると聞いております。一方で薬の過剰投与がある様です。適正な薬の投与を望みます。
次の様な事案があります。
ある方が糖尿病と高血圧の２人の先生に診てもらっております。各先生から薬をいただいておりましたが、合計９種類を服
用していましたが、ある日食事がまずく、気持ちが悪くなり、病院に行くと即入院となりました。自己免疫性肝炎と診断され
ました。一言「薬が多過ぎたかな」と言われました。難病医療に認定された。おくすり手帳があるが、薬の管理の徹底を望
みます。（現在は２種類のみの薬となっております。）

医療問題協議会委員からのご意見
令
和
３
年
度

順調

評価対象外

評価対象外

引き続き、市民の医療への疑問、不安等を
取り除く必要がある。

② 医療に関する市民相談 維持

A A A 継続

評価対象外

令和７年度事務事業評価集計中
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1
2
3
4
5
6

1 ②

2 ①

3 ①

4 ①

5 ①

6 ①

7 ①

8 ①

9
10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

施策 合計 125,262147,324

令和７年度
予算額

（千円）
3,930

3,164

26,500

31,536

20,530

33,751

1,330

4,521

－

116,945 120,428

170

4,274

20,480 20,580

26,021 29,635

20,480

32,472

－ － 20,000

26,500 26,500

31,045 31,187

33,559

31,045

4,673 4,925

3,121 3,164

2,203

3,121

令和５年度
決算額

（千円）
決算額

（千円）

令和４年度 令和６年度
決算見込み額

（千円）
№

細
施
策

所属名 大事業名 中事業名

保健医療推進課 地域医療の推進 休日歯科診療所運営事業

保健医療推進課 地域医療の推進 病院群輪番制病院運営事業補助金

保健医療推進課 地域医療の推進

二次救急搬送受入支援事業補助金

保健医療推進課 地域医療の推進 夜間休日診療事業補助金

保健医療推進課 地域医療の推進 ＡＥＤの普及・啓発

保健医療推進課 地域医療の推進 外国人未払医療費対策事業補助金

施策 1 救急医療体制の整備

指標 単位 基準値 基準時点 目標値 目標時点

施策の指標

救急医療拠点病院運営事業補助金

保健医療推進課 地域医療の推進

見直しもしくは廃止した取組

令和７年度

保健医療推進課 地域医療の推進 予防歯科センター改修事業補助金

800 70

保健医療推進課 地域医療の推進 在宅当番医制事業 4,305 4,367

施策を構成する事務事業

令和３年度
新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、県と連携しながら入院調整を図る必要が生じている。
※令和３年度末時点における市内救急医療機関　１２医療機関（１０病院、２診療所）※令和２年度末１０医療機関（９病院、１診
療所）

全国的に救急搬送の出場件数、搬送人員は増加傾向にあり、総務省の「令和６年中の救急出動件数等（速報値）」では、集計
を開始してから最多を記録した。
※令和６年度末時点における市内救急医療機関　１１医療機関（９病院、２診療所）

令和４年度 新型コロナウイルス感染症の感染対策として、参加者の削減、
内容の一部変更等を実施した上で、普通救命講習を開催した。

令和６年度
休日歯科診療所の老朽化に対応するため、川越市歯科医師会が行う改修
に係る費用の一部を補助した。
川越市医師会が夜間休日診療所の運営を継続するための支援として、予
算を確保した。

川越市ＡＥＤ普及推進計画を現行の第３期で終了し、これまでの取組を「川越市Ａ
ＥＤ普及推進計画取組報告書」として取りまとめた。
普通救命講習を新型コロナウイルス感染症拡大前の規模に戻して実施した。

令和７年度

令和３年度 新型コロナウイルス感染症の感染対策として、参加者の削減、
内容の一部変更等を実施した上で、普通救命講習を開催した。

年 度 新規の取組

令和５年度 休日歯科診療所の老朽化に対応するため、川越市歯科医師会が
行う改修に係る費用の一部を補助する予算を確保した。

「川越市ＡＥＤ普及推進計画（第３期）」の取組がほぼすべて経常的なも
のになったため、第３期で計画を終了し、これまでの取組をまとめた取組
報告書を作成することとした。

令和５年度
救急搬送の出場件数、搬送人員は増加傾向にあり、また令和５年の搬送人員における軽症者の割合は５２．８％であり、前年度より増加して
いる。
※令和５年度末時点における市内救急医療機関　１１医療機関（９病院、２診療所）

年 度 施策を取り巻く社会環境の変化

令和６年度

令和４年度
救急搬送の出場件数、搬送人員は増加傾向にあり、また令和４年の搬送人員における軽症者の割合は５１．９％であり、前年度より増加して
いる。
新型コロナウイルス感染症の流行が継続しており、引き続き、県とも連携を図りながら入院調整を図る必要が生じた。
※令和４年度末時点における市内救急医療機関　１１医療機関（９病院、２診療所）

施策の状況

救急搬送人員における軽症者の比率 ％ 50.5 令和元年 48.8 令和７年

医療体制の充実 施策中心課 保健医療推進課

令和７年度夜間及び休日における救急医療の実施率 ％ 100 令和元年度 100

基本目標 3
主要課題 2 緊急時の医療体制の整備 施策関係課

53 



《細施策の評価》

A A A A A 継続

A A A A A 継続

A A A A A 継続

A A A A A 継続

A A A A A 継続

A A A A A 継続

A A A A A 継続

一次評価

必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

今後の方
向性

A A A A A 拡充

医療問題協議会委員からのご意見
令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

・大変だと思うが、救急体制を整備してもらいたい。
・「救急車の適正利用」という言葉が何を意味するのかを明確にしないと、安易に啓発
することは本当に必要な人でさえも利用抑制につながっている現状があるため、慎重
にすべき。

・体制の整備が必要です。
・新型コロナウイルス感染症が５類となったが、高齢者施設や療養病院で軽症であって
もコロナ患者を入所・入院させるための仕組みが不十分だと思う。救急→生活期がス
ムーズに流せるための工夫が必要だと思います。

・軽症の搬送が増えていますが、独居や老人家庭が増え、医療機関までの“足”のない方が増え
ています。これには要因が多くあるため、総合的な対応が必要と思います。
・小中学校は休日と夜間は利用できないが、ポスト（郵便局）を利用した設置を考える。（AED設
置の改良、屋外設置）
AI救急相談と共にウェブ・チャットの利用も考える。
・適正な医療受診の啓発に一層努めて頂きたい。

傷病の重症度・緊急度に応じた適切な医療を提供できる救急医療体制を確保します。

実績値
令和３年度 令和４年度

④

方向性等を踏まえた今後の取組

令和５年度 令和６年度 令和７年度

見直し
全国的に救急搬送の出場件数、搬送人員は増加傾向にあり、引き続き初期救
急の普及啓発に努める必要がある。
学校開放事業等で施錠時の市立小中学校を使用する場合のＡＥＤ使用事案
に備えるため、屋外設置を検討する。

順調
公共施設に配置しているＡＥＤを適正に
管理するとともに、職員への講習を実
施した。

達成度

順調
夜間休日診療所、休日歯科診療所などの
初期救急体制を維持するとともに、二次救
急医療機関への支援を実施した。

全国的に救急搬送の出場件数、搬送人員は増加傾向にあるため、引き続き救急車の利用について、過度な利用抑制につながらないよう配慮
しながら、ＳＮＳ等を通じて、埼玉県救急電話相談や埼玉県ＡＩ救急相談の普及啓発に努め、適正利用の周知を図る。
令和８年１月末でＡＥＤ１４４台の再リース契約期限が満了することから、入替の手続きを進める。
市立小中学校に設置しているＡＥＤについて、市立小中学校や地元自治会等から、校舎施錠時にも使用できる環境整備を求められているた
め、改善策を検討する。

実施方法 方向性・実施方法の考え方

上昇 概ね順調 拡充

必要性

② 病院前救護の推進 上昇
市立小中学校に設置しているＡＥＤについて、市
立小中学校や地元自治会等から、学校開放等の
校舎施錠時にも使用できる環境整備を求められ
ている。

③ 適正な医療受診の啓発 維持 引き続き救急車の適正利用について、
啓発する必要がある。

概ね順調
広報川越、ＳＮＳ等で救急車の適正利
用について情報を発信し、周知啓発に
努めた。

➄

①

必要性 達成度 方向性

細施策

救急医療体制の整備 維持 市の役割とされている初期救急、二次
救急の体制を維持する必要がある。

施策の評価

48.9 51.9 52.8 集計中

100 100

施策の目的

100 100

令和７年度事務事業評価集計中
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1
2
3
4
5
6

1 ②

2
3
4
5
6
7
8
9
10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

施策 合計

-

313

-

-

-

-

-

-

-

-

令和６年度
決算見込み額

（千円）

49

3,662

-

-

-

-

-

-

-

-

-

157,285 3,036 3,711 372

- -

-

- -

- -

- -

3,035

令和４年度 令和５年度
決算額

（千円）
決算額

（千円）
1

157,285

0

-

- -

12

災害保健医療連絡会議（（仮称）市町村連絡協議会）

令和７年度

回

保健医療推進課 地域医療の推進

令和７年度
予算額

（千円）
59

1 令和７年度

災害時連絡用ＩＰ無線通信訓練 回 10 令和元年度

広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）入力訓練 1 令和元年度

年 度

令和７年度

令和７年度

令和３年度 埼玉県災害時医療救護基本計画と整合を図りながら、体制整備を進める必要がある。
令和元年度から新型コロナウイルス感染症の流行が続いており、対応が求められている。

新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律案が国会に提出され、次の感染症危機に迅速・的確に対応するため、内閣感染症危機管理
統括庁の設置による司令塔機能の強化等が検討されている。
新型コロナウイルス感染症の流行が継続しており、引き続き、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく対策が求められている。

令和６年度
川越市感染症予防計画に基づき、ＩＨＥＡＴ要員に対して研修を実施した。
令和６年能登半島地震の経験を踏まえ、保健師派遣後方支援マニュアルを改訂した。
川越市における新型コロナウイルス感染症対応報告書を作成した。

保健医療推進課 地域医療の推進 新型インフルエンザ等対策

保健医療推進課 地域医療の推進 川越市新型コロナウイルス感染症患者等病床受入確保協力金

保健医療推進課 地域医療の推進 川越市新型コロナウイルス感染症患者転院受入協力金

保健医療推進課 地域医療の推進 PCR検査センターの運営

検査体制確保事業

保健医療推進課 地域医療の推進 消費税仕入控除税額返還金

保健医療推進課 地域医療の推進 川越市新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金

保健医療推進課 地域医療の推進

地域医療の推進 川越市新型コロナウイルス感染症に係る夜間休日診療所事業継続支援金

保健医療推進課 地域医療の推進 感染症予防事業費等国庫負担（補助）金の交付額確定に伴う返還金 - -

保健医療推進課 地域医療の推進 抗原検査キット購入・保管配送・配布 - -

- -

施策を取り巻く社会環境の変化

新規の取組年 度

令和６年度 新型コロナウイルス感染症対応の経験を踏まえ、国が「新型インフルエンザ等対策政府行動計画」を、県が「埼玉県新型インフルエ
ンザ等対策行動計画」を改定した。

施策の状況

保健医療推進課

施策 2 災害時医療体制の整備

目標時点

主要課題 2 緊急時の医療体制の整備 施策関係課 保健総務課

施策の指標

基本目標 3

指標 単位 基準値 基準時点 目標値

医療体制の充実 施策中心課

令和５年度

新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部改正が行われて、感染症危機への対応に係る司令塔機能を強化し、次の感染症危機に迅
速・的確に対応できる体制を整えるため、令和５年９月１日に内閣感染症危機管理統括庁が設置され、同庁において新型インフルエンザ等対
策行動計画が見直されることとなった。
新型コロナウイルス感染症が令和５年５月８日から５類感染症に位置づけられた。
令和６年１月１日に令和６年能登半島地震が発生したため、保健師等の被災地派遣を行うこととなった。

令和４年度

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、新型インフルエンザ等対策本部を設置して、
対策に取り組んだ。交付金等を活用して、新型コロナウイルス感染症に対する医療体制の構築
を図るため、市内医療機関への支援を行った。

施策を構成する事務事業

見直しもしくは廃止した取組

令和３年度

令和５年度

令和４年度

№
細
施
策

保健医療推進課

中事業名

感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針及び埼玉県感染症予防計画に即し
て、川越市感染症予防計画を策定した。
令和６年能登半島地震への保健師等派遣の調整を行った。
災害時における保健医療体制の確保に必要な事項について、連絡調整等を行う場として川越
市災害保健医療連絡会議を立ち上げた。

保健師活動マニュアル及び保健師派遣後方支援マニュアルを現状の組織改正等との整合を図
るために改訂を行った。
感染拡大防止、社会機能維持のため、市民と市内医療機関に抗原検査キットを配布した。
交付金を活用して、新型コロナウイルス感染症に対する医療体制の構築を図るため、市内医療
機関への支援を行った。

所属名 大事業名
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《細施策の評価》

評価対象外

評価対象外

評価対象外

評価対象外

評価対象外

評価対象外

A A A A A 継続

評価対象外

評価対象外

評価対象外

一次評価

必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

今後の方
向性

A A B A A 継続

医療問題協議会委員からのご意見
令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

・トルコ地震も踏まえて拡充してほしい。
・進めていただきたい。
・地域の自主防災組織との連携を図る。川越市の自主防災組織の結成数は２１９（令和４年３月３
１日現在）であり、自治会は２８３である。
・市全体の防災訓練のなかで、保健所や医療機関がどのように連携して対応するようになってい
るか、分かりやすく見えるとよいと思う。

・色々な災害が想定されます。整備が必要です。
・このコロナも災害に値する状況。軽症者受入の件の療養施設がその後の受皿の整備もない中
で閉鎖となったことは残念でならない。自宅で生活が継続困難の状況の間をサポートする体制作
りが必要だと思われる。
・「今後の取組み」に記述されている「新型インフルエンザ特別措置法等の一部改正」とはどのよ
うな改正内容を指しているのか。

・災害時の感染対策は保健所が中心となり、医師会・看護・在宅等の連携が重要と思われ、シミュレーショ
ン訓練等が必要ではないでしょうか。
・「川越市災害保健医療連絡会議」はいつ設定されましたか。開催部署・管理部署はどこですか。
災害時の保健医療体制の組織図とフローチャートの作成をする。
・市と歯科医師会で災害時の協定を結んでいるが、マニュアル的なものを作成していきたい。
・引き続き、災害医療体制の整備に努めて頂きたい。

12

1 1 1

「川越市地域防災計画」に基づく医療救護活動を効果的に行うため、関係機関等と本市が災害時の保健医療体制の確保に関する必要な事項の連絡調整等を行う場として、「川
越市災害保健医療連絡会議」を引き続き開催し、優先順位をつけて課題に取り組む。
川越市感染症予防計画に基づき、健康危機発生時に保健所を支援するＩＨＥＡＴ要員に対して、研修を実施する。
新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく県の行動計画改定及び新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、川越市新型インフルエンザ等対策行動計画を令和７年度
に改定する。

維持 概ね順調

細施策

令和４年度 令和５年度 令和６年度

必要性 達成度 方向性 実施方法

③ 医療機関等との連携

必要性

川越市災害保健医療連絡会議で聴取した関係機関の意見を整理し、抽
出された災害時医療体制の課題に優先順位をつけて取り組んでいく必
要がある。

引き続き、防災訓練等を通じて、連携強化を
図る必要がある。

順調 災害時連絡用ＩＰ無線通信訓練を行った。

令和７年度

② 初動医療体制の整備 維持 引き続き災害時医療体制への社会的な関
心があり、体制整備に取り組む必要がある。

方向性・実施方法の考え方

保健師活動マニュアル等の整
備

維持
令和６年能登半島地震への保健師等派遣を
踏まえて、保健師活動マニュアル等の改訂
を検討する必要がある。

順調

1

12 12 12

川越市災害保健医療連絡会議を実施し、関係機関との
連携について課題を抽出した。
川越市における新型コロナウイルス感染症対応報告書
を作成した。

災害時に患者の重症度に応じた医療を適切に提供するため、災害時医療体制の整備に努めます。

施策の目的

実績値
令和３年度

施策の評価

継続

達成度

①
保健師派遣後方支援マニュアルを改訂した。な
お、保健師活動マニュアルについては、保健総
務課に事務を移管し、保健総務課が改訂を行っ
た。

順調

維持

維持

➄

方向性等を踏まえた今後の取組

④

令和７年度事務事業評価集計中
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1
2
3
4
5
6

1 ①

2 ②

3
4
5
6
7
8
9
10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

施策 合計

重度心身障害者医療費の住所地特例の取扱い対象施設
が拡大した。
健康保険証の廃止により、マイナ保険証を基本とする仕組みに変わり、
重度心身障害者医療助成の関係書類を修正した。ふれあい歯科診療所
においては、健康保険証の廃止に向け、受付時にマイナンバーカードに
よる資格確認の説明を工夫した。

令和４年度 令和５年度
決算額

（千円）
決算額

（千円）

令和６年度
決算見込み額

（千円）

640,624

42,983 54,134

622,233

49,538

中事業名

高齢・障害医療課 障害者医療費支給 障害者医療費支給

令和７年度

令和７年度
予算額

（千円）
637,117

指標 単位 基準値 基準時点 目標値

基本目標
3 医療制度等の充実 施策関係課
3

保健医療推進課、保健総務課

施策 1 障害者医療の充実

医療体制の充実 施策中心課 高齢・障害医療課
主要課題

年 度 施策を取り巻く社会環境の変化

目標時点

№
細
施
策

所属名 大事業名

施策の指標

年 度 新規の取組
重度心身障害者医療費受給資格登録申請書の押印欄を廃止した。
また、ふれあい歯科診療所においては、院内の感染対策として、待合室
や診療室内で患者が密にならないように診療間隔の調整や受付対応を
工夫した。

令和４年度

令和７年度

令和５年度

重度心身障害者医療費の現物給付対象医療機関等を１０
月診療分から川越市内から埼玉県内へ拡大した。

施策の状況

令和６年度

施策を構成する事務事業

625,656

保健医療推進課 歯科診療事業会計繰出金 歯科診療事業会計繰出金 54,700

見直しもしくは廃止した取組

令和３年度

新型コロナウイルス感染症の影響により、定期健診の受診を控える方が増えている。また、医療機関では、換気・消毒等の院内
感染対策や患者間や患者と従事者の接触の機会を減らすことなど、より安全・安心な医療を提供することが求められている。

健康保険証のマイナンバーカード移行に伴い、健康保険の資格確認が円滑に行われるようになりつつある。令和６年度

新型コロナウイルス感染症の影響による受診控えについては、徐々に回復傾向がみられるが、コロナ禍前までには至っていな
い。また、医療機関では、換気・消毒等の院内感染対策や患者間や患者と従事者の接触の機会を減らすことなど、より安全・安
心な医療を提供することが求められている。

令和４年度

令和５年度

令和３年度

新型コロナウイルスの感染症法の位置づけ変更により５類感染症となり、医療機関への受診控えが解消されつつある。

施策指標なし

691,817683,607 679,790 671,771
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《細施策の評価》

継続A A A A

令和５年度 令和６年度

④

方向性等を踏まえた今後の取組

実績値
令和３年度 令和４年度 令和７年度

障害のある人が必要な医療を受けられる環境整備の推進を図ります。

施策の目的

➄

B

医療問題協議会委員からのご意見
令
和
３
年
度

一次評価

必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

今後の方
向性

A A 継続

障害者医療に関する情報収
集・情報提供

維持

順調

細施策

現状の施策に継続して取り組む。一方で、施策の安定的かつ継続的な維持のため、見直しの必要性などを検討していく。

障害がある人に必要な医療等が提供されるよう情報提供に努めるとと
もに、重度心身障害者に医療費の保険診療一部負担金の助成や障害
のある人への歯科診療を基本としたサービスを提供する。

達成度

障害者差別解消法医療関係者向けガイドラ
インを、新規診療所開設時の立入検査にお
いて配布した。

障害者への歯科診療事業

障害者差別解消法を医療機関に普及啓発
する必要がある。

必要性

維持 引き続き、医療を必要とする方に歯科診療
を提供していく必要がある。

診療を希望する方の症状や健康状態等に
応じ、適切な時期に受診いただいている。

県補助対象事業のほかに、市単独事業も
行っている状況であり、必要な取組は概ね
着実に行われている状況である。

重度心身障害者への医療費
支給

概ね順調

順調

②

③

実施方法 方向性・実施方法の考え方

① 維持

継続

事業継続の必要はあるが、市障害者関連
経費は増加傾向にあり、本事業を安定的に
運営していくためには見直すことも必要であ
る。

維持概ね順調

達成度 方向性必要性

維持

施策の評価

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

・市単独事業の見直しを行うのであれば、市単独で行ってきた意義や役割、必要性な
どを明確にしたうえで議論を進めるべき。
・賛成である。

・いろいろな取り組みが必要と思われます。

・地域保健対策の推進に関する基本的な指針改正（令和５年３月２７日）内容を見据え
て、医療、介護、福祉等関連施策との連携強化を図って頂きたい。

令和７年度事務事業評価集計中

58 



1
2
3
4
5
6

1 ①

2 ②

3 ①

4 ①

5 ②

6 ②

7
8
9
10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

施策 合計

令和７年度
予算額

（千円）
405

0

1,504

150,322

788

3,284

183,562

480

2,819

182,557 159,629 156,303

令和５年度
決算額

（千円）
決算額

（千円）

- -

令和６年度
決算見込み額

（千円）

332

0

1,525

188,718

小児慢性特定疾病関連事務

母子保健課

260 313

健康管理課 母子公費負担医療 母子一般事務（医療費扶助を含む） 181,817 157,469

- -

令和４年度

令和４年４月１日から特定不妊治療が保険適用になったこ
とにより、川越市特定不妊治療支援事業が終了した。

施策を構成する事務事業

不妊に係る業務は母子保健課に移管した。

令和５年度

令和６年度

令和７年度

不妊・不育症支援

№
細
施
策

所属名 大事業名 中事業名

母子保健課 母子健康診査 不妊・不育症検査費助成

0 1,367

480 480

健康管理課 母子公費負担医療 会計年度任用職員人件費

母子健康診査

健康管理課 母子公費負担医療

健康管理課 母子公費負担医療 特定不妊治療支援

小児慢性特定疾病児童等自立支援事業の一環として、「きょうだい
児の支援」をテーマとした講演会を実施した。

令和５年９月末日をもって川越市特定不妊治療支援事業
が完全に終了となり、助成費支払いも終了となった。

年 度 新規の取組 見直しもしくは廃止した取組

令和３年度

令和４年度

令和４年度 令和４年４月より特定不妊治療が保険適用となった。

令和５年度
特定不妊治療について、令和４年４月より特定不妊治療が保険適用となり、令和５年９月末日をもって事業が完全に終了となった。
令和５年１０月１日に施行された改正児童福祉法により、小児慢性特定疾病児童等に対する自立支援事業の内、任意とされていた事
業が努力義務化された。

令和６年度

令和７年度

令和３年度 特定不妊治療について、国が令和４年度を目途に保険適用化を進めている。

施策の状況
年 度 施策を取り巻く社会環境の変化

施策指標なし

施策の指標
指標 単位 基準値 基準時点 目標値 目標時点

母子保健課

施策 2 母子医療の充実

基本目標 3 医療体制の充実 施策中心課 健康管理課
主要課題 3 医療制度等の充実 施策関係課
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《細施策の評価》

評価対象外

A A B A A 継続

A A A A A 継続

A A A A A 拡充

一次評価

必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

今後の方
向性

医療問題協議会委員からのご意見
令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

・賛成である。

・経済的な政策を充実させる必要があると思います。

・不妊治療の支援を促進して頂きたい。

引き続き、母子医療施策に取り組む。
特定不妊治療は国の方針により事業終了、その他の不妊に係る事業（不妊専門相談センター・早期不妊検査・不育症検査）は令和６年度より
母子保健課に移管となる。

方向性等を踏まえた今後の取組

④

➄

細施策 必要性 達成度

① 適正な給付 維持 引き続き適正な給付を実施する必要があ
る。

順調 適正な給付を行った。

② 不妊治療の支援 維持
引き続き、不妊専門相談センター及び不
妊・不育症検査費の助成について実施する
必要がある。

順調 相談体制の整備を図るとともに、市民の経
済的負担の軽減を図ることができた。

③

方向性 実施方法 方向性・実施方法の考え方

維持 順調 維持 継続 母子医療の充実を図るため、特定疾病児等に対する医療費の給付事
業を引き続き行う必要がある。

施策の評価
必要性 達成度

実績値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

未熟児、身体障害児、特定疾病児童等に対して療養費の給付等を行い、児の健全な育成を支援するなど、母子医療の充実を図ります。

施策の目的

令和７年度事務事業評価集計中
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1
2
3
4
5
6

1 ①

2 ①

3 ①

4 ①

5 ②

6 ①

7
8
9
10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

施策 合計

145

200

183

665

1,249

0

960

難病対策

健康管理課 難病対策

難病対策 難病一般事務健康管理課

令和４年度

令和４年度 令和５年度
決算額

（千円）
№

細
施
策

施策を構成する事務事業

令和４年度

令和５年度

1,076

健康管理課 骨髄移植ドナー助成費交付難病対策

難病対策

700 700

131健康管理課

健康管理課

0 0

肝炎治療特別促進事業申請

難病対策

0

0 0

令和７年度

石綿健康相談

所属名 大事業名 決算額
（千円）

中事業名 予算額
（千円）

5

令和６年度
決算見込み額

（千円）

施策の状況

5

2

0

0

850

1,907 1,839

0

179

指定難病医療給付

難病対策

健康管理課

1,195 2,109

令和７年度

令和６年度

年 度 新規の取組 見直しもしくは廃止した取組

令和３年度

令和５年度

令和７年度

令和６年度

令和３年度

年 度 施策を取り巻く社会環境の変化

施策の指標
指標 単位 基準値 基準時点 目標時点目標値

骨髄移植ドナー助成件数 件 2 令和元年 6 令和７年

基本目標 3 医療体制の充実 施策中心課 健康管理課
主要課題 3 医療制度等の充実

施策 3 難病対策

施策関係課
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《細施策の評価》

医療問題協議会委員からのご意見
令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

一次評価

必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

今後の方
向性

評価対象外

評価対象外

評価対象外

評価対象外

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

・寿命が延びれば、高齢者が増えればいろいろな病気が発見されると思われる。対策を
強化する必要があると思う。

・難しいと思いますが、工夫が必要です。

・引き続き、難病患者に寄り添った支援を行って頂きたい。

評価対象外

評価対象外

方向性等を踏まえた今後の取組

引き続き、現状の施策に継続して取り組む。

骨髄等提供者確保のためチラシ配布等を行
い、また、提供者に対し助成金を給付した。

④

➄

細施策 必要性 達成度

① 難病患者の療養生活の質の
向上

維持

③

引き続き難病患者の療養生活の質の向上
に努める必要がある。

順調 保健師による支援により、患者の状況把握
及び不安解消を図った。

② 骨髄移植ドナーに関する啓発
及び助成費交付

維持 引き続き骨髄移植ドナーに関する啓発及び
助成費交付に努める必要がある。

順調

方向性 実施方法 方向性・実施方法の考え方

維持 順調 維持 継続 ドナーの経済的負担を軽減し、骨髄等移植の推進を図るため、引き続き
骨髄移植ドナー助成事業を行う必要がある。

必要性 達成度

施策の評価

3 5 5 2

実績値
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

施策の目的

難病療養者等のＱＯＬの向上を図ります。
骨髄移植ドナー登録の推進を図ります。

令和７年度事務事業評価集計中
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1
2
3
4
5
6

1
2 ①

3
4
5
6
7
8
9
10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

施策 合計

国民健康保険課 土建、建設国保組合補助 土建、建設国保組合補助

令和４年度 赤字解消・削減計画に基づき、令和５年度の税率等の改定手続きを行った。

決算額
（千円）

赤字解消・削減計画の計画期間が満了するため、評価指標を見直
したうえで、計画期間を令和８年度まで延伸した。

決算額
（千円）

令和８年度までに赤字を解消し、令和９年度からの保険税水準の準統一を目指す。

令和６年度

予算額
（千円）

令和５年度

令和７年度

令和３年度

令和６年度

令和３年度

令和７年度

施策を構成する事務事業
令和４年度 令和５年度 令和６年度

決算見込み額
（千円）

令和７年度

赤字解消・削減計画に基づき段階的に保険税設定の見直しを進めていることから、令和６年度に税率等の見直しを行った。
また、令和７年度の税率等の改定手続きを行った。

0 0

№

2,987,290 2,761,100国民健康保険課 医療費等延滞金 国保会計繰出金

細
施
策

所属名 大事業名 中事業名

2,987,4393,041,545

施策 1 国民健康保険制度の健全な運営

社会保障の適正運営 施策中心課

施策を取り巻く社会環境の変化

施策の指標
指標

基本目標 4
主要課題 1 社会保障の適正運営

2,987,290 2,761,100

施策関係課

コロナ禍の影響で、特定健診の受診や特定保健指導実施を啓発する機会が減少している。
また、コロナウイルス感染症の罹患者の増加による医療費増加が見られ、今後の国保事業費納付金への影響が懸念される。
赤字解消・削減計画に基づき段階的に保険税設定の見直しを進めていることから、令和３年度に税率等の見直しを行った。

「新たな納付方法の導入」として、スマホアプリ決裁対象ブランドを拡大し
た。ときも健康川柳・健康メッセージを終了した。

年 度

国民健康保険課

国保会計赤字削減額

目標

施策の状況

令和４年度

年 度 新規の取組 見直しもしくは廃止した取組

令和５年度 赤字解消・削減計画に基づき段階的に保険税設定の見直しを進めていることから、令和５年度に税率等の見直しを行った。
また、令和６年度の税率等の改定手続きを行った。

0

2,987,439

0

3,041,545
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《細施策の評価》
達成度

医療問題協議会委員からのご意見
令
和
３
年
度

一次評価

必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

方向性等を踏まえた今後の取組

－

①

必要性

③

医療費適正化に向けた取組及び必要な保健事業の推進を図るとともに、国民健康保険税の適正な賦課に努め、国民健康保険事業の安定的
な運営を図ります。

必要性 達成度 方向性

実績値
令和３年度 令和４年度 令和５年度

実施方法

令和６年度

細施策

②

896,602 1,027,012 1,281,441

➄

令和６年３月に改定した「赤字解消・削減計画」に基づき、更なる赤字
解消の取組を推進していく必要がある。

方向性・実施方法の考え方

施策の目的

令和７年度

施策の評価

継続

④

維持 概ね順調 維持

国民健康保険事業特別会計
における歳出の抑制及び歳入
の確保

維持

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

令
和
７
年
度

・財政の健全化をすすめて欲しい。
・医療費が上がり、保険料を値上げしても難しい問題だと思う。
・国民健康保険には構造的な問題があるとしながら、医療費適正化として歳出削減を
前提とする議論に偏りすぎている。本質的な問題を整理せずに現状の保険税水準の
見直しは進めるべきでない。

・県内での保険税の統一は進められているが、被保険者のサービスの統一は難しいと
思います。統一に向けては税金の導入が必要と思います。
・適切な受診ができる様な啓蒙活動と早期発見のための健診の充実が必要だと思い
ます。

・効率的な国民健康保険制度の運営を期待したい。

赤字削減の取組として医療費適正化の継続（※効果額は評価できない)、市町村標準保険税率を参考とした保険税設定の見直し、収納率向上
対策の継続に取り組んでいく。

A B

引き続き、医療費適正化をはじめとする歳
出の抑制と、収納率向上や保険税水準の
見直しによる歳入の確保を進めていく必要
がある。

概ね順調
各施策による赤字削減は順調だが、求めら
れる国保事業費納付金額の年度による増
減が大きく、実質的な赤字の削減効果に表
れない。

今後の方
向性

評価対象外

A A 改善

令
和
４
年
度

令和７年度事務事業評価集計中
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1
2
3
4
5
6

1 ①

2 ①

3 ①

4 ②

5 ②

6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

施策 合計

3,443

3,670,147

年 度 施策を取り巻く社会環境の変化
施策の状況

令和６年度

3,518,273

令和５年度

団塊の世代が７５歳以上となり後期高齢者人口は増加の一途を辿り、医療費も増加し続けている。
高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細やかな支援を実施するための事業「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実
施」を実施し、市内全域の１４圏域に対して、重症化予防及びフレイル予防に努めている。

高齢・障害医療課 後期高齢者広域連合負担金等

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

高齢・障害医療課

見直しもしくは廃止した取組

決算額
（千円）

予算額
（千円）

令和５年度

令和７年度

令和４年度

社会保障の適正運営 施策中心課

基準時点 目標値

施策指標なし

施策 2 後期高齢者医療制度の円滑な運用

指標 単位 基準値

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施事業を開始した。
ハイリスクアプローチとして、重症化予防事業、健康状態不明者対策を実
施。

施策の指標

基本目標 4
主要課題 1 社会保障の適正運営 施策関係課

高齢・障害医療課

目標時点

令和４年度 令和５年度
決算額

（千円）
№

細
施
策

令和６年度
決算見込み額

（千円）

施策を構成する事務事業
令和７年度

令和７年度

令和３年度

団塊の世代が７５歳以上になるため、増加が見込まれるとともに、 高齢者単身世帯や高齢者のみの世帯が増え、後期高齢者人
口の割合が一層大きくなり、支援や介護が必要な方も増加することが見込まれる。少子高齢化が進展し、現役世代の負担上昇
を抑えながら、全ての世代の方々が安心できる社会保証制度を構築することが重要である。このような状況を踏まえ、令和３年
の通常国会において、健康保険法等の一部を改正する法律が成立し、令和４年１０月１日から、７５歳以上の方等で一定以上の
所得がある方は、医療負担割合が１割から２割に変わる。
国では、高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細やかな支援を実施するため、市町村が中心となって高齢者の保健事業と
介護予防の一体的な実施を推進するための体制整備に関する規定を盛り込んだ法改正を行い、令和２年４月より開始した。本
市では、検討会議や作業部会を重ね、基本方針を策定し、令和３年度から事業を開始した。

令和６年度
一体的実施の全ての事業において、意向調査書の返信が無い方に
対してアポイント無しの訪問を行う体制を整え、より多くの方の健康
状態を把握し、必要に応じて保健指導や受診勧奨を行った。

団塊の世代が７５歳以上となり後期高齢者人口は増加の一途を辿り、また令和５年５月８日に新型コロナウイルス感染症の感染
症法上の位置付けが５類感染症となったことで、医療機関への受診控えは解消されつつあり、医療費も増加し続けている。
高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細やかな支援を実施するための事業「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実
施」については、令和６年度までにすべての市町村で実施予定となっている。本市では令和３年度から２圏域（古谷・高階）を対
象に事業を開始し、令和４年度は４圏域（古谷・南古谷・芳野・高階）に実施、令和５年度からは市内全域の１４圏域に拡大して実
施した。

団塊の世代が７５歳以上になり医療費の増大が見込まれる中で、現役世代の負担上昇を抑えながら、全ての世代の方々が安心
できる社会保証制度を構築することが重要である。このような状況を踏まえ、令和４年１０月１日から、７５歳以上の方等で一定以
上の所得がある方の医療負担割合２割が導入となった。
高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細やかな支援を実施するための事業「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実
施」については、令和６年度までにすべての市町村で実施予定となっている。本市では令和３年度から２圏域（古谷・高階）を対
象に事業を開始し、令和４年度は４圏域（古谷・南古谷・芳野・高階）に拡大して実施した。

令和４年度

年 度 新規の取組

実施圏域を４圏域から市内全域の１４圏域へ拡大した。
ハイリスクアプローチの事業として低栄養予防事業、口腔機能低下
予防事業、糖尿病性腎症重症化予防事業を追加した。

実施圏域を２圏域から４圏域へ拡大した。

高齢・障害医療課 後期高齢者入院時見舞金支給

後期高齢者広域連合負担金等

所属名 大事業名 中事業名

後期高齢者入院時見舞金支給

3,251,270 3,397,501

2,701 3,675 3,782

高齢・障害医療課 後期高齢者医療会計繰出金 後期高齢者医療会計繰出金

令和３年度

7,047
後期高齢者の保健事業 会計年度任用職員人件費

830,356 917,398

6,396高齢・障害医療課 後期高齢者の保健事業

0 483

4,091,374 4,325,453

967,916

6,177

1,036

1,034,571

9,010

1,352

4,718,8624,496,845
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《細施策の評価》

必要性

施策の評価

①

一次評価

必要性 有効性 達成度 効率性
総合
評価

今後の方
向性

維持

細施策

後期高齢者医療制度の運用

②

令
和
７
年
度

令
和
５
年
度

令
和
６
年
度

・増々後期高齢者は増えます。病気の早期発見、治療などいろいろな対策が必要で
す。
・適切な受診ができる様な啓蒙活動と早期発見のための健診の充実が必要だと思いま
す。

・保健事業と介護予防を一体的に実施するための体制整備を一層強化して頂きたい。

医療問題協議会委員からのご意見
令
和
３
年
度

A

健康寿命の延伸のために、事業を継続して
いく必要がある。

➄

方向性等を踏まえた今後の取組

令
和
４
年
度

A A A

B

保健事業と介護予防を一体的
に実施するための体制整備

④

令和５年度

施策の目的

後期高齢者医療制度の安定的かつ健全な運用に努めます。

実績値
令和３年度 令和４年度 令和６年度 令和７年度

継続

高齢者に対する個別支援として、高血圧や糖尿
病の重症化予防、低栄養や口腔機能低下等のフ
レイル予防、健康状態不明者への保健指導を
行った。また通いの場等の啓発など、関係機関と
の連携に努めた。

維持
本制度の運営主体である埼玉県後期高齢
者医療広域連合と連携し、運用していく必
要がある。

後期高齢者医療制度については、運営主体である埼玉県後期高齢者
医療広域連合と連携していくとともに、健康寿命の延伸のために、関係
各機関との連携や保健事業や介護予防事業を一体的に実施するため
の体制整備を継続していく。

達成度必要性

順調 埼玉県後期高齢者医療広域連合と連携し、
本制度の運用に努めた。

順調

実施方法 方向性・実施方法の考え方

A 継続

継続

C

方向性

・高齢者が増える中で、円滑な医療制度の運用が大切だと思う。
・後期高齢者に対する適切な医療の給付などを行うため必要な制度を設けとあるが、「必要な
制度」とはどのような事か。
・構造的な問題があるとしながら、医療費適正化として歳出削減を前提とする議論に偏りすぎて
いる。本質的な問題を整理せずに現状の保険税水準の見直しは進めるべきでない。

維持 順調 維持

達成度

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施については、引き続き市内全域の１４圏域を対象に実施していく。

③

B A C 改善

A A A

A A A

A A 継続

評価対象外

令和７年度事務事業評価集計中
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・今後、健康保険証もマイナンバーカードに移行され、デジタル化が進みます。それによりいろいろな数値化
が出されます。数値による管理を行う。（２－３－４特定健康診査等の実施など、たとえば高齢者が健康診
査・人間ドック等の受診率が判り対策につながると思います。）
総括表でも達成度（概ねではなく）１～１０の評価にする。
必要性とはではなく現状現行対応であると思います。

・第四次川越市保健医療計画に医薬品適正使用を施策として追加する事を提案します。

医薬品適正使用を行う理由として

①　医師が処方した薬を間違いなく服用することで病状点体調の悪化を防ぐことができる。そのことにより、
高度な治療や介護の必要性が減り、医療費の負担軽減にもつながる。
②　飲み忘れや誤った飲み方により、残薬を大量に抱えている患者さんがいる。整理をすることで誤飲、多量
服用のリスクを減少させることができる。残薬のある薬の処方をなくすことにより医療費の軽減ができる。
③　ポリファーマシー対策をすることで多剤服用による薬害のリスクを減らすことができる。複数医療機関間
での相互作用重複投与の発見、解消により患者さんの健康を守ることができる。不要な薬の処方が無くなる
事により医療費の負担が軽減できる。
④　オーバードーズが10代20代の若者で問題になっている。  医薬品適正使用の教育を行う事で若い世代を
薬物（処方薬・OTCを含む）から守る事ができる。こらから社会に必要な人材を守る事で将来的な川越市全体
の働く世代の維持につながる。

②③については川越市国保で事業実施
④については教育委員会で薬物乱用防止教室を開催

すでに行っている事業ではありますが、市民を守る活動として第四次川越市保健医療計画への追加を提案
します。
追加する項目としては　２．３　または　３．１　を想定しています。

R5

その他（全体についての意見など）

・認知症が増えています。保護者、家族に対する教育や研修が必要と思われます。

・市内医療機関に勤務をしています。子育て世代の女性職員が多く、仕事と家庭と両立は本当に大変だと実
感しています。
コロナやインフルなど１年を通し感染症の対応に、日々いつになったら自分のやりたい看護ができるんだろう
と思っています。人員不足もあり、休みが取りにくい時もあります。
インフル、コロナ抗原キットを医療者に配布していただけるとありがたいです。いつ、どこで感染するか心配し
ながら白衣をきています。
不安を感じた時にいつでも検査できるように対応していただけると不安の軽減、安心できると思います。
ご検討ください。

・全体としてよくまとめられていると思う。
各項目に共通する課題（例えば、感染症予防計画など）について、記述の表現を揃えるとより分かりやすくな
るのではないか。

R4

・病院勤務だが、5/8以降のコロナ陽性患者への対応について何も決まっていない為不安だ。
発熱外来から一般外来にかわり、治療が必要な患者が受診を控えるようなことがないようなシステム作りが
必要だと思う。

・今回初めて「川越市医療問題協議会」に参加させていただいた。第三次川越市保健医療計画施策評価報
告書を拝見した。業務内容の多さに大変驚いている。川越市保健医療部の方により市民の人がいかに守ら
れているかと思う。１人ひとりが自分で健康管理していく事が大切だと思う。

R3
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参考資料

参考１ 施策を構成する事務事業

参考２ 施策担当部署及び施策決算額一覧

参考３ 第三次川越市保健医療計画 指標一覧
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1
9

1
3
,2

3
6

1
3
,3

0
4

5
保

健
総

務
課

保
健

所
運

営
管

理
保

健
所

運
営

管
理

保
健

所
の

施
設

及
び

設
備

の
維

持
管

理
を

行
う

こ
と

で
適

正
な

業
務

執
行

に
資

す
る

た
め

の
環

境
を

整
備

す
る

。
市

職
員

保
健

所
の

施
設

及
び

設
備

の
維

持
管

理
を

行
う

。
有

7
8
,8

9
3

9
0
,5

6
9

8
0
,6

5
0

8
0
,9

6
6

7
2
,6

3
3

6
保

健
総

務
課

保
健

情
報

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

シ
ス

テ
ム

保
健

情
報

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

シ
ス

テ
ム

情
報

シ
ス

テ
ム

を
運

用
す

る
こ

と
で

、
事

務
の

効
率

化
を

図
る

と
と

も
に

適
正

な
業

務
執

行
に

資
す

る
た

め
の

環
境

を
整

備
す

る
。

市
職

員
保

健
情

報
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
シ

ス
テ

ム
の

運
用

、
管

理
を

行
う

。
有

2
6
,6

8
3

1
3
,0

5
0

2
0
,5

9
9

1
6
,7

6
0

1
0
,0

4
7

7
保

健
総

務
課

保
健

所
運

営
管

理
保

健
所

等
大

規
模

改
修

川
越

市
保

健
所

及
び

総
合

保
健

セ
ン

タ
ー

は
、

建
築

後
２

０
年

以
上

が
経

過
し

て
お

り
、

設
備

等
の

老
朽

化
が

進
行

し
て

い
る

こ
と

か
ら

、
計

画
的

に
改

修
を

行
う

。

市
民

・
保

健
所

・
保

健
セ

ン
タ

ー
照

明
Ｌ

Ｅ
Ｄ

化
工

事
・
保

健
所

・
保

健
セ

ン
タ

ー
空

調
設

備
改

修
工

事
・
保

健
セ

ン
タ

ー
全

館
空

調
中

央
監

視
装

置
（
リ

モ
ー

ト
盤

）
改

修
工

事

-
0

0
0

0
0

1
2
0
,9

8
0

1
1
8
,9

4
7

1
1
7
,2

2
3

1
1
3
,5

6
4

9
7
,2

1
6

事
業

費

合
計

1
-
1
-
1

保
健

衛
生

施
設

の
機

能
充

実

№
所

属
名

予
算

事
業

名
中

事
業

名
事

業
目

的
対

象
事

業
内

容
法

令
に

よ
る

実
施

義
務

70



7
1 

　

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

1
衛

生
検

査
課

食
品

・水
質

・感
染

症
等

検
査

食
品

・
水

質
・
感

染
症

等
検

査
一

般
事

務

食
品

等
の

検
査

、
水

質
の

検
査

、
感

染
症

等
の

検
査

、
家

庭
用

品
等

の
検

査
に

共
通

す
る

予
算

の
事

務
を

適
切

に
行

う
。

N
o
.2

か
ら

N
o.

5
ま

で
の

事
業

食
品

等
の

検
査

、
水

質
の

検
査

、
感

染
症

等
の

検
査

、
家

庭
用

品
等

の
検

査
に

共
通

す
る

消
耗

品
費

、
機

器
保

守
管

理
費

等
の

予
算

に
関

す
る

事
務

を
行

う
。

無
3
4
,6

9
4

3
2
,8

8
0

2
9
,6

1
6

2
6
,7

0
6

2
9
,5

1
4

2
衛

生
検

査
課

食
品

・水
質

・感
染

症
等

検
査

食
品

等
の

検
査

食
品

衛
生

法
に

基
づ

い
て

、
食

品
・環

境
衛

生
課

の
職

員
が

市
内

食
品

事
業

者
等

か
ら

収
去

、
買

上
等

し
た

食
品

等
の

検
査

、
異

物
混

入
等

の
苦

情
食

品
等

の
検

査
、

食
中

毒
等

の
原

因
究

明
の

た
め

の
検

査
を

実
施

し
て

食
品

の
安

全
性

確
保

及
び

飲
食

に
起

因
す

る
衛

生
上

の
危

害
発

生
防

止
を

図
る

。

食
品

衛
生

法
に

基
づ

く
収

去
食

品
、

苦
情

食
品

等

・
食

品
添

加
物

等
の

検
査

食
品

事
業

者
か

ら
収

去
等

し
た

加
工

食
品

中
の

食
品

添
加

物
等

を
分

析
し

て
、

国
が

定
め

た
基

準
に

適
合

し
て

い
る

こ
と

を
確

認
す

る
。

・
有

害
残

留
物

質
の

検
査

食
品

事
業

者
か

ら
収

去
等

し
た

野
菜

、
果

実
、

鮮
魚

介
類

等
に

含
ま

れ
る

農
薬

、
防

カ
ビ

剤
、

動
物

用
医

薬
品

等
の

残
留

物
質

の
濃

度
が

国
が

定
め

た
基

準
に

適
合

す
る

こ
と

を
確

認
す

る
。

・
食

品
の

細
菌

検
査

食
品

事
業

者
か

ら
収

去
等

し
た

加
工

食
品

等
の

細
菌

検
査

を
行

い
、

国
が

定
め

た
基

準
に

適
合

し
て

い
る

こ
と

を
確

認
す

る
。

・
食

中
毒

等
の

原
因

究
明

の
た

め
の

検
査

食
品

・
環

境
衛

生
課

が
、

食
中

毒
の

届
出

や
食

品
に

つ
い

て
の

苦
情

を
受

け
た

と
き

に
、

そ
の

原
因

と
な

る
細

菌
や

ノ
ロ

ウ
イ

ル
ス

等
を

検
査

す
る

。

有
7
,8

2
9

7
,9

8
7

6
,3

5
3

6
,2

5
9

6
,5

0
0

3
衛

生
検

査
課

食
品

・水
質

・感
染

症
等

検
査

水
質

の
検

査
水

道
法

等
に

基
づ

い
て

、
水

道
水

、
井

戸
水

等
の

検
査

を
実

施
し

て
水

質
の

衛
生

を
確

保
す

る
。

水
道

水
、

井
戸

水
、

プ
ー

ル
水

※
、

浴
槽

水
等

※
プ

ー
ル

水
の

検
査

は
令

和
５

年
９

月
１

９
日

受
付

を
も

っ
て

終
了

・
水

道
水

、
井

戸
水

、
プ

ー
ル

水
、

浴
槽

水
等

の
検

査
市

民
、

事
業

者
等

か
ら

依
頼

さ
れ

た
水

道
水

等
の

検
査

を
実

施
し

、
水

質
基

準
等

に
適

合
し

て
い

る
こ

と
を

確
認

す
る

。
無

3
6
5

4
8
5

5
7
2

5
4
1

5
5
0

4
衛

生
検

査
課

食
品

・水
質

・感
染

症
等

検
査

感
染

症
等

の
検

査

感
染

症
法

等
に

基
づ

い
て

、
感

染
症

等
の

患
者

又
は

接
触

者
を

対
象

に
、

細
菌

、
ウ

イ
ル

ス
検

査
等

を
実

施
し

て
感

染
症

等
の

予
防

及
び

ま
ん

延
防

止
を

図
る

。
 

感
染

症
等

の
患

者
等

、
性

感
染

症
検

査
希

望
者

か
ら

採
取

さ
れ

た
検

体

・
保

健
予

防
課

が
所

管
す

る
事

務
の

検
査

で
あ

る
感

染
症

法
等

に
基

づ
く
細

菌
検

査
、

ウ
イ

ル
ス

検
査

な
ど

二
類

、
三

類
感

染
症

等
の

検
査

を
実

施
す

る
。

・
保

健
予

防
課

が
所

管
す

る
事

務
で

あ
る

性
感

染
症

の
予

防
啓

発
に

か
か

る
H

IV
・
梅

毒
即

日
検

査
を

実
施

す
る

。
・
保

健
予

防
課

が
所

管
す

る
事

務
の

検
査

で
あ

る
感

染
症

法
等

に
基

づ
く
感

染
症

発
生

動
向

調
査

に
係

る
感

染
症

等
の

検
査

を
実

施
す

る
。

・
保

健
予

防
課

か
ら

の
依

頼
に

基
づ

い
て

、
市

内
の

公
衆

浴
場

を
利

用
し

た
こ

と
に

よ
っ

て
レ

ジ
オ

ネ
ラ

肺
炎

の
発

症
が

疑
わ

れ
る

際
に

、
当

該
公

衆
浴

場
の

浴
槽

水
等

に
つ

い
て

レ
ジ

オ
ネ

ラ
菌

の
検

査
を

実
施

す
る

。

有
2
0
,2

3
7

1
4
,2

2
9

1
3
,9

1
9

1
1
,7

2
7

1
1
,3

3
3

5
衛

生
検

査
課

食
品

・水
質

・感
染

症
等

検
査

家
庭

用
品

等
の

検
査

保
健

総
務

課
の

職
員

が
市

内
の

販
売

業
等

か
ら

買
い

上
げ

た
乳

幼
児

用
繊

維
製

品
及

び
健

康
食

品
に

つ
い

て
、

適
切

に
検

査
を

実
施

す
る

。

・
乳

幼
児

用
繊

維
製

品
・
健

康
食

品

保
健

総
務

課
の

依
頼

に
基

づ
い

て
次

の
検

査
を

実
施

す
る

。
・
乳

幼
児

用
繊

維
製

品
の

ホ
ル

ム
ア

ル
デ

ヒ
ド

の
含

有
に

関
す

る
検

査 ・
健

康
食

品
中

の
医

薬
品

成
分

の
含

有
に

関
す

る
検

査

無
2
4
1

2
1
3

2
2
9

2
2
3

2
2
4

6
3
,3

6
6

5
5
,7

9
4

5
0
,6

8
9

4
5
,4

5
6

4
8
,1

2
1

事
業

費

合
計

1
-
1
-
2

検
査

機
能

の
充

実

№
所

属
名

予
算

事
業

名
中

事
業

名
事

業
目

的
対

象
事

業
内

容
法

令
に

よ
る

実
施

義
務



令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

1
保

健
予

防
課

精
神

保
健

精
神

保
健

福
祉

相
談

精
神

保
健

福
祉

士
・
保

健
師

が
市

民
の

こ
こ

ろ
の

健
康

に
関

す
る

こ
と

や
、

精
神

保
健

福
祉

に
関

す
る

相
談

を
随

時
受

け
、

問
題

解
決

に
向

け
た

ア
ド

バ
イ

ス
を

行
う

。

市
民

統
合

失
調

症
、

う
つ

、
ひ

き
こ

も
り

、
ア

ル
コ

ー
ル

な
ど

精
神

保
健

福
祉

に
関

し
て

、
電

話
・
面

接
・
訪

問
・
メ

ー
ル

に
よ

り
随

時
相

談
を

実
施

。
毎

月
２

回
う

つ
に

関
す

る
相

談
、

毎
月

１
回

ア
ル

コ
ー

ル
に

関
す

る
相

談
、

毎
月

１
回

精
神

保
健

福
祉

専
門

相
談

（
精

神
科

医
に

よ
る

相
談

）
、

年
に

４
回

職
員

の
相

談
対

応
の

ス
キ

ル
ア

ッ
プ

の
た

め
、

精
神

科
医

を
ス

ー
パ

ー
バ

イ
ザ

ー
と

し
て

事
例

検
討

会
を

実
施

。

無
8
0
8

8
2
5

1
,0

5
0

6
9
4

1
,0

3
8

2
保

健
予

防
課

精
神

保
健

精
神

保
健

福
祉

家
族

教
室

精
神

障
害

者
を

抱
え

る
家

族
に

必
要

な
知

識
や

情
報

を
提

供
し

た
り

、
家

族
同

士
の

悩
み

を
交

換
し

あ
う

場
を

提
供

す
る

た
め

の
教

室
を

実
施

す
る

。

市
内

在
住

統
合

失
調

症
の

当
事

者
を

抱
え

る
家

族

3
回

1
ク

ー
ル

で
年

１
回

実
施

 
①

統
合

失
調

症
の

理
解

と
治

療
（
精

神
科

医
） 

②
家

族
の

対
応

の
仕

方
（
臨

床
心

理
士

等
） 

③
家

族
の

つ
ど

い
（
家

族
会

）

無
4
9

7
1

8
1

7
9

8
5

3
保

健
予

防
課

精
神

保
健

青
年

期
ひ

き
こ

も
り

対
策

ひ
き

こ
も

り
状

態
に

あ
る

方
や

そ
の

家
族

に
、

相
談

支
援

、
親

の
会

、
公

開
講

座
を

実
施

し
、

問
題

解
決

に
向

け
て

の
支

援
を

行
う

。
ま

た
、

関
係

機
関

が
相

互
に

連
携

を
図

り
、

本
市

の
ひ

き
こ

も
り

支
援

を
推

進
す

る
た

め
、

ひ
き

こ
も

り
支

援
連

絡
会

議
を

実
施

す
る

。

ひ
き

こ
も

り
の

当
事

者
及

び
家

族
、

関
係

機
関

ひ
き

こ
も

り
相

談
（原

則
毎

月
第

２
木

曜
日

、
そ

れ
以

外
も

随
時

対
応

）
ひ

き
こ

も
り

親
の

会
（
グ

ル
ー

プ
デ

ィ
ス

カ
ッ

シ
ョ

ン
、

臨
床

心
理

士
に

よ
る

講
義

）
（
年

6
回

）
ひ

き
こ

も
り

公
開

講
座

（
年

１
回

）
 　

ひ
き

こ
も

り
支

援
連

絡
会

議
（
年

2
回

）

無
2
0
2

1
9
4

2
0
2

1
9
0

2
1
6

4
保

健
予

防
課

精
神

保
健

精
神

保
健

福
祉

関
係

機
関

職
員

研
修

市
内

の
精

神
保

健
福

祉
に

携
わ

る
関

係
機

関
職

員
が

精
神

保
健

福
祉

に
関

す
る

知
識

を
習

得
し

、
相

談
技

術
の

向
上

や
、

適
切

な
連

携
が

図
れ

る
よ

う
に

す
る

。

市
内

関
係

機
関

職
員

精
神

保
健

福
祉

に
関

す
る

正
し

い
理

解
と

知
識

の
普

及
を

目
的

と
し

て
、

関
係

機
関

職
員

研
修

を
実

施
す

る
。

（年
１

回
）

無
1

2
6

3
6

2
6

4
6

5
保

健
予

防
課

精
神

保
健

自
殺

予
防

対
策

自
殺

予
防

対
策

を
多

角
的

に
検

討
し

総
合

的
に

推
進

す
る

た
め

、
連

絡
会

議
や

講
演

会
、

教
室

等
の

事
業

、
自

殺
予

防
に

関
す

る
啓

発
活

動
を

行
う

。
市

民

第
二

次
川

越
市

自
殺

対
策

計
画

に
基

づ
き

、
川

越
市

自
殺

対
策

連
絡

会
議

を
年

2
回

、
川

越
市

自
殺

対
策

計
画

等
検

討
会

議
を

年
2
回

実
施

。
ゲ

ー
ト

キ
ー

パ
ー

養
成

研
修

を
年

3
回

実
施

。
（
自

治
会

長
等

向
け

、
市

民
向

け
、

職
域

向
け

）
自

殺
予

防
週

間
に

あ
わ

せ
て

「
命

の
大

切
さ

を
伝

え
る

」
ポ

ス
タ

ー
展

を
実

施
。

自
殺

対
策

強
化

月
間

に
普

及
啓

発
グ

ッ
ズ

を
配

布
　

等

無
8
5
9

9
4
3

7
1
8

6
8
0

7
7
9

6
保

健
予

防
課

精
神

保
健

市
民

向
け

普
及

啓
発

講
演

会

精
神

保
健

福
祉

や
自

殺
対

策
に

関
す

る
正

し
い

理
解

と
知

識
の

普
及

、
情

報
提

供
を

図
り

、
こ

こ
ろ

の
健

康
づ

く
り

を
推

進
す

る
。

市
民

「
う

つ
病

」
、

「
統

合
失

調
症

」
、

「
ア

ル
コ

ー
ル

依
存

症
」な

ど
精

神
保

健
福

祉
や

自
殺

対
策

に
関

す
る

講
演

会
を

年
１

回
実

施
す

る
。

無
7
4

9
4

1
7
2

1
3
8

1
5
7

7
保

健
予

防
課

精
神

保
健

会
計

年
度

任
用

職
員

人
件

費
－

－
－

－
9
0
7

1
,0

0
1

2
,5

4
5

1
,8

5
0

3
,6

6
7

2
,9

0
0

3
,1

5
4

4
,8

0
4

3
,6

5
7

5
,9

8
8

事
業

費

合
計

1
-
2
-
1

精
神

保
健

対
策

の
推

進

№
所

属
名

予
算

事
業

名
中

事
業

名
事

業
目

的
対

象
事

業
内

容
法

令
に

よ
る

実
施

義
務

7
2 



7
3 

　

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

1
保

健
予

防
課

感
染

症
等

対
策

感
染

症
医

療
費

公
費

負
担

感
染

症
患

者
が

入
院

治
療

等
の

適
切

な
医

療
を

受
け

ら
れ

る
よ

う
支

援
す

る
こ

と
に

よ
り

、
感

染
症

の
ま

ん
延

を
防

止
す

る
。

一
類

感
染

症
等

の
患

者

入
院

医
療

等
に

係
る

一
部

又
は

全
部

の
費

用
を

公
費

で
負

担
す

る
こ

と
に

よ
り

、
良

質
か

つ
適

切
な

医
療

が
受

け
ら

れ
る

よ
う

支
援

す
る

。
有

2
1
8
,5

0
8

5
,5

7
1

8
,8

8
9

3
5
,9

2
5

2
3
,8

5
2

2
保

健
予

防
課

感
染

症
等

対
策

感
染

症
診

査
協

議
会

入
院

の
必

要
性

及
び

そ
の

期
間

に
つ

い
て

は
そ

の
行

為
を

最
小

限
と

す
る

よ
う

に
努

め
、

ま
た

給
付

さ
れ

る
医

療
行

為
が

適
切

で
あ

る
か

を
審

議
す

る
。

市
が

入
院

等
の

必
要

が
あ

る
と

判
断

し
た

者

感
染

症
法

に
基

づ
き

、
本

市
の

感
染

症
の

診
査

に
関

す
る

協
議

会
を

運
営

し
、

患
者

の
入

院
勧

告
、

就
業

制
限

、
公

費
負

担
等

に
関

し
、

必
要

な
事

項
の

審
議

を
行

う
。

有
1
,1

0
4

1
,0

8
8

1
,2

4
8

1
,1

3
6

1
,2

4
8

3
保

健
予

防
課

感
染

症
等

対
策

感
染

症
発

生
時

の
調

査
・
ま

ん
延

防
止

感
染

症
の

予
防

及
び

ま
ん

延
防

止
を

図
る

こ
と

に
よ

り
、

公
衆

衛
生

の
向

上
、

市
民

の
健

康
増

進
に

寄
与

す
る

。
市

民
国

、
県

等
と

の
連

携
の

た
め

の
会

議
へ

の
参

加
、

消
耗

品
等

備
蓄

品
の

整
備

、
従

事
す

る
職

員
の

予
防

接
種

等
を

通
じ

、
感

染
症

危
機

に
備

え
た

対
応

基
盤

を
整

備
す

る
。

有
1
7
4
,2

7
3

9
4
7

1
,6

6
4

9
3
5

2
,1

3
1

4
保

健
予

防
課

感
染

症
等

対
策

感
染

症
発

生
動

向
調

査
・
統

計

感
染

症
に

関
す

る
情

報
を

収
集

す
る

こ
と

に
よ

り
、

感
染

症
の

発
生

の
状

況
及

び
ま

ん
延

の
状

況
を

明
ら

か
に

す
る

。
感

染
症

の
患

者
等

感
染

症
の

患
者

等
に

質
問

又
は

必
要

な
調

査
を

行
い

、
情

報
を

収
集

し
、

感
染

症
の

発
生

の
状

況
、

動
向

及
び

原
因

を
明

ら
か

に
す

る
。

有
3
3
7
,7

6
4

1
,6

2
8

3
,9

4
8

3
,6

5
3

2
,5

9
5

5
保

健
予

防
課

感
染

症
等

対
策

結
核

・
感

染
症

の
保

健
指

導
・
相

談

感
染

症
に

関
す

る
相

談
事

業
を

展
開

す
る

他
、

感
染

症
の

治
療

に
関

す
る

保
健

指
導

等
を

実
施

し
、

治
療

達
成

を
補

助
す

る
。

感
染

症
の

患
者

等

感
染

症
全

般
に

関
す

る
相

談
を

受
け

付
け

る
他

、
感

染
症

患
者

か
ら

の
相

談
を

通
じ

、
不

安
の

解
消

や
保

健
指

導
、

必
要

に
応

じ
た

サ
ー

ビ
ス

を
提

供
す

る
。

ま
た

、
法

律
上

で
治

療
の

促
進

が
求

め
ら

れ
て

い
る

結
核

患
者

に
つ

い
て

は
、

病
状

調
査

や
訪

問
・
服

薬
指

導
を

通
じ

た
支

援
に

よ
り

治
療

達
成

を
補

助
す

る
。

有
2
2
,5

3
0

1
8
5

3
1
6

1
5
5

2
7
9

6
保

健
予

防
課

感
染

症
等

対
策

結
核

・
感

染
症

予
防

啓
発

感
染

症
に

関
す

る
知

識
の

普
及

啓
発

を
図

り
、

感
染

症
の

ま
ん

延
を

防
止

す
る

。
市

民
等

研
修

会
等

を
主

催
し

、
感

染
症

に
関

す
る

正
し

い
知

識
の

普
及

啓
発

を
図

る
。

有
8
0

7
6

1
,0

9
1

8
1
6

1
,1

5
0

7
保

健
予

防
課

感
染

症
等

対
策

結
核

接
触

者
健

診
・
管

理
検

診

結
核

回
復

者
の

再
発

、
患

者
家

族
等

の
接

触
者

へ
感

染
の

早
期

発
見

を
図

り
、

感
染

症
の

ま
ん

延
を

防
止

す
る

。

結
核

登
録

者
、

接
触

者
等

結
核

に
り

患
し

て
い

る
と

疑
う

に
足

る
も

の
に

対
し

、
患

者
の

排
菌

状
況

等
を

勘
案

し
な

が
ら

、
健

診
等

を
実

施
す

る
こ

と
で

、
発

病
前

に
感

染
の

早
期

発
見

、
感

染
源

・
感

染
経

路
の

探
求

等
を

行
う

。
ま

た
、

結
核

登
録

者
（
結

核
回

復
者

）
に

対
し

て
は

、
定

期
的

に
精

密
検

査
を

実
施

し
、

再
発

の
早

期
発

見
を

図
る

。

有
9
6

2
3
3

6
2
9

2
3
5

4
8
1

8
保

健
予

防
課

感
染

症
等

対
策

結
核

定
期

病
状

調
査

結
核

登
録

者
の

病
状

等
を

把
握

す
る

こ
と

に
よ

り
、

結
核

の
再

発
、

治
療

の
自

己
中

断
や

二
次

感
染

の
防

止
を

図
る

。

結
核

患
者

の
関

係
者

結
核

登
録

者
の

内
、

本
人

へ
の

調
査

に
よ

る
病

状
の

把
握

が
困

難
な

者
に

対
し

、
医

療
機

関
等

の
関

係
者

か
ら

結
核

登
録

者
の

病
状

等
を

把
握

す
る

こ
と

に
よ

り
、

訪
問

指
導

等
の

結
核

対
策

の
迅

速
化

、
円

滑
化

を
図

り
、

も
っ

て
結

核
の

適
切

な
治

療
を

支
援

し
、

再
発

や
二

次
感

染
の

防
止

を
図

る
。

有
0

0
0

0
0

9
保

健
予

防
課

感
染

症
等

対
策

結
核

予
防

費
補

助
結

核
の

定
期

健
康

診
断

に
要

す
る

費
用

に
対

し
て

補
助

を
行

う
こ

と
に

よ
り

、
結

核
の

定
期

健
康

診
断

の
普

及
及

び
受

診
率

の
向

上
を

図
る

。

学
校

又
は

施
設

の
設

置
者

結
核

患
者

の
早

期
発

見
と

集
団

発
生

の
防

止
を

図
る

た
め

、
学

校
又

は
施

設
の

長
が

実
施

す
る

結
核

の
定

期
健

康
診

断
に

対
し

、
事

業
費

補
助

を
行

う
。

有
1
,9

9
4

1
,7

4
7

2
,9

3
6

1
,6

8
6

2
,3

8
5

1
0

保
健

予
防

課
感

染
症

等
対

策
性

感
染

症
・
エ

イ
ズ

予
防

啓
発

エ
イ

ズ
を

含
む

性
感

染
症

に
関

す
る

啓
発

を
通

じ
、

ま
ん

延
を

防
止

す
る

。
市

民
等

研
修

会
の

開
催

、
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
配

布
や

広
報

川
越

を
通

じ
、

エ
イ

ズ
を

含
む

性
感

染
症

に
関

す
る

正
し

い
知

識
を

普
及

啓
発

す
る

。
特

に
若

年
向

け
の

普
及

啓
発

活
動

と
し

て
、

市
内

市
立

中
学

校
等

を
対

象
と

し
た

性
感

染
症

の
予

防
に

関
す

る
出

前
講

座
を

実
施

し
て

い
る

。
※

令
和

6
年

度
よ

り
、

中
事

業
「
結

核
・
感

染
症

予
防

啓
発

」
へ

統
合

。

有
7
5
0

7
7
2

0
0

0

1
1

保
健

予
防

課
感

染
症

等
対

策
性

感
染

症
検

査
・

相
談

エ
イ

ズ
を

含
む

性
感

染
症

に
関

す
る

検
査

・
相

談
の

体
制

を
提

供
す

る
こ

と
に

よ
り

、
エ

イ
ズ

を
含

む
性

感
染

症
の

ま
ん

延
を

防
止

す
る

。
市

民
等

特
定

感
染

症
予

防
指

針
に

基
づ

き
、

検
査

・
相

談
体

制
を

提
供

す
る

。
検

査
に

つ
い

て
は

、
即

日
検

査
及

び
通

常
検

査
（
日

中
・
夜

間
）
を

月
に

１
回

提
供

し
て

い
る

。
即

日
検

査
の

検
査

項
目

は
H

IV
の

み
、

通
常

検
査

の
検

査
項

目
は

H
IV

、
梅

毒
、

ク
ラ

ミ
ジ

ア
、

B
型

肝
炎

、
C

型
肝

炎
の

５
種

類
と

な
る

。

有
4
3
2

6
4
3

8
7
4

7
8
9

1
,3

0
0

1
2

保
健

予
防

課
感

染
症

等
対

策
会

計
年

度
任

用
職

員
人

件
費

－
－

－
－

3
,8

5
2

3
,3

7
3

3
,9

4
8

1
,6

4
4

3
,9

2
8

事
業

費

1
-
2
-
2

感
染

症
予

防
対

策
の

推
進

№
所

属
名

予
算

事
業

名
中

事
業

名
事

業
目

的
対

象
事

業
内

容
法

令
に

よ
る

実
施

義
務



令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

事
業

費

1
-
2
-
2

感
染

症
予

防
対

策
の

推
進

№
所

属
名

予
算

事
業

名
中

事
業

名
事

業
目

的
対

象
事

業
内

容
法

令
に

よ
る

実
施

義
務

1
3

保
健

予
防

課
感

染
症

等
対

策
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

応

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

患
者

が
入

院
治

療
等

の
適

切
な

医
療

を
受

け
ら

れ
る

よ
う

支
援

す
る

他
、

接
触

者
等

の
相

談
に

応
じ

る
こ

と
に

よ
り

、
感

染
症

の
ま

ん
延

を
防

止
す

る
。

市
民

感
染

症
法

に
基

づ
き

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
に

関
連

し
た

各
種

事
業

等
を

行
う

。
※

令
和

6
年

度
よ

り
、

中
事

業
「
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

応
」を

廃
止

し
、

残
務

処
理

に
係

る
費

用
を

中
事

業
「
感

染
症

医
療

費
公

費
負

担
」
及

び
「
感

染
症

発
生

動
向

調
査

・
統

計
」
へ

振
り

分
け

て
対

応
と

な
る

。

有
0

1
5
2
,7

8
3

0
0

0

7
6
1
,3

8
3

1
6
9
,0

4
6

2
5
,5

4
3

4
6
,9

7
4

3
9
,3

4
9

合
計

7
4 



7
5 

　

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（千
円

）
予

算
額

（
千

円
）

1
食

品
・環

境
衛

生
課

食
品

・
環

境
衛

生
課

一
般

事
務

食
品

・
環

境
衛

生
課

一
般

事
務

課
一

般
事

務
を

行
う

。
職

員
課

一
般

事
務

に
係

る
消

耗
品

の
購

入
有

0
5
0

5
0

5
0

5
0

2
食

品
・環

境
衛

生
課

食
品

衛
生

指
導

卸
売

市
場

の
監

視
指

導

市
民

の
食

の
安

全
を

守
る

た
め

に
、

食
品

の
流

通
拠

点
で

あ
る

川
越

総
合

卸
売

市
場

の
監

視
指

導
を

実
施

す
る

。
営

業
者

早
朝

の
卸

売
業

者
や

仲
卸

業
者

、
販

売
者

、
飲

食
店

等
に

対
す

る
監

視
指

導
通

常
の

監
視

指
導

（
午

前
中

実
施

）
卸

売
市

場
内

営
業

施
設

に
対

す
る

H
A

C
C

P
を

含
む

食
品

衛
生

に
関

す
る

普
及

・
啓

発

有
1
1
3

1
3
8

1
4
6

1
4
5

1
5
0

3
食

品
・環

境
衛

生
課

食
品

衛
生

指
導

食
中

毒
の

処
理

食
中

毒
の

原
因

究
明

、
再

発
防

止
及

び
危

害
拡

大
防

止
の

た
め

、
調

査
、

指
導

、
試

験
検

査
を

実
施

す
る

。
営

業
者

、
市

民

食
中

毒
の

原
因

究
明

、
再

発
防

止
及

び
危

害
拡

大
防

止
の

た
め

、
食

中
毒

営
業

施
設

及
び

患
者

に
対

し
調

査
、

指
導

及
び

試
験

検
査

を
実

施
す

る
。

・食
中

毒
発

生
時

の
調

査
、

再
発

防
止

、
試

験
検

査
の

実
施

。

有
4

7
9

1
0
1

8
6

1
0
1

4
食

品
・環

境
衛

生
課

食
品

衛
生

指
導

食
品

営
業

許
可

公
衆

衛
生

上
の

危
害

発
生

防
止

の
た

め
、

法
令

で
定

め
ら

れ
た

業
種

に
つ

い
て

営
業

許
可

を
取

得
さ

せ
る

。
営

業
者

公
衆

衛
生

上
の

危
害

発
生

防
止

の
た

め
、

法
令

で
定

め
ら

れ
た

業
種

に
つ

い
て

営
業

許
可

を
取

得
さ

せ
る

。
・営

業
者

か
ら

申
請

を
受

け
る

。
・現

地
調

査
を

実
施

。
・食

品
衛

生
オ

ン
ラ

イ
ン

シ
ス

テ
ム

及
び

厚
生

労
働

省
食

品
衛

生
申

請
等

シ
ス

テ
ム

を
用

い
て

営
業

施
設

の
デ

ー
タ

管
理

を
行

う
。

・営
業

許
可

書
を

交
付

す
る

。

有
6
,8

4
1

5
,8

6
4

5,
8
97

5
,8

5
9

5,
2
6
5

5
食

品
・環

境
衛

生
課

食
品

衛
生

指
導

食
品

営
業

施
設

の
監

視
指

導
食

の
安

全
・
安

心
を

確
保

す
る

た
め

、
食

品
営

業
施

設
の

監
視

指
導

を
実

施
す

る
。

営
業

者

・食
品

営
業

施
設

の
監

視
指

導
・食

品
等

の
適

正
表

示
に

係
る

監
視

指
導

・食
品

営
業

施
設

や
食

品
等

に
関

す
る

苦
情

、
相

談
業

務
・違

反
食

品
の

排
除

等

有
4
5
5

5
2
5

2,
0
90

1
,9

6
3

1,
5
1
5

6
食

品
・環

境
衛

生
課

食
品

衛
生

指
導

食
品

衛
生

の
普

及
・
啓

発

食
品

衛
生

法
及

び
食

品
表

示
法

に
基

づ
き

、
食

中
毒

予
防

や
食

品
衛

生
に

関
す

る
正

し
い

知
識

の
普

及
・
啓

発
を

行
う

。
営

業
者

、
市

民

食
品

衛
生

法
及

び
食

品
表

示
法

に
基

づ
き

、
食

中
毒

予
防

や
食

品
衛

生
に

関
す

る
正

し
い

知
識

の
普

及
・
啓

発
を

行
う

。
 

・食
品

営
業

者
に

対
し

、
食

中
毒

予
防

や
食

品
衛

生
に

関
す

る
正

し
い

知
識

の
普

及
・
啓

発
を

行
う

 
・一

般
市

民
に

対
し

、
食

中
毒

予
防

や
食

品
衛

生
に

関
す

る
正

し
い

知
識

の
普

及
・啓

発
を

行
う

有
1
1
2

1
2
4

2
1
7

1
6
5

2
1
2

7
食

品
・環

境
衛

生
課

食
品

衛
生

指
導

食
品

の
収

去
検

査
食

の
安

全
・
安

心
を

確
保

す
る

た
め

、
市

内
で

生
産

、
製

造
及

び
販

売
さ

れ
て

い
る

食
品

の
収

去
検

査
（
抜

き
取

り
検

査
）
を

実
施

す
る

。
営

業
者

市
内

で
生

産
、

製
造

及
び

販
売

さ
れ

て
い

る
食

品
の

収
去

検
査

（抜
き

取
り

検
査

）を
実

施
す

る
。

過
去

の
立

ち
入

り
検

査
結

果
及

び
各

施
設

で
の

衛
生

管
理

状
況

等
を

踏
ま

え
て

、
危

害
発

生
の

可
能

性
が

高
い

と
考

え
ら

れ
る

食
品

等
及

び
検

査
項

目
に

つ
い

て
、

令
和

6
年

度
川

越
市

食
品

衛
生

監
視

指
導

計
画

に
基

づ
き

収
去

検
査

を
実

施
す

る
。

有
1
7
9

1
7
5

2
1
5

1
9
4

1
7
4

8
食

品
・環

境
衛

生
課

食
品

衛
生

指
導

食
品

衛
生

関
係

優
良

施
設

等
表

彰

食
品

衛
生

の
向

上
を

図
る

た
め

、
地

域
住

民
の

日
常

生
活

に
深

い
関

係
の

あ
る

食
品

衛
生

の
推

進
の

た
め

に
努

力
し

、
そ

の
成

果
が

顕
著

で
あ

る
者

を
表

彰
す

る
。

営
業

者

市
長

表
彰

・優
良

施
設

表
彰

施
設

の
衛

生
管

理
が

優
秀

で
あ

り
、

施
設

改
善

に
対

す
る

熱
意

が
認

め
れ

ら
れ

る
施

設
に

対
し

表
彰

す
る

。
・優

良
功

労
者

表
彰

食
品

衛
生

関
係

営
業

に
関

し
て

組
織

活
動

の
推

進
、

衛
生

措
置

の
改

善
に

貢
献

し
、

そ
の

功
績

が
顕

著
で

あ
る

も
の

に
対

し
表

彰
す

る
。

保
健

所
長

表
彰

・優
良

従
業

員
表

彰
衛

生
知

識
が

あ
り

、
業

務
に

精
励

し
、

素
行

善
良

で
他

の
模

範
と

な
る

者
に

対
し

表
彰

す
る

。
 市

長
表

彰
の

受
賞

後
は

、
食

品
衛

生
協

会
長

表
彰

、
埼

玉
県

知
事

表
彰

、
日

本
食

品
衛

生
協

会
長

表
彰

、
厚

生
労

働
大

臣
表

彰
対

象
施

設
と

な
る

。

無
8

1
5
3

1
1
4

9
7

1
1
4

9
食

品
・環

境
衛

生
課

食
品

衛
生

指
導

食
品

の
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
食

品
の

安
全

性
に

関
す

る
情

報
を

公
開

し
、

消
費

者
が

意
見

を
表

明
す

る
機

会
を

確
保

す
る

。
市

民

食
品

の
安

全
ヘ

の
取

組
と

し
て

、
食

品
の

安
全

性
に

関
す

る
情

報
を

公
開

し
、

消
費

者
が

意
見

を
表

明
す

る
機

会
を

確
保

す
る

。
 

消
費

者
（
市

民
）
に

対
し

、
様

々
な

手
法

に
よ

り
実

施
す

る
。

 
例

 
・講

習
会

の
開

催
 

・体
験

型
学

習
会

の
開

催

有
0

7
1
1

1
1

1
6

7
,7

1
2

7
,1

1
5

8,
8
41

8
,5

7
0

7,
5
9
7

事
業

費

合
計

1
-
3
-
1

食
の

安
全

の
確

保

№
所

属
名

予
算

事
業

名
中

事
業

名
事

業
目

的
対

象
事

業
内

容
法

令
に

よ
る

実
施

義
務



令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

1
食

品
・
環

境
衛

生
課

環
境

衛
生

指
導

環
境

衛
生

関
係

施
設

等
の

許
可

・
届

出
受

理
等

市
民

の
健

康
、

安
全

を
確

保
す

る
た

め
、

生
活

衛
生

営
業

施
設

に
係

る
法

、
条

例
等

に
基

づ
く
事

務
を

行
う

。
営

業
者

法
、

条
例

等
に

基
づ

き
、

届
出

受
理

、
検

査
確

認
、

許
可

等
の

事
務

を
行

う
。

有
1
4
7

1
8
2

2
3
0

2
1
5

2
0
9

2
食

品
・
環

境
衛

生
課

環
境

衛
生

指
導

環
境

衛
生

関
係

施
設

等
の

監
視

指
導

市
民

の
健

康
、

安
全

を
確

保
す

る
た

め
、

環
境

衛
生

営
業

施
設

に
対

す
る

監
視

指
導

を
行

う
。

営
業

者
環

境
衛

生
営

業
施

設
に

対
し

て
、

環
境

衛
生

監
視

員
に

よ
る

立
入

調
査

を
行

う
。

 
※

関
連

施
策

：
１

０
－

４
　

食
の

安
全

・衛
生

的
な

住
環

境
の

確
保

有
1
6
6

1
6
4

1
7
5

1
3
2

1
9
2

3
食

品
・
環

境
衛

生
課

環
境

衛
生

指
導

そ
族

・
昆

虫
等

相
談

市
民

の
安

全
で

快
適

な
生

活
環

境
の

向
上

を
目

指
す

た
め

、
そ

族
・
昆

虫
等

に
係

る
相

談
を

受
け

る
。

市
民

そ
族

・
昆

虫
等

を
駆

除
す

る
た

め
の

方
法

の
説

明
、

駆
除

業
者

の
紹

介
を

行
う

。
ま

た
、

相
談

の
内

容
に

よ
っ

て
は

、
デ

ン
グ

熱
、

ジ
カ

熱
等

の
原

因
と

な
る

蚊
の

対
策

と
し

て
、

薬
剤

の
使

用
見

本
を

渡
す

。
有

5
0

5
2

1
8
5

1
7
6

5
9

4
食

品
・
環

境
衛

生
課

環
境

衛
生

指
導

水
害

消
毒

市
民

の
健

康
、

安
全

を
確

保
す

る
た

め
、

水
害

を
受

け
た

家
屋

に
対

し
、

消
毒

を
行

う
。

市
民

台
風

等
の

水
害

後
に

、
床

上
浸

水
、

床
下

浸
水

等
に

よ
る

被
害

を
受

け
た

家
屋

に
対

し
、

消
毒

を
行

う
。

有
9
8

4
9

2
9
8

1
8
4

1
7
2

5
食

品
・
環

境
衛

生
課

環
境

衛
生

指
導

健
康

で
快

適
な

居
住

環
境

づ
く
り

支
援

市
民

の
健

康
で

快
適

な
居

住
環

境
を

確
保

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
、

い
わ

ゆ
る

シ
ッ

ク
ハ

ウ
ス

症
候

群
に

よ
る

健
康

被
害

防
止

の
た

め
の

支
援

事
業

を
行

う
。

市
民

市
民

か
ら

シ
ッ

ク
ハ

ウ
ス

に
係

る
相

談
が

あ
っ

た
場

合
、

相
談

者
宅

を
訪

問
し

、
室

内
空

気
環

境
を

測
定

す
る

こ
と

に
よ

り
、

原
因

究
明

に
努

め
、

助
言

を
行

う
。

有
1
9

1
3

2
4

2
0

2
5

6
食

品
・
環

境
衛

生
課

環
境

衛
生

指
導

環
境

衛
生

関
係

優
良

施
設

等
表

彰

公
衆

衛
生

の
向

上
を

図
る

た
め

、
地

域
住

民
の

日
常

生
活

に
深

い
関

係
の

あ
る

環
境

衛
生

の
推

進
の

た
め

に
努

力
し

、
そ

の
成

果
が

顕
著

で
あ

る
者

を
表

彰
す

る
。

営
業

者
優

良
施

設
表

彰
、

衛
生

功
労

者
表

彰
に

つ
い

て
は

市
長

が
、

優
良

従
業

員
表

彰
に

つ
い

て
は

保
健

所
長

が
行

う
。

無
6

5
9

5
9

7
食

品
・
環

境
衛

生
課

動
物

管
理

・
指

導
狂

犬
病

予
防

狂
犬

病
の

発
生

を
予

防
す

る
こ

と
に

よ
り

、
公

衆
衛

生
の

向
上

及
び

公
共

の
福

祉
の

増
進

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
、

狂
犬

病
予

防
法

に
基

づ
く
事

務
、

狂
犬

病
予

防
注

射
実

施
の

推
進

及
び

普
及

啓
発

を
行

う
。

市
民

狂
犬

病
予

防
法

に
基

づ
き

、
犬

の
登

録
、

狂
犬

病
予

防
注

射
済

票
の

交
付

を
行

っ
て

い
る

。
ま

た
、

狂
犬

病
予

防
注

射
の

実
施

を
推

進
す

る
た

め
、

埼
玉

県
獣

医
師

会
と

協
定

を
締

結
し

、
集

合
狂

犬
病

予
防

注
射

を
実

施
し

て
い

る
。

ま
た

、
集

合
注

射
会

場
に

て
、

狂
犬

病
予

防
等

に
係

る
啓

発
リ

ー
フ

レ
ッ

ト
を

配
布

し
て

い
る

。

有
2
,7

6
8

2
,0

5
1

2
,0

9
4

2
,2

7
6

2
,7

1
1

8
食

品
・
環

境
衛

生
課

動
物

管
理

・
指

導
動

物
愛

護
の

普
及

・
啓

発

動
物

に
よ

る
人

の
生

命
、

身
体

及
び

財
産

に
対

す
る

侵
害

並
び

に
生

活
環

境
の

保
全

上
の

支
障

を
防

止
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
、

動
物

の
愛

護
と

適
正

な
飼

養
に

関
す

る
普

及
啓

発
を

行
う

。

市
民

動
物

の
適

正
な

取
扱

い
を

普
及

啓
発

さ
せ

る
た

め
、

犬
の

し
つ

け
方

教
室

及
び

猫
の

適
正

飼
養

講
習

会
を

実
施

し
て

い
る

。
※

関
連

施
策

：
１

０
－

４
　

食
の

安
全

・衛
生

的
な

住
環

境
の

確
保

無
5
5
3

2
0
2

5
7
7

3
7
8

2
6
8

9
食

品
・
環

境
衛

生
課

動
物

管
理

・
指

導
野

犬
等

の
収

容

動
物

の
健

康
及

び
そ

の
安

全
を

保
持

す
る

と
と

も
に

、
動

物
に

よ
る

人
の

生
命

、
身

体
及

び
財

産
に

対
す

る
侵

害
を

防
止

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

、
埼

玉
県

動
物

の
愛

護
及

び
管

理
に

関
す

る
条

例
に

基
づ

く
野

犬
等

の
収

容
を

行
う

。

市
民

埼
玉

県
動

物
の

愛
護

及
び

管
理

に
関

す
る

条
例

に
基

づ
き

、
負

傷
動

物
の

保
護

及
び

野
犬

等
の

捕
獲

、
収

容
、

保
管

を
業

務
委

託
し

て
実

施
し

て
い

る
。

有
9
,3

6
3

1
3
,5

7
5

9
,9

9
4

9
,1

0
6

1
0
,1

2
5

1
0

食
品

・
環

境
衛

生
課

動
物

管
理

・
指

導
犬

及
び

猫
の

引
取

り

動
物

に
よ

る
人

の
生

命
、

身
体

及
び

財
産

に
対

す
る

侵
害

並
び

に
生

活
環

境
の

保
全

上
の

支
障

を
防

止
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
、

動
物

の
愛

護
及

び
管

理
に

関
す

る
法

律
に

基
づ

き
、

犬
及

び
猫

の
引

取
り

を
行

う
。

市
民

動
物

の
愛

護
及

び
管

理
に

関
す

る
法

律
に

基
づ

き
、

ど
う

し
て

も
飼

え
な

く
な

っ
た

犬
及

び
猫

の
引

取
り

を
行

っ
て

い
る

。
有

2
1
9

3
3
1

3
5
4

3
2
8

3
1
6

1
1

食
品

・
環

境
衛

生
課

動
物

管
理

・
指

導
動

物
取

扱
業

登
録

等

動
物

の
健

康
及

び
そ

の
安

全
を

保
持

す
る

と
と

も
に

、
動

物
に

よ
る

人
の

生
命

、
身

体
及

び
財

産
に

対
す

る
侵

害
を

防
止

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

、
動

物
の

愛
護

及
び

管
理

に
関

す
る

法
律

に
基

づ
き

、
動

物
取

扱
業

の
登

録
を

行
う

。

営
業

者

動
物

の
愛

護
及

び
管

理
に

関
す

る
法

律
に

基
づ

き
、

ペ
ッ

ト
シ

ョ
ッ

プ
、

ペ
ッ

ト
ホ

テ
ル

な
ど

の
動

物
取

扱
業

を
営

業
す

る
方

の
登

録
申

請
受

理
、

現
地

確
認

、
登

録
証

の
交

付
及

び
監

視
・指

導
を

行
っ

て
い

る
。

有
5
4

4
8

4
7

3
9

4
9

1
2

食
品

・
環

境
衛

生
課

動
物

管
理

・
指

導
動

物
に

関
す

る
苦

情
・
相

談

動
物

に
よ

る
人

の
生

命
、

身
体

及
び

財
産

に
対

す
る

侵
害

並
び

に
生

活
環

境
の

保
全

上
の

支
障

を
防

止
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
、

動
物

の
愛

護
及

び
管

理
に

関
す

る
法

律
及

び
埼

玉
県

動
物

の
愛

護
及

び
管

理
に

関
す

る
条

例
に

基
づ

き
、

苦
情

や
相

談
に

対
す

る
対

応
を

行
う

。

市
民

動
物

の
愛

護
及

び
管

理
に

関
す

る
法

律
及

び
埼

玉
県

動
物

の
愛

護
及

び
管

理
に

関
す

る
条

例
に

基
づ

き
、

放
し

飼
い

の
犬

の
取

締
り

や
犬

の
捕

獲
依

頼
、

犬
や

猫
の

糞
尿

や
鳴

き
声

に
対

す
る

苦
情

並
び

に
犬

や
猫

の
飼

い
方

に
関

す
る

相
談

を
受

け
付

け
、

飼
い

主
に

対
す

る
指

導
等

を
行

う
。

有
1
9

1
2

4
0

2
8

3

1
3

食
品

・
環

境
衛

生
課

動
物

管
理

・
指

導
飼

い
主

の
い

な
い

猫
の

不
妊

・
去

勢
手

術
補

助
金

飼
い

主
の

い
な

い
猫

の
繁

殖
抑

制
を

図
り

、
地

域
の

良
好

な
生

活
環

境
を

促
進

す
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

。
市

民
飼

い
主

の
い

な
い

猫
に

不
妊

・去
勢

手
術

を
実

施
す

る
方

に
対

し
て

、
そ

の
手

術
費

用
の

一
部

を
補

助
す

る
。

無
3
3
6

8
0

5
0
6

8
0

4
5
9

1
3
,7

9
8

1
6
,7

6
4

1
4
,5

3
3

1
2
,9

6
7

1
4
,5

9
7

事
業

費

合
計

1
-
3
-
2

衛
生

的
な

住
環

境
の

確
保

№
所

属
名

予
算

事
業

名
中

事
業

名
事

業
目

的
対

象
事

業
内

容
法

令
に

よ
る

実
施

義
務

7
6 



7
7 

　

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

1
健

康
管

理
課

予
防

接
種

事
故

補
償

金
予

防
接

種
事

故
補

償
金

予
防

接
種

健
康

被
害

者
の

救
済

の
た

め
給

付
を

行
う

。
市

民
予

防
接

種
健

康
被

害
者

に
対

し
、

法
令

等
で

定
め

ら
れ

た
給

付
を

行
い

、
救

済
を

図
る

。
有

1
2
,2

5
1

1
2
,6

1
2

1
3
,7

3
4

1
2
,2

2
1

1
5
,0

7
1

2
健

康
管

理
課

予
防

接
種

の
推

進
定

期
予

防
接

種
予

防
接

種
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

感
染

症
の

発
生

及
び

ま
ん

延
を

予
防

す
る

。
市

民

乳
幼

児
や

児
童

等
へ

の
定

期
接

種
と

し
て

、
Ｂ

型
肝

炎
、

ヒ
ブ

、
小

児
用

肺
炎

球
菌

、
四

種
混

合
（
ジ

フ
テ

リ
ア

、
破

傷
風

、
百

日
せ

き
、

不
活

化
ポ

リ
オ

）
、

二
種

混
合

（
ジ

フ
テ

リ
ア

、
破

傷
風

）
、

Ｂ
Ｃ

Ｇ
、

麻
し

ん
風

し
ん

混
合

、
水

痘
（
水

ぼ
う

そ
う

）
、

日
本

脳
炎

、
Ｈ

Ｐ
Ｖ

（
ヒ

ト
パ

ピ
ロ

ー
マ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
）
、

ロ
タ

を
委

託
医

療
機

関
で

実
施

す
る

。
ま

た
、

高
齢

者
へ

の
定

期
接

種
と

し
て

、
高

齢
者

肺
炎

球
菌

、
高

齢
者

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
予

防
接

種
の

接
種

費
用

の
一

部
又

は
全

部
を

助
成

す
る

。

有
8
8
0
,1

8
2

9
1
9
,4

1
9

1
,1

1
5
,6

6
1

1
,1

0
5
,8

7
4

1
,0

2
2
,0

7
6

3
健

康
管

理
課

予
防

接
種

の
推

進
任

意
予

防
接

種
予

防
接

種
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

感
染

症
の

発
生

及
び

ま
ん

延
を

予
防

す
る

。
市

民

高
齢

者
を

対
象

と
し

た
高

齢
者

肺
炎

球
菌

予
防

接
種

や
先

天
性

風
し

ん
症

候
群

(C
R

S
)対

策
と

し
て

妊
娠

を
希

望
す

る
女

性
等

を
対

象
と

し
た

風
し

ん
予

防
接

種
の

費
用

の
一

部
又

は
全

部
を

助
成

す
る

。
 

ま
た

、
積

極
的

勧
奨

の
差

控
え

に
よ

り
、

定
期

接
種

の
接

種
機

会
を

逃
し

た
方

が
定

期
接

種
年

齢
以

後
に

任
意

で
Ｈ

Ｐ
Ｖ

ワ
ク

チ
ン

を
接

種
し

た
場

合
に

そ
の

費
用

を
助

成
す

る
。

無
3
,9

8
3

3
,0

7
9

6
,0

1
8

1
,8

8
5

3
,5

2
6

4
健

康
管

理
課

予
防

接
種

の
推

進
風

し
ん

抗
体

検
査

風
し

ん
の

流
行

と
先

天
性

風
し

ん
症

候
群

の
発

生
を

予
防

す
る

。
市

民
妊

娠
を

希
望

す
る

女
性

等
へ

の
風

し
ん

抗
体

検
査

を
実

施
す

る
。

無
2
,3

1
1

1
,9

1
9

2
,3

2
2

1
,8

6
0

1
,7

7
7

5
健

康
管

理
課

予
防

接
種

の
推

進
風

し
ん

第
５

期
定

期
接

種
・
抗

体
検

査
風

し
ん

第
５

期
対

象
者

の
疾

病
の

予
防

及
び

ま
ん

延
を

防
止

す
る

。
市

民
予

防
接

種
法

等
に

基
づ

き
、

対
象

者
に

風
し

ん
抗

体
検

査
及

び
予

防
接

種
を

実
施

す
る

。
有

1
5
,0

2
1

2
8
,4

1
3

4
8
,2

5
2

2
9
,2

8
1

0

6
健

康
管

理
課

予
防

接
種

の
推

進
再

接
種

費
用

助
成

任
意

予
防

接
種

費
用

を
助

成
す

る
こ

と
に

よ
り

、
経

済
的

負
担

の
軽

減
、

感
染

症
の

発
生

及
び

ま
ん

延
の

予
防

す
る

。
市

民
骨

髄
移

植
等

に
よ

り
定

期
予

防
接

種
の

効
果

が
期

待
で

き
な

く
な

っ
た

者
が

再
度

予
防

接
種

を
受

け
る

際
の

費
用

を
助

成
す

る
。

無
7
9

1
0
9

3
7
7

0
3
5
9

7
健

康
管

理
課

予
防

接
種

の
推

進
予

防
接

種
一

般
事

務
予

防
接

種
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

感
染

症
の

発
生

及
び

ま
ん

延
を

予
防

す
る

。
市

民
予

防
接

種
法

等
に

基
づ

き
、

乳
幼

児
・
児

童
・
高

齢
者

等
を

対
象

に
各

種
の

定
期

予
防

接
種

等
を

実
施

す
る

。
有

8
,3

0
7

5
,2

6
2

8
,3

1
2

7
,2

8
7

9
,9

8
9

8
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

ワ
ク

チ
ン

接
種

対
策

室

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
ワ

ク
チ

ン
接

種
事

業

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
ワ

ク
チ

ン
接

種
に

関
す

る
事

務

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
ワ

ク
チ

ン
接

種
を

迅
速

か
つ

円
滑

に
実

施
す

る
。

市
民

等
予

防
接

種
法

上
の

臨
時

接
種

で
あ

る
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

ワ
ク

チ
ン

の
接

種
を

実
施

す
る

。
有

2
,0

1
5
,6

4
3

1
,1

2
6
,0

7
7

0
0

0

9
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

ワ
ク

チ
ン

接
種

対
策

室

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
ワ

ク
チ

ン
接

種
事

業

会
計

年
度

任
用

職
員

人
件

費
－

－
－

無
2
,5

0
4

2
,2

0
7

0
0

0

1
0

健
康

管
理

課
予

防
接

種
の

推
進

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
ワ

ク
チ

ン
予

防
接

種

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
ワ

ク
チ

ン
接

種
を

迅
速

か
つ

円
滑

に
実

施
す

る
。

市
民

等
予

防
接

種
法

上
の

臨
時

接
種

で
あ

る
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

ワ
ク

チ
ン

の
接

種
を

実
施

す
る

。
-

0
0

0
4
5
1
,4

2
0

6
1
8
,6

7
7

2
,9

4
0
,2

8
1

2
,0

9
9
,0

9
7

1
,1

9
4
,6

7
6

1
,6

0
9
,8

2
8

1
,6

7
1
,4

7
5

事
業

費

合
計

2
-
1
-
1

予
防

接
種

の
推

進

№
所

属
名

予
算

事
業

名
中

事
業

名
事

業
目

的
対

象
事

業
内

容
法

令
に

よ
る

実
施

義
務



令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

2
母

子
保

健
課

母
子

保
健

課
一

般
事

務
母

子
保

健
課

一
般

事
務

－
－

－
-

0
0

5
5
0

7
9
3

1
,1

1
0

3
母

子
保

健
課

母
子

保
健

指
導

母
子

保
健

指
導

業
務

母
子

保
健

指
導

業
務

全
般

に
必

要
な

業
務

を
行

う
。

市
民

、
行

政
母

子
保

健
指

導
業

務
全

般
に

必
要

な
関

東
甲

信
越

母
子

保
健

主
管

課
長

会
議

等
へ

出
席

す
る

。
無

0
4
8

0
0

0

4
母

子
保

健
課

母
子

保
健

指
導

母
子

保
健

指
導

安
心

し
て

こ
ど

も
を

産
み

、
健

や
か

に
育

て
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

、
妊

産
婦

、
乳

幼
児

及
び

保
護

者
に

対
し

て
、

必
要

な
保

健
指

導
を

行
い

、
健

康
の

増
進

を
図

る
。

市
民

（
妊

産
婦

、
乳

幼
及

び
保

護
者

）

必
要

な
保

健
指

導
を

行
い

、
健

康
の

増
進

を
図

る
。

〇
妊

産
婦

歯
科

健
診

〇
2
歳

児
親

子
歯

科
健

診
〇

離
乳

食
教

室
〇

栄
養

教
育

〇
乳

幼
児

健
診

等
歯

科
保

健
指

導

無
0

0
2
,5

2
5

2
,1

5
7

2
,6

8
2

5
母

子
保

健
課

母
子

保
健

指
導

母
子

保
健

型
利

用
者

支
援

妊
娠

期
か

ら
子

育
て

期
の

さ
ま

ざ
ま

な
悩

み
等

に
対

応
す

る
た

め
、

母
子

保
健

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

を
配

置
し

、
相

談
・
助

言
を

行
う

と
と

も
に

、
関

係
機

関
と

の
連

絡
調

整
を

行
い

、
切

れ
目

の
な

い
支

援
体

制
を

構
築

す
る

。

市
民

（
主

に
妊

産
婦

、
子

育
て

世
帯

）

・
４

か
月

児
健

康
診

査
（
問

診
、

身
体

計
測

、
内

科
診

察
、

離
乳

食
の

講
話

、
相

談
、

ブ
ッ

ク
ス

タ
ー

ト
事

業
）

・
１

歳
６

か
月

児
健

康
診

査
（
問

診
、

身
体

計
測

、
内

科
診

察
、

歯
科

診
察

、
ブ

ラ
ッ

シ
ン

グ
指

導
、

相
談

）
・
３

歳
児

健
康

診
査

（
問

診
、

屈
折

検
査

、
身

体
計

測
、

内
科

診
察

、
歯

科
診

察
、

相
談

）
・
５

歳
児

健
康

診
査

（
希

望
性

）
　

（集
団

行
動

観
察

、
問

診
、

身
体

計
測

、
診

察
、

相
談

）

有
1
,8

5
4

2
,8

2
4

3
,1

8
3

2
,3

2
5

2
,4

5
6

6
母

子
保

健
課

母
子

保
健

指
導

乳
児

家
庭

全
戸

訪
問

子
育

て
情

報
の

提
供

や
養

育
環

境
を

把
握

し
、

育
児

支
援

を
行

う
。

市
民

（
生

後
4
か

月
ま

で
の

乳
児

、
産

婦
）

助
産

師
、

保
健

師
等

が
概

ね
生

後
2
か

月
ま

で
に

訪
問

す
る

「
産

婦
・
新

生
児

訪
問

」
、

生
後

4
か

月
ま

で
の

乳
児

が
い

る
す

べ
て

の
家

庭
を

訪
問

す
る

「
こ

ん
に

ち
は

赤
ち

ゃ
ん

事
業

」
に

よ
り

、
子

育
て

に
関

す
る

相
談

や
情

報
提

供
を

行
う

。
支

援
が

必
要

な
場

合
は

、
関

係
機

関
と

の
連

絡
調

整
も

行
う

。

有
5
,1

3
0

7
,6

1
3

7
,7

6
4

7
,4

0
0

9
,5

3
2

7
母

子
保

健
課

母
子

保
健

指
導

産
後

ケ
ア

母
親

の
身

体
的

回
復

と
安

定
を

促
進

す
る

と
と

も
に

、
母

親
自

身
が

セ
ル

フ
ケ

ア
能

力
を

育
み

、
母

子
の

愛
着

を
促

し
、

母
子

と
そ

の
家

族
が

健
や

か
な

育
児

が
で

き
る

よ
う

支
援

し
、

育
児

不
安

の
解

消
や

母
子

の
孤

立
化

・児
童

虐
待

の
予

防
に

つ
な

げ
る

。

産
婦

と
そ

の
子

（
産

後
1
2
か

月
以

下
）

短
期

入
所

型
：
市

が
委

託
し

た
医

療
機

関
や

助
産

院
等

に
宿

泊
通

所
型

（
ロ

ン
グ

・
シ

ョ
ー

ト
）：

市
が

委
託

し
た

医
療

機
関

や
助

産
院

等
に

通
所

居
宅

訪
問

型
：
市

が
委

託
し

た
助

産
院

等
か

ら
対

象
者

宅
に

訪
問

-
1
,5

4
5

1
,6

1
0

8
,6

6
9

2
,8

8
4

9
,7

3
5

8
母

子
保

健
課

母
子

保
健

指
導

産
前

・
産

後
サ

ポ
ー

ト

妊
娠

・出
産

、
子

育
て

に
関

す
る

悩
み

等
に

対
し

て
、

相
談

支
援

を
行

い
、

不
安

や
生

活
上

の
困

り
ご

と
等

を
軽

減
す

る
。

併
せ

て
、

地
域

の
親

同
士

の
仲

間
づ

く
り

を
促

し
、

妊
産

婦
及

び
そ

の
家

庭
が

家
庭

や
地

域
に

お
け

る
孤

立
感

を
軽

減
し

、
安

心
し

て
妊

娠
期

を
過

ご
し

、
育

児
に

臨
め

る
よ

う
支

援
す

る
。

市
民

（
主

に
妊

産
婦

）

公
共

機
関

等
に

お
い

て
、

子
育

て
経

験
者

に
よ

る
相

談
や

情
報

交
換

の
場

の
提

供
に

よ
り

、
相

談
支

援
を

行
う

。
 

フ
ァ

ー
ス

ト
サ

ロ
ン

：
参

加
型

　
サ

ロ
ン

形
式

 
た

ま
ご

サ
ロ

ン
：
参

加
型

　
講

義
形

式

-
6
2
6

6
2
6

7
4
0

7
4
0

7
0
3

9
母

子
保

健
課

母
子

保
健

指
導

母
子

健
康

手
帳

等
の

交
付

妊
娠

し
て

い
る

者
を

的
確

に
把

握
し

、
母

子
保

健
施

策
を

効
果

的
に

す
す

め
る

。
母

子
健

康
手

帳
の

交
付

に
よ

り
、

妊
娠

中
か

ら
母

と
子

の
健

康
に

関
す

る
一

貫
し

た
記

録
と

し
て

活
用

す
る

と
と

も
に

、
健

康
管

理
へ

の
関

心
を

高
め

る
。

市
民

妊
娠

届
出

を
し

た
妊

婦
に

対
し

、
妊

娠
・
出

産
の

経
過

や
子

ど
も

の
健

康
記

録
等

の
成

長
記

録
と

な
る

母
子

健
康

手
帳

を
交

付
す

る
。

有
4
1
5

4
4
4

5
3
1

3
8
5

4
0
2

1
0

母
子

保
健

課
母

子
保

健
指

導
会

計
年

度
任

用
職

員
人

件
費

（
教

室
－

－
－

－
0

0
2
,7

5
3

1
,6

9
0

2
,7

1
4

1
1

母
子

保
健

課
母

子
保

健
指

導

会
計

年
度

任
用

職
員

人
件

費
（
利

用
者

支
援

・
全

戸
訪

問
）

－
－

－
－

2
8
,9

1
3

2
6
,2

0
3

3
3
,0

8
8

3
1
,0

5
3

4
5
,9

1
5

1
2

母
子

保
健

課
母

子
健

康
診

査
乳

幼
児

健
康

診
査

乳
幼

児
を

対
象

に
身

体
発

育
・
精

神
発

達
の

両
面

か
ら

健
診

を
行

い
、

子
ど

も
の

健
全

育
成

を
図

る
と

と
も

に
、

保
護

者
の

育
児

不
安

の
解

消
を

図
る

。
市

民

・
４

か
月

児
健

康
診

査
（
問

診
、

身
体

計
測

、
内

科
診

察
、

離
乳

食
の

講
話

、
相

談
、

ブ
ッ

ク
ス

タ
ー

ト
事

業
）

・
１

歳
６

か
月

児
健

康
診

査
（
問

診
、

身
体

計
測

、
内

科
診

察
、

歯
科

診
察

、
ブ

ラ
ッ

シ
ン

グ
指

導
、

相
談

）
・
３

歳
児

健
康

診
査

（
問

診
、

屈
折

検
査

、
身

体
計

測
、

内
科

診
察

、
歯

科
診

察
、

相
談

）
・
５

歳
児

健
康

診
査

（
希

望
性

）
　

（集
団

行
動

観
察

、
問

診
、

身
体

計
測

、
診

察
、

相
談

）

有
3
,1

2
9

1
,6

3
6

1
,1

0
6

8
4
2

1
,0

9
7

事
業

費

2
-
2
-
1

母
子

保
健

の
充

実

№
所

属
名

予
算

事
業

名
中

事
業

名
事

業
目

的
対

象
事

業
内

容
法

令
に

よ
る

実
施

義
務

7
8 



7
9 

　

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

事
業

費

2
-
2
-
1

母
子

保
健

の
充

実

№
所

属
名

予
算

事
業

名
中

事
業

名
事

業
目

的
対

象
事

業
内

容
法

令
に

よ
る

実
施

義
務

1
3

母
子

保
健

課
母

子
健

康
診

査
妊

産
婦

等
健

康
診

査

妊
娠

中
及

び
産

後
に

お
け

る
母

子
の

健
康

状
態

を
定

期
的

に
把

握
す

る
と

と
も

に
、

新
生

児
聴

覚
障

害
の

早
期

発
見

に
よ

り
、

妊
娠

期
か

ら
子

育
て

期
に

わ
た

る
切

れ
目

の
な

い
支

援
体

制
の

整
備

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
い

る
。

妊
産

婦
及

び
新

生
児

〇
妊

婦
健

康
診

査
・
妊

婦
健

診
14

回
、

H
IV

抗
体

検
査

、
子

宮
頸

が
ん

検
診

、
H

T
L
V

-
1

抗
体

検
査

、
性

器
ク

ラ
ミ

ジ
ア

検
査

〇
産

婦
健

康
診

査
・
基

本
的

な
産

婦
健

康
診

査
、

こ
こ

ろ
の

健
康

チ
ェ

ッ
ク

〇
新

生
児

聴
覚

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
検

査
〇

１
か

月
児

健
康

診
査

有
1
9
8
,7

4
4

1
9
8
,7

9
9

2
3
7
,0

7
8

1
6
3
,8

1
0

2
2
1
,3

6
7

1
4

母
子

保
健

課
母

子
健

康
診

査
妊

婦
の

分
娩

前
ウ

イ
ル

ス
検

査
不

安
を

抱
え

る
妊

婦
の

健
康

の
保

持
及

び
増

進
を

図
る

。
不

安
を

抱
え

る
妊

婦
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

流
行

下
に

お
い

て
、

不
安

を
抱

え
る

妊
婦

へ
の

分
娩

前
ウ

イ
ル

ス
検

査
に

対
し

て
補

助
を

行
う

。
有

2
4
,6

7
7

6
,2

0
4

0
0

0

1
5

母
子

保
健

課
母

子
健

康
診

査
会

計
年

度
任

用
職

員
人

件
費

－
－

－
－

2
8
,9

9
1

2
7
,0

6
4

3
6
,7

0
1

2
5
,2

7
1

2
9
,9

4
3

1
6

母
子

保
健

課
妊

婦
の

た
め

の
支

援
給

付
妊

婦
の

た
め

の
支

援
給

付

妊
娠

期
か

ら
の

切
れ

目
な

い
支

援
を

行
う

観
点

か
ら

、
子

ど
も

・子
育

て
支

援
法

の
妊

婦
の

た
め

の
支

援
給

付
を

実
施

す
る

こ
と

で
、

妊
婦

等
の

身
体

的
、

精
神

的
ケ

ア
及

び
経

済
的

支
援

を
実

施
す

る
。

日
本

国
内

に
住

所
を

有
す

る
妊

婦

子
ど

も
・子

育
て

支
援

法
第

6
5
条

第
1
号

に
基

づ
き

、
妊

婦
に

対
し

て
妊

婦
支

援
給

付
金

を
給

付
す

る
。

【
妊

婦
の

た
め

の
支

援
給

付
の

内
容

】
＜

支
給

に
必

要
な

手
続

き
・
支

給
額

＞
・
妊

婦
は

申
請

を
行

い
、

妊
婦

給
付

認
定

を
受

け
る

⇒
５

万
円

支
給

・
妊

婦
給

付
認

定
を

受
け

た
者

は
、

妊
娠

し
て

い
る

こ
ど

も
の

人
数

等
の

届
出

を
行

う
⇒

妊
娠

し
て

い
る

こ
ど

も
の

人
数

×
５

万
円

支
給

有
5
1
,9

0
6

3
6
9
,2

9
7

2
4
2
,1

4
4

2
0
4
,3

3
8

2
1
8
,5

0
7

1
7

母
子

保
健

課
妊

婦
の

た
め

の
支

援
給

付
会

計
年

度
任

用
職

員
人

件
費

－
－

－
－

1
6
9

6
,5

1
1

1
4
,5

7
7

5
,4

1
9

1
,7

4
6

3
4
6
,0

9
9

6
4
8
,8

7
9

5
9
1
,4

0
9

4
4
9
,1

0
7

5
4
7
,9

0
9

合
計



令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

1
健

康
づ

く
り

支
援

課
成

人
保

健
指

導
成

人
保

健
事

業

生
活

習
慣

病
の

予
防

、
そ

の
他

の
健

康
に

関
す

る
こ

と
に

つ
い

て
、

正
し

い
知

識
の

普
及

を
図

る
こ

と
に

よ
り

、
自

ら
が

健
康

を
守

る
と

い
う

認
識

と
自

覚
を

持
ち

、
健

康
の

保
持

増
進

が
図

れ
る

よ
う

支
援

す
る

。

市
民

（
主

に
成

人
期

）

健
康

教
育

 
・
成

人
の

健
康

に
関

す
る

講
演

会
、

運
動

教
室

、
栄

養
改

善
教

室
等

を
開

催
。

 
健

康
相

談
 

・
来

所
、

電
話

で
の

健
康

に
関

す
る

相
談

業
務

。

無
3
7
0

8
7
5

1
,2

3
3

9
7
1

1
,1

6
2

2
健

康
づ

く
り

支
援

課
成

人
保

健
指

導
会

計
年

度
任

用
職

員
人

件
費

－
－

－
－

1
5
1

3
3
8

1
7
6

1
7
3

2
4
1

3
健

康
づ

く
り

支
援

課
保

健
推

進
員

活
動

保
健

推
進

員
及

び
協

力
員

の
育

成
支

援

市
民

の
自

主
的

か
つ

継
続

的
な

健
康

づ
く
り

を
地

域
と

行
政

が
協

働
で

推
進

で
き

る
。

保
健

推
進

員

●
少

子
高

齢
化

が
進

む
中

、
子

ど
も

か
ら

高
齢

者
ま

で
を

対
象

と
し

て
活

動
し

て
い

る
保

健
推

進
員

の
役

割
は

大
変

重
要

な
も

の
で

あ
り

、
市

民
の

健
康

づ
く
り

に
大

き
く
貢

献
し

て
い

る
。

・
資

質
向

上
の

た
め

の
研

修
会

・
会

議
・
市

か
ら

の
依

頼
事

業
に

協
力

●
各

種
団

体
や

自
治

会
な

ど
と

連
携

し
、

健
康

づ
く
り

活
動

を
推

進
す

る
。

●
保

健
推

進
員

を
退

任
後

は
、

保
健

推
進

員
協

力
員

と
し

て
保

健
推

進
員

の
地

区
活

動
等

に
協

力
す

る
。

無
1
,4

1
5

8
9
8

1
,6

8
6

1
,0

4
6

1
,4

4
7

4
健

康
づ

く
り

支
援

課
保

健
推

進
員

活
動

保
健

推
進

員
協

議
会

の
活

動
支

援
川

越
市

保
健

推
進

員
協

議
会

の
活

動
を

予
算

の
範

囲
に

お
い

て
補

助
金

を
交

付
し

支
援

す
る

。
保

健
推

進
員

協
議

会

●
少

子
高

齢
化

が
進

む
中

、
子

ど
も

か
ら

高
齢

者
ま

で
を

対
象

と
し

て
活

動
し

て
い

る
保

健
推

進
員

の
役

割
は

大
変

重
要

な
も

の
で

あ
り

、
市

民
の

健
康

づ
く
り

に
大

き
く
貢

献
し

て
い

る
。

・
資

質
向

上
の

た
め

の
研

修
会

・
会

議
・
市

か
ら

の
依

頼
事

業
に

協
力

●
各

種
団

体
や

自
治

会
な

ど
と

連
携

し
、

健
康

づ
く
り

活
動

を
推

進
す

る
。

●
保

健
推

進
員

を
退

任
後

は
、

保
健

推
進

員
協

力
員

と
し

て
保

健
推

進
員

の
地

区
活

動
等

に
協

力
す

る
。

無
2
4
8

3
4
0

4
5
3

4
2
2

4
6
0

5
健

康
づ

く
り

支
援

課
健

康
づ

く
り

支
援

健
康

づ
く
り

推
進

事
業

「
健

康
か

わ
ご

え
推

進
プ

ラ
ン

」
に

基
づ

き
、

地
域

住
民

や
関

係
機

関
・
団

体
と

の
連

携
を

図
り

な
が

ら
、

市
民

の
ラ

イ
フ

ス
テ

ー
ジ

に
応

じ
た

健
康

づ
く
り

を
推

進
す

る
。

市
民

①
健

康
か

わ
ご

え
推

進
プ

ラ
ン

の
推

進
（
計

画
の

策
定

、
進

捗
管

理
等

会
議

の
運

営
、

プ
ラ

ン
に

基
づ

く
啓

発
等

）
②

健
康

づ
く
り

の
た

め
の

イ
ベ

ン
ト

や
事

業
（
健

康
ま

つ
り

実
行

委
員

会
の

実
施

及
び

健
康

ま
つ

り
の

開
催

、
ラ

ジ
オ

体
操

の
推

進
、

ア
プ

リ
を

活
用

し
た

事
業

の
推

進
、

健
康

長
寿

サ
ポ

ー
タ

ー
事

業
）

③
そ

の
他

の
健

康
づ

く
り

（
熱

中
症

対
策

等
）

無
3
,4

5
3

7
,7

3
8

1
1
,6

7
0

8
,0

2
8

3
,6

3
1

6
健

康
づ

く
り

支
援

課
健

康
づ

く
り

支
援

受
動

喫
煙

対
策

健
康

増
進

法
及

び
埼

玉
県

受
動

喫
煙

防
止

条
例

に
基

づ
き

、
受

動
喫

煙
を

防
止

す
る

た
め

の
啓

発
や

指
導

を
実

施
す

る
。

市
民

・
関

係
事

業
所

・
喫

煙
可

能
店

を
対

象
と

し
た

法
・
条

例
に

基
づ

く
届

け
出

受
理

・
各

種
施

設
へ

の
受

動
喫

煙
に

関
す

る
指

導
等

・禁
煙

支
援

 
・
受

動
喫

煙
及

び
た

ば
こ

に
お

け
る

健
康

影
響

に
つ

い
て

の
周

知
啓

発
　

等

有
2
2
0

1
7
5

3
5
0

3
3
5

3
0
6

7
健

康
づ

く
り

支
援

課
健

康
づ

く
り

支
援

健
康

づ
く
り

団
体

活
動

支
援

健
康

づ
く
り

の
推

進
関

係
団

体
薬

剤
師

会
に

よ
る

薬
と

健
康

週
間

事
業

の
補

助
 

食
生

活
改

善
推

進
員

協
議

会
の

運
営

補
助

無
1
0
4

1
0
4

1
3
5

1
3
5

1
3
5

8
健

康
づ

く
り

支
援

課
健

康
づ

く
り

支
援

課
一

般
事

務
健

康
づ

く
り

支
援

課
一

般
事

務
健

康
づ

く
り

支
援

課
の

事
務

に
関

す
る

こ
と

職
員

健
康

づ
く
り

支
援

課
の

事
務

に
関

す
る

こ
と

有
1
,1

8
0

1
,0

4
3

7
7
7

7
4
9

6
6
7

7
,1

4
1

1
1
,5

1
1

1
6
,4

8
0

1
1
,8

5
9

8
,0

4
9

事
業

費

2
-
3
-
1

健
康

づ
く

り
の

支
援

合
計№

所
属

名
予

算
事

業
名

中
事

業
名

事
業

目
的

対
象

事
業

内
容

法
令

に
よ

る
実

施
義

務

8
0 



8
1 

　

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

1
健

康
づ

く
り

支
援

課
栄

養
改

善
対

策
食

育
関

係
事

業
市

民
を

対
象

に
、

栄
養

教
室

等
を

通
じ

て
食

育
の

推
進

を
図

る
市

民
・
関

係
事

業
所

・
団

体
支

援
・周

知
啓

発
・
栄

養
改

善
教

室
の

実
施

・
離

乳
食

教
室

等
の

実
施

無
2
9
0

2
3
7

2
5
7

2
1
6

2
3
4

2
健

康
づ

く
り

支
援

課
栄

養
改

善
対

策
食

環
境

づ
く
り

推
進

働
き

世
代

・
子

育
て

世
代

な
ど

の
健

康
無

関
心

層
の

生
活

習
慣

病
予

防
市

民
・
関

係
事

業
所

・
食

環
境

整
備

の
実

施
無

1
,1

7
0

6
7
0

6
6
7

5
8
0

9
0
0

3
健

康
づ

く
り

支
援

課
栄

養
改

善
対

策
給

食
施

設
等

指
導

市
内

給
食

施
設

利
用

者
の

健
康

保
持

増
進

特
定

給
食

施
設

・
個

別
巡

回
・電

話
来

所
相

談
・
給

食
施

設
研

修
会

の
開

催
有

1
3
1

1
6
8

3
1
8

2
1
5

3
2
9

4
健

康
づ

く
り

支
援

課
栄

養
改

善
対

策
国

民
健

康
・
栄

養
調

査

国
民

の
身

体
の

状
況

、
栄

養
摂

取
量

及
び

生
活

習
慣

の
状

況
を

明
ら

か
に

し
、

国
民

の
健

康
の

増
進

の
総

合
的

な
推

進
を

図
る

た
め

の
基

礎
資

料
を

得
る

市
民

身
体

状
況

調
査

、
栄

養
摂

取
状

況
調

査
、

生
活

習
慣

調
査

他
有

3
5
1

0
6
4
1

5
8
1

7
3
1

5
健

康
づ

く
り

支
援

課
栄

養
改

善
対

策
会

計
年

度
任

用
職

員
人

件
費

－
－

－
－

1
4
1

1
,4

7
9

1
,9

2
9

1
,2

7
6

3
,2

4
0

2
,0

8
3

2
,5

5
4

3
,8

1
2

2
,8

6
8

5
,4

3
4

事
業

費

合
計

法
令

に
よ

る
実

施
義

務

2
-
3
-
2

食
育

の
推

進

№
所

属
名

予
算

事
業

名
中

事
業

名
事

業
目

的
対

象
事

業
内

容



令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

1
健

康
づ

く
り

支
援

課
歯

科
保

健
対

策
歯

科
口

腔
保

健
推

進
事

業

生
涯

を
通

じ
た

歯
科

疾
患

の
予

防
と

早
期

発
見

、
早

期
治

療
を

促
し

、
全

身
の

健
康

状
態

や
生

活
の

質
の

向
上

を
目

指
す

。
市

民
・
歯

科
健

診
、

歯
科

保
健

指
導

の
実

施
無

2
,1

8
7

2
,3

9
6

1
4
4

9
6

2
3
8

2
健

康
づ

く
り

支
援

課
歯

科
保

健
対

策
歯

科
口

腔
保

健
推

進
基

盤
整

備

生
涯

を
通

じ
た

歯
科

疾
患

の
予

防
と

早
期

発
見

、
早

期
治

療
を

促
し

、
全

身
の

健
康

状
態

や
生

活
の

質
の

向
上

を
目

指
す

市
民

・
歯

ッ
ピ

ー
フ

ェ
ス

テ
ィ

バ
ル

の
実

施
・
幼

児
の

む
し

歯
予

防
推

進
事

業
（
フ

ッ
化

物
洗

口
事

業
）
の

実
施

・
障

害
者

（
児

）
歯

科
保

健
事

業
の

推
進

と
充

実
・
歯

科
口

腔
保

健
推

進
連

絡
会

議
の

実
施

無
1
1
,3

6
2

1
1
,8

4
2

1
2
,4

3
5

1
2
,3

1
0

1
2
,2

1
2

3
健

康
づ

く
り

支
援

課
歯

科
保

健
対

策
会

計
年

度
任

用
職

員
人

件
費

－
－

－
－

1
,8

3
2

1
,9

6
6

1
,0

4
9

5
0
9

9
6
5

1
5
,3

8
1

1
6
,2

0
4

1
3
,6

2
8

1
2
,9

1
5

1
3
,4

1
5

事
業

費

2
-
3
-
3

歯
科

口
腔

保
健

の
充

実

合
計№

所
属

名
予

算
事

業
名

中
事

業
名

事
業

目
的

対
象

事
業

内
容

法
令

に
よ

る
実

施
義

務

8
2 



8
3 

　

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

1
国

民
健

康
保

険
課

（
特

別
会

計
）

特
定

健
康

診
査

事
業

特
定

健
康

診
査

事
業

４
０

～
７

４
歳

の
被

保
険

者
に

対
し

、
特

定
健

康
診

査
を

受
診

す
る

こ
と

で
生

活
習

慣
病

の
原

因
と

な
る

メ
タ

ボ
リ

ッ
ク

シ
ン

ド
ロ

ー
ム

の
予

防
を

促
す

。

４
０

～
７

４
歳

の
国

民
健

康
保

険
被

保
険

者

対
象

者
に

対
し

受
診

券
及

び
お

知
ら

せ
を

送
付

し
、

委
託

医
療

機
関

で
健

診
を

実
施

す
る

。
受

診
率

を
向

上
す

る
た

め
に

受
診

勧
奨

等
の

事
業

を
併

せ
て

実
施

す
る

。
有

3
1
6
,9

7
8

3
4
0
,4

1
2

3
5
9
,5

3
7

2
6
5
,6

2
0

3
6
8
,6

7
8

2
国

民
健

康
保

険
課

（
特

別
会

計
）

特
定

保
健

指
導

事
業

特
定

保
健

指
導

事
業

特
定

健
康

診
査

の
結

果
に

基
づ

き
、

保
健

指
導

対
象

者
に

生
活

習
慣

を
改

善
す

る
た

め
の

保
健

指
導

を
行

う
。

特
定

健
診

受
診

者
の

う
ち

保
健

指
導

対
象

者

対
象

者
に

対
し

事
業

の
通

知
、

利
用

勧
奨

を
行

い
保

健
指

導
を

実
施

す
る

。
保

健
指

導
は

、
国

民
健

康
保

険
課

、
健

康
づ

く
り

支
援

課
で

実
施

す
る

直
営

と
委

託
の

両
方

で
実

施
す

る
。

有
6
,6

7
6

5
,3

6
7

7
,2

6
8

3
,6

9
6

7
,3

5
8

3
国

民
健

康
保

険
課

（
特

別
会

計
）

特
定

保
健

指
導

事
業

会
計

年
度

任
用

職
員

人
件

費
－

－
－

－
0

2
,9

4
0

3
,3

7
1

2
,3

5
6

3
,3

7
1

4
国

民
健

康
保

険
課

（
特

別
会

計
）

保
健

事
業

保
健

事
業

被
保

険
者

の
健

康
の

維
持

・増
進

を
図

る
。

国
民

健
康

保
険

被
保

険
者

被
保

険
者

の
健

康
維

持
・
増

進
を

図
る

た
め

の
事

業
で

あ
る

。
脳

ド
ッ

ク
助

成
、

生
活

習
慣

病
重

症
化

予
防

の
他

、
レ

セ
プ

ト
点

検
、

医
療

費
通

知
等

を
行

い
、

医
療

費
適

正
化

を
図

る
。

有
4
8
,8

4
3

6
2
,7

6
1

5
8
,4

8
8

4
5
,7

3
8

7
0
,3

2
4

5
国

民
健

康
保

険
課

（
特

別
会

計
）

保
健

事
業

会
計

年
度

任
用

職
員

人
件

費
－

－
－

－
0

4
3
5

4
5
4

3
9
3

4
5
4

6
高

齢
・
障

害
医

療
課

後
期

高
齢

者
の

保
健

事
業

後
期

高
齢

者
の

保
健

事
業

後
期

高
齢

者
の

疾
病

等
を

早
期

に
発

見
し

、
適

切
に

医
療

に
つ

な
げ

て
重

症
化

を
予

防
す

る
こ

と
を

目
的

と
す

る
。

川
越

市
在

住
の

後
期

高
齢

者
医

療
被

保
険

者

埼
玉

県
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

の
委

託
を

受
け

、
健

康
診

査
を

実
施

す
る

。
ま

た
、

埼
玉

県
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

の
補

助
金

を
一

部
活

用
し

、
人

間
ド

ッ
ク

及
び

歯
科

健
康

診
査

（
７

７
歳

の
み

）
を

実
施

す
る

。

有
2
3
3
,6

1
8

2
5
5
,8

8
4

2
8
9
,0

6
2

2
6
8
,0

4
7

2
9
0
,6

7
9

6
0
6
,1

1
5

6
6
7
,7

9
9

7
1
8
,1

8
0

5
8
5
,8

5
0

7
4
0
,8

6
4

事
業

費

2
-
3
-
4

特
定

健
康

診
査

等
の

実
施

法
令

に
よ

る
実

施
義

務

合
計№

所
属

名
予

算
事

業
名

中
事

業
名

事
業

目
的

対
象

事
業

内
容



令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

1
健

康
管

理
課

が
ん

検
診

が
ん

検
診

が
ん

の
早

期
発

見
を

図
り

、
早

期
治

療
に

結
び

付
け

る
と

と
も

に
、

生
活

習
慣

の
改

善
等

、
予

防
意

識
の

自
覚

を
促

す
。

市
民

保
健

セ
ン

タ
ー

に
お

け
る

施
設

検
診

と
し

て
、

胃
が

ん
、

肺
が

ん
、

乳
が

ん
、

大
腸

が
ん

、
前

立
腺

が
ん

の
各

検
診

を
実

施
す

る
。

公
民

館
等

拠
点

施
設

を
検

診
バ

ス
が

巡
回

す
る

集
団

検
診

と
し

て
、

胃
が

ん
、

肺
が

ん
、

乳
が

ん
、

大
腸

が
ん

の
各

検
診

を
実

施
す

る
。

委
託

医
療

機
関

に
お

け
る

個
別

検
診

と
し

て
、

胃
が

ん
、

乳
が

ん
、

子
宮

が
ん

、
大

腸
が

ん
、

前
立

腺
が

ん
の

各
検

診
を

実
施

す
る

。
な

お
、

胃
が

ん
の

個
別

検
診

に
つ

い
て

は
、

国
指

針
の

経
過

措
置

に
よ

り
、

５
０

歳
以

上
隔

年
実

施
の

内
視

鏡
検

査
と

、
４

０
歳

以
上

毎
年

実
施

の
胃

部
エ

ッ
ク

ス
線

検
査

を
併

用
す

る
。

有
2
6
5
,6

3
4

2
6
3
,3

2
2

2
8
4
,4

2
5

2
7
3
,7

4
1

2
7
8
,7

8
5

2
健

康
管

理
課

が
ん

検
診

会
計

年
度

任
用

職
員

人
件

費
－

－
－

－
1
3
,2

2
2

1
3
,4

4
6

1
3
,8

7
0

1
3
,6

2
6

1
3
,8

6
9

3
健

康
管

理
課

成
人

健
診

骨
密

度
検

診
骨

密
度

検
診

に
よ

る
、

骨
粗

鬆
症

の
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

検
査

及
び

生
活

習
慣

の
改

善
等

、
予

防
意

識
の

自
覚

を
促

す
。

4
0歳

以
上

の
市

民
総

合
保

健
セ

ン
タ

ー
に

お
け

る
施

設
検

診
と

し
て

、
骨

密
度

測
定

（
エ

ッ
ク

ス
線

検
査

）
を

実
施

す
る

。
有

2
,0

4
1

2
,0

8
2

2
,1

2
3

2
,1

2
2

2
,1

4
6

4
健

康
管

理
課

成
人

健
診

歯
周

病
検

診
歯

周
疾

患
の

早
期

発
見

を
図

り
、

早
期

治
療

に
結

び
付

け
る

と
と

も
に

、
生

活
習

慣
の

改
善

等
、

予
防

意
識

の
自

覚
を

促
す

。

4
0～

7
0
歳

の
5
歳

刻
み

の
年

齢
の

市
民

委
託

医
療

機
関

に
お

け
る

個
別

検
診

と
し

て
、

歯
周

病
検

診
を

実
施

す
る

。
有

1
,4

7
0

1
,9

8
5

2
,2

1
0

1
,6

8
8

2
,3

3
0

5
健

康
管

理
課

成
人

健
診

健
康

増
進

健
康

診
査

無
保

険
者

の
生

活
習

慣
病

予
防

の
た

め
、

生
活

習
慣

の
改

善
等

、
予

防
意

識
の

自
覚

を
促

す
。

4
0歳

以
上

の
無

保
険

者
委

託
医

療
機

関
に

お
け

る
個

別
検

診
と

し
て

、
無

保
険

者
の

健
康

診
査

を
実

施
す

る
。

有
5
2
3

8
1
4

7
0
4

8
1
5

1
,0

0
6

6
健

康
管

理
課

成
人

健
診

肝
炎

ウ
イ

ル
ス

検
診

肝
炎

ウ
イ

ル
ス

感
染

の
早

期
発

見
に

よ
り

、
肝

炎
に

よ
る

健
康

被
害

を
回

避
、

軽
減

し
、

肝
炎

ウ
イ

ル
ス

の
正

し
い

知
識

や
感

染
状

況
の

自
覚

を
促

す
。

2
0歳

以
上

の
肝

炎
ウ

イ
ル

ス
検

査
未

受
診

者

保
健

セ
ン

タ
ー

に
お

け
る

施
設

検
診

及
び

委
託

医
療

機
関

に
お

け
る

個
別

検
診

と
し

て
、

肝
炎

ウ
イ

ル
ス

検
診

を
実

施
す

る
。

有
1
6
,4

7
5

3
,7

8
5

5
,0

3
1

3
,5

3
6

3
,2

1
3

7
健

康
管

理
課

成
人

健
診

健
康

手
帳

の
交

付
市

民
の

健
康

増
進

を
図

る
。

4
0歳

以
上

の
市

民
市

民
の

健
康

増
進

を
図

る
た

め
、

主
に

健
康

診
査

・
が

ん
検

診
の

受
診

者
に

健
康

手
帳

を
交

付
す

る
。

有
2
5
0

1
2
7

3
2
6

2
4
5

1
5
0

8
健

康
管

理
課

成
人

健
診

成
人

健
診

一
般

事
務

成
人

健
診

事
業

を
円

滑
に

実
施

す
る

。
市

民
成

人
健

診
事

業
の

実
施

に
関

す
る

こ
と

。
有

4
9
7

4
4
5

6
6
4

5
5
4

5
5
0

9
健

康
管

理
課

成
人

健
診

会
計

年
度

任
用

職
員

人
件

費
－

－
－

－
7
2

7
2

7
3

7
1

7
3

1
0

健
康

管
理

課
成

人
検

診
事

務
成

人
検

診
事

務
各

検
診

事
業

を
円

滑
に

実
施

す
る

。
市

民
健

康
管

理
課

成
人

健
診

担
当

の
事

務
に

関
す

る
こ

と
。

無
5
,9

6
8

7
,0

7
3

7
,0

7
8

6
,8

2
2

6
,7

8
9

3
0
6
,1

5
2

2
9
3
,1

5
1

3
1
6
,5

0
4

3
0
3
,2

2
0

3
0
8
,9

1
1

事
業

費

2
-
3
-
5

が
ん

検
診

等
の

実
施

法
令

に
よ

る
実

施
義

務

合
計№

所
属

名
予

算
事

業
名

中
事

業
名

事
業

目
的

対
象

事
業

内
容

8
4 



8
5 

　

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（千
円

）
予

算
額

（
千

円
）

1
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
地

域
医

療
従

事
者

養
成

事
業

補
助

金

地
域

医
療

を
充

実
さ

せ
る

た
め

、
地

域
医

療
に

従
事

す
る

看
護

師
及

び
准

看
護

師
の

養
成

事
業

を
実

施
す

る
者

に
対

し
、

補
助

金
を

交
付

す
る

。
川

越
市

医
師

会
他

川
越

市
医

師
会

川
越

看
護

専
門

学
校

（
看

護
学

科
・准

看
護

学
科

）
・
埼

玉
医

科
大

学
附

属
総

合
医

療
セ

ン
タ

ー
看

護
専

門
学

校
に

補
助

金
を

交
付

す
る

。
無

7
,5

9
6

7
,5

9
6

8,
3
55

7
,5

9
6

7,
9
3
8

2
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
地

域
保

健
医

療
事

業
協

力
補

助
金

川
越

市
医

師
会

に
保

健
事

業
へ

の
協

力
に

要
す

る
経

費
相

当
額

を
補

助
し

、
地

域
保

健
医

療
を

充
実

さ
せ

る
。

川
越

市
医

師
会

本
市

が
実

施
す

る
「
予

防
接

種
」や

「
各

種
健

康
診

査
」、

そ
の

他
の

保
健

事
業

に
関

す
る

川
越

市
医

師
会

の
協

力
に

対
し

、
協

力
に

要
す

る
経

費
相

当
額

を
補

助
す

る
。

無
6
,0

0
0

6
,0

0
0

6,
0
00

6
,0

0
0

6,
0
0
0

3
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
地

域
医

療
連

携
推

進
事

業
補

助
金

地
域

医
療

連
携

推
進

事
業

を
実

施
す

る
川

越
市

医
師

会
に

対
し

て
事

業
の

経
費

を
補

助
し

、
研

修
会

や
事

例
検

討
会

等
に

よ
り

、
介

護
・
福

祉
関

係
者

も
含

め
、

医
療

従
事

者
の

資
質

向
上

を
図

る
。

川
越

市
医

師
会

地
域

医
療

機
関

と
中

核
医

療
機

関
及

び
介

護
事

業
所

等
と

の
連

携
の

定
着

を
図

る
た

め
、

地
域

医
療

連
携

推
進

事
業

の
事

業
主

体
で

あ
る

川
越

市
医

師
会

へ
補

助
金

を
交

付
す

る
。

 
【地

域
医

療
連

携
推

進
事

業
】
病

診
連

携
推

進
事

業
・
継

続
看

護
連

携
推

進
事

業
・
地

域
医

療
連

携
推

進
事

業

無
1
,8

0
0

1
,8

0
0

1,
8
00

1
,8

0
0

1,
8
0
0

4
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
保

健
医

療
計

画
の

推
進

保
健

医
療

計
画

を
策

定
し

、
計

画
に

基
づ

い
て

保
健

医
療

行
政

を
推

進
す

る
市

・医
療

に
関

す
る

意
識

調
査

実
施

 
・保

健
医

療
計

画
策

定
業

務
委

託
 

・計
画

策
定

後
は

、
計

画
に

基
づ

き
各

課
で

施
策

を
推

進
し

、
毎

年
評

価
を

行
う

無
0

0
1,

9
46

1
,5

2
2

2,
1
1
4

5
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
か

か
り

つ
け

医
の

定
着

地
域

に
お

い
て

日
常

的
な

診
療

に
加

え
健

康
相

談
に

も
応

じ
て

く
れ

る
身

近
な

か
か

り
つ

け
医

を
持

つ
こ

と
は

、
病

気
の

早
期

発
見

・
早

期
治

療
が

期
待

で
き

、
ま

た
、

精
神

的
な

支
え

に
つ

な
が

る
た

め
、

市
民

に
か

か
り

つ
け

医
の

定
着

を
図

る
。

市
民

す
こ

や
か

マ
ッ

プ
（
川

越
市

医
療

機
関

マ
ッ

プ
）
を

作
成

し
、

市
民

課
や

関
係

機
関

に
マ

ッ
プ

を
配

置
し

て
転

入
者

を
中

心
に

配
布

す
る

こ
と

で
、

医
療

機
関

に
関

す
る

情
報

を
提

供
し

、
か

か
り

つ
け

医
の

定
着

を
図

る
。

 
令

和
５

年
度

発
行

部
数

：
６

，
０

０
０

部

無
9
0
8

7
7
3

8
9
1

0
8
3
2

6
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
医

療
問

題
協

議
会

医
療

問
題

協
議

会
を

開
催

し
、

本
市

に
お

け
る

地
域

医
療

及
び

保
健

衛
生

に
関

わ
る

諸
問

題
に

つ
い

て
、

総
合

的
な

見
地

か
ら

協
議

す
る

。
医

療
問

題
協

議
会

医
療

問
題

協
議

会
　

開
催

・令
和

３
年

度
　

０
回

・令
和

４
年

度
　

３
回

（う
ち

１
回

は
書

面
開

催
）

・令
和

５
年

度
　

１
回

無
3
1
5

1
0
0

4
9
9

1
0
7

4
9
9

7
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
世

界
糖

尿
病

デ
ー

ブ
ル

ー
ラ

イ
ト

ア
ッ

プ
負

担
金

川
越

市
ブ

ル
ー

ラ
イ

ト
ア

ッ
プ

実
行

委
員

会
に

対
し

て
事

業
の

一
部

を
負

担
し

、
市

民
を

対
象

と
し

た
糖

尿
病

予
防

啓
発

事
業

の
実

施
を

支
援

す
る

。

川
越

市
ブ

ル
ー

ラ
イ

ト
ア

ッ
プ

実
行

委
員

会

川
越

駅
西

口
ブ

ル
ー

ラ
イ

ト
ア

ッ
プ

及
び

市
民

公
開

講
演

会
　

１
回

（主
催

：川
越

市
ブ

ル
ー

ラ
イ

ト
ア

ッ
プ

実
行

委
員

会
）

無
2
0
0

2
0
0

2
0
0

2
0
0

2
0
0

8
保

健
医

療
推

進
課

保
健

医
療

推
進

課
一

般
事

務
保

健
医

療
推

進
課

一
般

事
務

部
課

一
般

事
務

を
行

う
。

職
員

○
　

各
種

団
体

が
開

催
す

る
行

事
へ

の
出

席
 

○
　

全
国

政
令

市
衛

生
部

局
長

会
会

員
市

と
し

て
の

活
動

 
○

　
部

課
一

般
事

務
有

0
2
0
8

3
5
6

2
0
9

2
9
7

9
保

健
医

療
推

進
課

保
健

医
療

推
進

課
一

般
事

務
旧

市
立

診
療

所
管

理
旧

市
立

診
療

所
の

解
体

ま
で

の
間

、
建

屋
及

び
敷

地
の

秩
序

を
維

持
す

る
。

建
物

旧
市

立
診

療
所

の
維

持
管

理
を

行
う

。
 

・機
械

警
備

 
・定

期
巡

視
 

・除
草

、
獣

害
防

除
 

・有
害

物
質

の
適

正
な

管
理

（
フ

ロ
ン

、
ア

ス
ベ

ス
ト

、
Ｐ

Ｃ
Ｂ

廃
棄

物
）

無
6
3
9

8
3
9

1,
2
37

1
,1

0
1

6
6
9

10
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
旧

市
立

診
療

所
解

体
事

業
令

和
８

年
度

中
に

旧
市

立
診

療
所

を
解

体
す

る
。

建
物

令
和

８
年

度
の

解
体

に
向

け
て

、
令

和
７

年
度

に
設

計
を

行
う

。
無

0
0

0
0

0

1
7
,4

5
8

1
7
,5

1
6

2
1,

2
84

1
8
,5

3
5

2
0,

3
4
9

合
計

3
-
1
-
1

地
域

医
療

の
基

盤
づ

く
り

№
所

属
名

予
算

事
業

名
中

事
業

名
事

業
目

的
対

象
事

業
内

容
法

令
に

よ
る

実
施

義
務

事
業

費



令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

1
保

健
総

務
課

厚
生

統
計

調
査

・
免

許
事

務
保

健
統

計
等

各
種

厚
生

統
計

調
査

を
実

施
し

、
保

健
医

療
行

政
の

基
礎

資
料

と
す

る
市

民
・
各

種
厚

生
統

計
調

査
の

実
施

（
人

口
動

態
調

査
、

国
民

生
活

基
礎

調
査

、
社

会
保

障
・
人

口
問

題
基

本
調

査
な

ど
）

有
4
1
2

1
,3

2
4

1
,5

9
4

7
7
2

1
,5

0
4

2
保

健
総

務
課

厚
生

統
計

調
査

・
免

許
事

務
衛

生
関

係
免

許
申

請
受

付
身

近
な

場
所

で
の

申
請

受
付

け
に

よ
る

利
便

性
の

向
上

を
図

る
県

民
・
厚

生
労

働
大

臣
免

許
及

び
県

知
事

免
許

に
関

す
る

各
種

申
請

の
受

付
け

及
び

県
へ

の
進

達
事

務
有

2
9
1

4
2

5
5

3
9

6
3
1

3
保

健
総

務
課

医
療

機
関

指
導

医
療

機
関

等
の

許
可

・
届

出
医

療
施

設
の

人
的

構
成

、
構

造
設

備
、

管
理

体
制

等
の

規
制

等
を

行
う

。
事

業
者

医
療

法
等

に
基

づ
き

、
病

院
、

診
療

所
、

助
産

所
、

施
術

所
等

の
開

設
、

変
更

等
の

許
可

又
は

届
出

の
受

理
等

の
業

務
を

行
う

。
有

5
4

4
8

5
2

3
7

5
5

4
保

健
総

務
課

医
療

機
関

指
導

立
入

検
査

医
療

施
設

に
関

す
る

医
療

法
等

の
規

定
の

遵
守

状
況

を
確

認
す

る
。

事
業

者
医

療
法

第
2
5条

に
基

づ
く
報

告
の

徴
収

又
は

立
入

検
査

の
実

施
。

病
院

及
び

有
床

診
療

所
へ

定
期

的
に

実
施

す
る

ほ
か

、
必

要
と

認
め

た
場

合
に

臨
時

の
立

入
検

査
を

行
う

。
有

2
8

1
8

4
6

2
0

4
5

5
保

健
総

務
課

医
療

機
関

指
導

医
療

安
全

相
談

医
療

に
関

す
る

市
民

の
苦

情
や

悩
み

事
な

ど
、

相
談

に
対

応
す

る
こ

と
に

よ
り

、
市

民
の

医
療

に
対

す
る

信
頼

を
確

保
す

る
こ

と
を

目
的

と
す

る
。

市
民

医
療

機
関

に
関

す
る

問
い

合
わ

せ
、

及
び

医
療

に
関

す
る

患
者

・
市

民
の

苦
情

や
悩

み
事

等
の

相
談

に
つ

い
て

患
者

・
市

民
と

医
療

機
関

と
の

間
に

立
ち

、
中

立
的

な
立

場
か

ら
双

方
の

信
頼

関
係

の
構

築
を

支
援

す
る

よ
う

努
め

る
。

無
3
4

1
6
1

4
3

6
2

6
保

健
総

務
課

医
療

機
関

指
導

会
計

年
度

任
用

職
員

人
件

費
－

－
－

－
1
2
4

5
7

2
2
4

1
9
9

2
1
0

7
保

健
総

務
課

医
薬

品
用

対
策

薬
局

等
の

許
可

・
届

出

医
薬

品
等

の
販

売
又

は
授

与
に

関
し

て
必

要
な

規
制

を
行

う
こ

と
に

よ
り

、
市

民
の

保
健

衛
生

の
確

保
を

図
る

。
事

業
者

・
薬

局
、

店
舗

販
売

業
、

卸
売

販
売

業
等

の
新

規
及

び
更

新
の

許
可

を
行

う
。

・
薬

局
、

店
舗

販
売

業
、

卸
売

販
売

業
等

の
事

業
所

に
立

入
り

、
必

要
な

指
導

を
行

う
。

有
9
1

1
4
3

1
5
4

9
9

2
0
2

8
保

健
総

務
課

医
薬

品
用

対
策

無
承

認
無

許
可

医
薬

品
対

策

医
薬

品
の

承
認

を
受

け
て

い
な

い
物

（
い

わ
ゆ

る
健

康
食

品
等

）
の

適
正

な
使

用
を

確
保

す
る

こ
と

に
よ

り
、

市
民

の
保

健
衛

生
の

確
保

を
図

る
。

事
業

者

・
市

内
店

舗
に

お
い

て
、

強
壮

又
は

痩
身

を
標

ぼ
う

す
る

い
わ

ゆ
る

健
康

食
品

を
買

上
げ

医
薬

品
成

分
の

含
有

に
つ

い
て

保
健

所
に

お
い

て
検

査
を

す
る

。
・
健

康
食

品
等

の
広

告
監

視
指

導
を

行
う

。

有
3
5

4
3

6
5

5
2

5
0

9
保

健
総

務
課

医
薬

品
用

対
策

毒
物

劇
物

販
売

業
者

等
の

登
録

・
届

出

毒
性

、
劇

性
に

よ
っ

て
保

健
衛

生
上

き
わ

め
て

重
大

な
危

害
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

の
あ

る
毒

物
及

び
劇

物
に

つ
い

て
、

保
健

衛
生

上
の

見
地

か
ら

必
要

な
取

り
締

ま
り

を
行

う
。

事
業

者

・
毒

物
劇

物
の

販
売

業
の

新
規

及
び

更
新

の
登

録
並

び
に

監
視

・
指

導
を

行
う

。
・
登

録
業

者
及

び
届

出
を

し
た

特
定

の
毒

物
劇

物
を

取
り

扱
う

事
業

者
の

事
業

所
へ

の
監

視
・
指

導
を

行
う

。

有
0

0
1
3

7
2
0

1
0

保
健

総
務

課
医

薬
品

用
対

策
薬

物
乱

用
防

止
対

策
薬

物
乱

用
防

止
の

た
め

の
啓

発
活

動
を

推
進

す
る

こ
と

に
よ

り
、

薬
物

乱
用

の
未

然
防

止
を

図
る

。
市

民
広

報
誌

へ
の

掲
載

、
市

内
駅

構
内

等
へ

の
ポ

ス
タ

ー
掲

示
依

頼
、

各
種

イ
ベ

ン
ト

会
場

で
の

薬
物

乱
用

防
止

の
啓

発
活

動
を

行
う

。
無

4
7

4
8

5
1

0
7

1
1

保
健

総
務

課
医

薬
品

用
対

策
有

害
物

質
含

有
す

る
の

家
庭

用
品

規
制

家
庭

用
品

を
買

上
げ

、
人

の
健

康
に

被
害

を
生

ず
る

お
そ

れ
の

あ
る

物
質

の
含

有
に

つ
い

て
検

査
を

す
る

こ
と

に
よ

り
、

市
民

、
特

に
乳

幼
児

の
保

健
衛

生
の

確
保

を
図

る
。

事
業

者
・
市

内
店

舗
に

お
い

て
、

出
生

後
２

４
か

月
以

内
の

乳
幼

児
用

繊
維

製
品

を
買

上
げ

、
保

健
所

に
お

い
て

ホ
ル

ム
ア

ル
デ

ヒ
ド

の
検

査
を

実
施

し
、

検
査

結
果

を
厚

生
労

働
省

に
報

告
す

る
。

有
3
1

3
5

6
1

4
2

5
6

1
2

保
健

総
務

課
医

薬
品

用
対

策
温

泉
利

用
許

可
温

泉
法

に
基

づ
き

、
公

共
の

浴
用

又
は

飲
用

に
供

さ
れ

る
温

泉
の

利
用

の
適

正
を

図
る

。
事

業
者

温
泉

の
利

用
許

可
、

温
泉

の
成

分
等

の
掲

示
内

容
及

び
温

泉
利

用
に

関
す

る
変

更
届

の
受

理
等

を
行

う
。

有
0

0
2
5

0
5
6

事
業

費

3
-
1
-
2

医
療

の
安

全
確

保

№
所

属
名

予
算

事
業

名
中

事
業

名
事

業
目

的
対

象
事

業
内

容
法

令
に

よ
る

実
施

義
務

8
6 



8
7 

　

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

事
業

費

3
-
1
-
2

医
療

の
安

全
確

保

№
所

属
名

予
算

事
業

名
中

事
業

名
事

業
目

的
対

象
事

業
内

容
法

令
に

よ
る

実
施

義
務

1
3

保
健

総
務

課
献

血
推

進
献

血
推

進

血
液

製
剤

の
安

全
性

の
向

上
及

び
安

定
供

給
の

確
保

を
図

る
た

め
に

、
市

民
へ

の
献

血
思

想
の

普
及

や
埼

玉
県

赤
十

字
血

液
セ

ン
タ

ー
の

献
血

事
業

を
支

援
し

て
い

る
。

市
民

献
血

思
想

の
普

及
の

た
め

に
啓

発
物

を
作

成
し

、
イ

ベ
ン

ト
等

で
配

布
し

て
い

る
。

ま
た

、
市

内
高

校
を

埼
玉

県
赤

十
字

血
液

セ
ン

タ
ー

の
職

員
と

一
緒

に
訪

問
し

、
献

血
事

業
へ

の
協

力
を

お
願

い
し

て
い

る
。

有
7
3

6
7

1
0
4

6
3

9
0

1
,2

2
0

1
,8

2
6

2
,5

0
5

1
,3

7
3

2
,9

8
8

合
計



令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

1
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
Ａ

Ｅ
Ｄ

の
普

及
・
啓

発

市
有

施
設

に
Ａ

Ｅ
Ｄ

を
設

置
し

、
ま

た
、

市
民

が
身

近
な

Ａ
Ｅ

Ｄ
の

設
置

場
所

を
把

握
し

て
救

命
現

場
で

確
実

に
Ａ

Ｅ
Ｄ

が
利

用
で

き
る

よ
う

必
要

な
情

報
提

供
に

努
め

る
な

ど
、

病
院

前
救

護
の

推
進

を
図

る
。

市
有

施
設

他

市
公

共
施

設
１

８
４

施
設

に
計

１
９

６
台

の
Ａ

Ｅ
Ｄ

を
設

置
し

て
維

持
管

理
を

行
う

。
 

職
員

等
を

対
象

に
年

６
回

の
普

通
救

命
講

習
を

実
施

す
る

。
 

令
和

５
年

度
で

終
期

を
迎

え
た

川
越

市
Ａ

Ｅ
Ｄ

普
及

推
進

計
画

に
つ

い
て

、
成

果
を

検
討

す
る

。

無
4
,6

7
3

4
,9

2
5

3
,1

1
7

2
,2

0
3

3
,9

3
0

2
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
休

日
歯

科
診

療
所

運
営

事
業

休
日

等
に

お
け

る
歯

科
の

初
期

救
急

医
療

を
確

保
す

る
た

め
、

川
越

市
休

日
歯

科
診

療
所

運
営

事
業

に
つ

い
て

川
越

市
歯

科
医

師
会

に
委

託
す

る
。

川
越

市
歯

科
医

師
会

休
日

等
（
日

曜
祝

日
・
年

末
年

始
）
に

お
け

る
歯

科
の

初
期

救
急

医
療

を
確

保
す

る
た

め
、

川
越

市
休

日
歯

科
診

療
所

運
営

事
業

に
つ

い
て

川
越

市
歯

科
医

師
会

に
委

託
す

る
。

無
3
,1

2
1

3
,1

6
4

3
,1

2
1

3
,1

2
1

3
,1

6
4

3
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
夜

間
休

日
診

療
事

業
補

助
金

休
日

及
び

平
日

夜
間

に
お

い
て

、
救

急
医

療
体

制
を

確
保

す
る

た
め

、
軽

症
の

救
急

患
者

に
対

す
る

診
療

を
実

施
す

る
法

人
に

対
し

て
補

助
金

を
交

付
す

る
。

川
越

市
医

師
会

及
び

川
越

市
薬

剤
師

会

川
越

市
医

師
会

及
び

川
越

市
薬

剤
師

会
に

対
し

て
、

休
日

及
び

平
日

夜
間

に
お

い
て

軽
症

の
救

急
患

者
に

対
す

る
診

療
を

実
施

す
る

診
療

所
（
川

越
市

夜
間

休
日

診
療

所
）
の

運
営

に
係

る
経

費
の

一
部

を
補

助
す

る
。

無
2
6
,5

0
0

2
6
,5

0
0

2
6
,5

0
0

3
3
,5

5
9

2
6
,5

0
0

4
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
病

院
群

輪
番

制
病

院
運

営
事

業
補

助
金

休
日

・夜
間

に
お

け
る

入
院

・
手

術
を

要
す

る
患

者
の

救
急

医
療

を
確

保
す

る
た

め
、

川
越

地
区

第
二

次
救

急
医

療
運

営
委

員
会

に
対

し
補

助
金

を
交

付
す

る
。

 

川
越

地
区

第
二

次
救

急
医

療
運

営
委

員
会

川
越

地
区

（
川

越
市

・
富

士
見

市
・
ふ

じ
み

野
市

・
三

芳
町

・
川

島
町

）
に

お
い

て
病

院
群

輪
番

制
方

式
に

よ
り

第
二

次
救

急
医

療
を

行
う

救
急

指
定

病
院

を
統

轄
す

る
川

越
地

区
第

二
次

救
急

医
療

運
営

委
員

会
事

務
局

（
川

越
市

医
師

会
）に

対
し

、
補

助
金

を
交

付
す

る
。

無
3
1
,0

4
5

3
1
,1

8
7

3
1
,4

6
4

3
1
,0

4
5

3
1
,5

3
6

5
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
救

急
医

療
拠

点
病

院
運

営
事

業
補

助
金

休
日

及
び

夜
間

に
お

い
て

重
症

の
救

急
患

者
に

入
院

治
療

を
行

う
中

核
的

医
療

機
関

で
あ

る
埼

玉
医

科
大

学
総

合
医

療
セ

ン
タ

ー
に

対
し

補
助

を
行

う
こ

と
で

、
救

急
医

療
体

制
の

充
実

を
図

る
。

埼
玉

医
科

大
学

総
合

医
療

セ
ン

タ
ー

埼
玉

医
科

大
学

総
合

医
療

セ
ン

タ
ー

が
実

施
す

る
救

急
医

療
拠

点
病

院
運

営
事

業
（
休

日
及

び
夜

間
に

お
け

る
重

症
救

急
患

者
に

対
す

る
入

院
治

療
の

事
業

）
の

必
要

な
経

費
の

一
部

に
対

し
て

補
助

金
を

交
付

す
る

。

無
2
0
,4

8
0

2
0
,5

8
0

2
0
,4

8
0

2
0
,4

8
0

2
0
,5

3
0

6
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
二

次
救

急
搬

送
受

入
支

援
事

業
補

助
金

救
急

医
療

体
制

の
確

保
の

た
め

、
市

内
の

二
次

救
急

医
療

機
関

に
対

し
て

補
助

金
を

交
付

す
る

。
二

次
救

急
医

療
機

関

市
内

の
二

次
救

急
医

療
機

関
に

対
し

て
、

運
営

に
要

す
る

費
用

の
う

ち
、

採
算

性
の

確
保

が
困

難
と

さ
れ

る
救

急
搬

送
患

者
の

受
け

入
れ

に
要

す
る

費
用

の
一

部
を

補
助

す
る

。
 

な
お

、
私

的
二

次
救

急
医

療
機

関
に

対
す

る
助

成
事

業
と

し
て

特
別

交
付

税
で

措
置

さ
れ

て
い

る
事

業
で

あ
る

。

無
2
6
,0

2
1

2
9
,6

3
5

3
2
,4

0
9

3
2
,4

7
2

3
3
,7

5
1

7
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
外

国
人

未
払

医
療

費
対

策
事

業
補

助
金

県
内

医
療

機
関

に
よ

る
救

急
医

療
体

制
の

円
滑

な
運

営
に

資
す

る
。

県
内

医
療

機
関

市
内

に
居

所
を

有
す

る
外

国
人

の
救

急
患

者
に

係
る

未
回

収
医

療
費

が
発

生
し

た
県

内
医

療
機

関
に

対
し

て
、

そ
の

一
部

を
県

と
折

半
し

て
補

助
す

る
。

無
8
0
0

7
0

1
,0

7
0

1
7
0

1
,3

3
0

8
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
在

宅
当

番
医

制
事

業

休
日

の
地

域
住

民
の

救
急

医
療

を
確

保
す

る
た

め
、

川
越

市
医

師
会

に
川

越
市

在
宅

当
番

医
制

事
業

を
委

託
す

る
。

川
越

市
医

師
会

川
越

市
在

宅
当

番
医

制
事

業
（
日

曜
祝

日
・年

末
年

始
に

お
け

る
市

内
医

療
機

関
の

当
番

制
に

よ
る

軽
症

の
救

急
患

者
へ

の
診

療
）
に

つ
い

て
、

川
越

市
医

師
会

に
委

託
す

る
。

無
4
,3

0
5

4
,3

6
7

4
,4

5
9

4
,2

7
4

4
,5

2
1

9
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
予

防
歯

科
セ

ン
タ

ー
改

修
事

業
補

助
金

休
日

歯
科

診
療

事
業

を
充

実
さ

せ
る

た
め

、
川

越
市

予
防

歯
科

セ
ン

タ
ー

内
歯

科
診

療
所

部
分

の
改

修
に

つ
い

て
、

費
用

の
一

部
を

川
越

市
歯

科
医

師
会

に
対

し
て

補
助

す
る

。

川
越

市
歯

科
医

師
会

休
日

歯
科

診
療

所
部

分
の

付
属

設
備

及
び

設
置

に
か

か
る

経
費

を
財

政
的

支
援

の
対

象
と

し
、

予
算

の
範

囲
内

で
の

支
援

に
努

め
る

。
無

0
0

2
0
,0

0
0

2
0
,0

0
0

－

1
1
6
,9

4
5

1
2
0
,4

2
8

1
4
2
,6

2
0

1
4
7
,3

2
4

1
2
5
,2

6
2

事
業

費

合
計

3
-
2
-
1

救
急

医
療

体
制

の
整

備

№
所

属
名

予
算

事
業

名
中

事
業

名
事

業
目

的
対

象
事

業
内

容
法

令
に

よ
る

実
施

義
務

8
8 



8
9 

　

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

1
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
災

害
保

健
医

療
連

絡
会

議

災
害

保
健

医
療

連
絡

会
議

を
実

施
し

、
本

市
に

お
け

る
災

害
時

の
医

療
体

制
に

つ
い

て
連

絡
調

整
等

を
行

う
。

災
害

保
健

医
療

連
絡

会
議

委
員

災
害

保
健

医
療

連
絡

会
議

を
実

施
す

る
た

め
の

準
備

を
行

う
。

 
令

和
５

年
１

０
月

１
８

日
に

川
越

市
災

害
保

健
医

療
連

絡
会

議
要

綱
を

施
行

し
た

。
無

0
1

7
9

4
9

5
9

2
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
新

型
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

等
対

策

新
型

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
等

の
感

染
状

況
に

よ
り

、
警

戒
本

部
や

対
策

本
部

を
設

置
し

、
感

染
症

対
策

を
推

進
す

る
。

 
平

時
に

お
い

て
は

、
新

興
・
再

興
感

染
症

の
拡

大
に

備
え

た
体

制
整

備
を

推
進

す
る

。

川
越

市
医

師
会

他

新
型

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
等

の
感

染
状

況
に

よ
り

、
市

長
を

本
部

長
と

し
た

警
戒

本
部

や
対

策
本

部
を

設
置

し
、

ま
た

は
対

策
会

議
を

開
催

し
、

感
染

症
対

策
を

推
進

す
る

。
●

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
対

策
（
～

Ｒ
５

）
・
開

設
し

て
い

る
医

療
機

関
が

少
な

く
な

る
Ｇ

Ｗ
・
年

末
年

始
等

に
つ

い
て

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

の
検

査
体

制
確

保
事

業
を

川
越

市
医

師
会

に
業

務
委

託
す

る
。

・
各

種
補

助
金

事
務

。
●

平
時

の
体

制
整

備
（
Ｒ

６
～

）
・
ＩＨ

Ｅ
Ａ

Ｔ
要

員
研

修
を

実
施

し
、

感
染

拡
大

時
に

お
い

て
迅

速
に

保
健

所
業

務
を

支
援

す
る

こ
と

が
で

き
る

人
材

の
養

成
を

行
う

。

有
1
5
7
,2

8
5

3
,0

3
5

7
0
0

3
,6

6
2

3
1
3

3
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
検

査
体

制
確

保
事

業

医
療

機
関

の
多

く
が

休
業

す
る

年
末

年
始

等
に

つ
い

て
、

市
内

医
療

期
間

に
お

け
る

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

に
係

る
検

査
体

制
の

確
保

を
川

越
市

医
師

会
に

委
託

す
る

。

（
一

社
）
川

越
市

医
師

会
・
検

査
体

制
確

保
事

業
業

務
委

託
－

0
0

0
0

0

4
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
消

費
税

仕
入

控
除

税
額

返
還

金

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

緊
急

包
括

支
援

交
付

金
（医

療
分

）
に

係
る

消
費

税
仕

入
控

除
税

額
を

埼
玉

県
に

返
還

す
る

。
埼

玉
県

・
緊

急
包

括
支

援
交

付
金

（
医

療
分

）
を

交
付

し
た

事
業

者
か

ら
消

費
税

仕
入

控
除

税
額

の
返

還
を

受
け

、
そ

の
額

を
埼

玉
県

に
返

還
す

る
。

－
0

中
事

業
「新

型
イ

ン
フ

ル
エ

ン
ザ

等
対

策
」
に

統
合

0
0

0

5
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進
P
C

R
検

査
セ

ン
タ

ー
の

運
営

川
越

市
医

師
会

の
協

力
の

も
と

、
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

に
か

か
る

Ｐ
Ｃ

Ｒ
検

査
セ

ン
タ

ー
を

運
営

し
、

市
内

の
検

査
体

制
の

強
化

を
図

る
。

（
一

社
）
川

越
市

医
師

会
・
P

C
R

検
査

セ
ン

タ
ー

の
運

営
事

業
の

業
務

委
託

・
P

C
R

検
査

セ
ン

タ
ー

の
解

体
撤

去
の

業
務

委
託

－
0

0
0

0
0

6
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進

川
越

市
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
緊

急
包

括
支

援
交

付
金

医
療

機
関

の
検

査
整

備
設

備
を

補
助

す
る

。
和

心
会

ク
リ

ニ
ッ

ク
・
支

援
金

の
交

付
－

0
0

0
0

0

7
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進

川
越

市
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
患

者
転

院
受

入
協

力
金

退
院

基
準

を
満

た
し

た
患

者
の

転
院

を
受

け
入

れ
る

医
療

機
関

へ
協

力
金

を
支

給
す

る
。

市
内

の
医

療
機

関
・
協

力
金

の
交

付
－

0
0

0
0

0

8
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進

川
越

市
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
患

者
等

病
床

受
入

確
保

協
力

金

一
般

病
床

等
で

患
者

を
受

け
入

れ
る

市
内

の
医

療
機

関
に

対
し

協
力

金
を

交
付

し
て

、
患

者
受

入
病

床
の

確
保

に
努

め
る

。
市

内
の

医
療

機
関

・
協

力
金

の
交

付
－

0
0

0
0

0

9
保

健
医

療
推

進
課

地
域

医
療

の
推

進

川
越

市
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
に

係
る

夜
間

休
日

診
療

所
事

業
継

続
支

援
金

初
期

救
急

医
療

の
維

持
の

た
め

に
川

越
市

夜
間

休
日

診
療

所
の

事
業

継
続

を
支

援
す

る
。

（
一

社
）
川

越
市

医
師

会
・
支

援
金

の
交

付
－

0
0

0
0

0

1
0

保
健

医
療

推
進

課
地

域
医

療
の

推
進

感
染

症
予

防
事

業
費

等
国

庫
負

担
（
補

助
）
金

の
交

付
額

確
定

に
伴

う
返

還
金

感
染

症
予

防
事

業
費

等
国

庫
負

担
(補

助
)金

の
交

付
額

確
定

に
よ

り
生

じ
た

差
額

を
返

還
す

る
。

（保
健

予
防

課
取

り
ま

と
め

）
埼

玉
県

・
感

染
症

予
防

事
業

費
等

国
庫

負
担

(補
助

)金
の

交
付

額
確

定
に

よ
り

生
じ

た
差

額
を

返
還

す
る

。
－

0
中

事
業

「新
型

イ
ン

フ
ル

エ
ン

ザ
等

対
策

」
に

統
合

0
0

0

1
1

保
健

医
療

推
進

課
地

域
医

療
の

推
進

抗
原

検
査

キ
ッ

ト
購

入
・
保

管
配

送
・
配

布

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

対
策

と
し

て
、

高
齢

者
施

設
等

、
保

育
所

、
小

学
校

等
の

感
染

防
止

対
策

及
び

社
会

機
能

の
維

持
の

た
め

、
抗

原
定

性
検

査
キ

ッ
ト

の
購

入
・
保

管
配

送
・配

布
を

行
う

。

施
設

従
事

者
、

職
員

等

・
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
対

策
と

し
て

、
高

齢
者

施
設

等
、

保
育

所
、

小
学

校
等

の
感

染
防

止
対

策
及

び
社

会
機

能
の

維
持

の
た

め
、

抗
原

定
性

検
査

キ
ッ

ト
の

購
入

・
保

管
配

送
・
配

布
を

行
う

。
－

0
0

0
0

0

1
5
7
,2

8
5

3
,0

3
6

7
7
9

3
,7

1
1

3
7
2

事
業

費

3
-
2
-
2

災
害

時
医

療
体

制
の

整
備

合
計№

所
属

名
予

算
事

業
名

中
事

業
名

事
業

目
的

対
象

事
業

内
容

法
令

に
よ

る
実

施
義

務



令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

1
高

齢
・
障

害
医

療
課

障
害

者
医

療
費

支
給

障
害

者
医

療
費

支
給

重
度

心
身

障
害

者
に

対
し

、
医

療
の

給
付

に
係

る
一

部
負

担
金

等
に

つ
い

て
助

成
金

を
支

給
す

る
こ

と
に

よ
り

、
重

度
心

身
障

害
者

の
福

祉
の

増
進

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
す

る
。

重
度

心
身

障
害

者

身
体

障
害

者
手

帳
１

～
４

級
、

療
育

手
帳

Ⓐ
・
A

・
B

、
精

神
障

害
者

保
健

福
祉

手
帳

１
級

所
持

者
又

は
埼

玉
県

後
期

高
齢

者
医

療
広

域
連

合
の

障
害

認
定

を
受

け
た

方
（
平

成
２

７
年

４
月

１
日

以
降

に
６

５
歳

以
上

で
新

た
に

障
害

の
程

度
が

該
当

の
等

級
に

な
っ

た
方

は
対

象
外

）
等

が
、

医
療

機
関

等
で

受
診

し
た

際
の

医
療

費
の

一
部

負
担

金
等

を
支

給
す

る
。

無
6
4
0
,6

2
4

6
2
5
,6

5
6

6
4
1
,3

9
4

6
2
2
,2

3
3

6
3
7
,1

1
7

2
保

健
医

療
推

進
課

歯
科

診
療

事
業

会
計

繰
出

金
歯

科
診

療
事

業
会

計
繰

出
金

歯
科

診
療

事
業

特
別

会
計

の
歳

入
不

足
を

充
用

す
る

。
歯

科
診

療
事

業
特

別
会

計
歯

科
診

療
事

業
特

別
会

計
へ

の
繰

出
し

を
行

う
。

無
4
2
,9

8
3

5
4
,1

3
4

4
9
,5

3
8

4
9
,5

3
8

5
4
,7

0
0

6
8
3
,6

0
7

6
7
9
,7

9
0

6
9
0
,9

3
2

6
7
1
,7

7
1

6
9
1
,8

1
7

事
業

費

3
-
3
-
1

障
害

者
医

療
の

充
実

合
計№

所
属

名
予

算
事

業
名

中
事

業
名

事
業

目
的

対
象

事
業

内
容

法
令

に
よ

る
実

施
義

務

9
0 



9
1 

　

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

1
健

康
管

理
課

母
子

公
費

負
担

医
療

小
児

慢
性

特
定

疾
病

関
連

事
務

小
児

慢
性

特
定

疾
病

児
童

等
の

健
全

な
育

成
を

支
援

す
る

川
越

市
在

住
の

小
児

慢
性

特
定

疾
病

児
と

保
護

者

事
業

目
的

を
達

成
す

る
た

め
小

児
慢

性
特

定
疾

病
対

策
協

議
会

、
審

査
会

及
び

講
演

会
等

を
運

営
。

有
2
6
0

3
1
3

4
3
2

3
3
2

4
0
5

2
健

康
管

理
課

母
子

公
費

負
担

医
療

特
定

不
妊

治
療

支
援

不
妊

に
関

す
る

専
門

相
談

の
場

を
提

供
し

、
少

子
化

対
策

の
一

助
と

す
る

。
不

妊
に

悩
む

方
不

妊
専

門
相

談
セ

ン
タ

ー
の

設
置

。
有

4
8
0

4
8
0

0
0

0

3
健

康
管

理
課

母
子

公
費

負
担

医
療

会
計

年
度

任
用

職
員

人
件

費
－

－
－

－
0

1
,3

6
7

1
,2

8
3

1
,5

2
5

1
,5

0
4

4
健

康
管

理
課

母
子

公
費

負
担

医
療

母
子

一
般

事
務

（
医

療
費

扶
助

を
含

む
）

児
の

健
全

な
育

成
を

支
援

す
る

。
各

業
務

の
該

当
者

小
児

慢
性

特
定

疾
病

等
の

医
療

費
の

給
付

を
行

う
。

有
1
8
1
,8

1
7

1
5
7
,4

6
9

1
5
5
,5

3
6

1
8
3
,5

6
2

1
5
0
,3

2
2

5
母

子
保

健
課

母
子

健
康

診
査

不
妊

・
不

育
症

支
援

①
不

妊
に

関
す

る
専

門
相

談
の

場
を

提
供

②
先

進
医

療
に

告
示

さ
れ

て
い

る
不

育
症

検
査

（
次

世
代

シ
ー

ケ
ン

サ
ー

を
用

い
た

流
死

産
絨

毛
・
胎

児
組

織
染

色
体

検
査

）
を

実
施

し
た

者
に

対
し

て
、

そ
の

検
査

費
用

の
一

部
を

助
成

不
妊

に
悩

む
男

女
〇

不
妊

専
門

相
談

セ
ン

タ
ー

業
務

委
託

〇
先

進
医

療
の

不
育

症
検

査
助

成
無

0
0

7
8
8

4
8
0

7
8
8

6
母

子
保

健
課

母
子

健
康

診
査

不
妊

・
不

育
症

検
査

費
助

成

不
妊

・不
育

症
検

査
を

し
た

男
女

に
対

し
、

検
査

費
用

の
一

部
を

助
成

す
る

こ
と

で
  
不

妊
・不

育
症

検
査

費
負

担
の

軽
減

を
図

る
。

妊
娠

を
望

む
男

女
〇

早
期

不
妊

検
査

費
用

助
成

〇
不

育
症

検
査

費
用

助
成

無
0

0
3
,2

9
2

2
,8

1
9

3
,2

8
4

1
8
2
,5

5
7

1
5
9
,6

2
9

1
6
1
,3

3
1

1
8
8
,7

1
8

1
5
6
,3

0
3

事
業

費

3
-
3
-
2

母
子

医
療

の
充

実

合
計№

所
属

名
予

算
事

業
名

中
事

業
名

事
業

目
的

対
象

事
業

内
容

法
令

に
よ

る
実

施
義

務



令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

1
健

康
管

理
課

難
病

対
策

石
綿

健
康

相
談

石
綿

健
康

被
害

の
救

済
石

綿
健

康
被

害
救

済
制

度
申

請
者

石
綿

健
康

被
害

救
済

制
度

の
申

請
事

務
有

0
0

5
0

5

2
健

康
管

理
課

難
病

対
策

肝
炎

治
療

特
別

促
進

事
業

申
請

肝
炎

治
療

医
療

費
助

成
の

申
請

受
付

・
進

達
事

務
肝

炎
治

療
医

療
費

助
成

申
請

者
肝

炎
治

療
医

療
費

助
成

の
申

請
受

付
・
進

達
事

務
有

0
0

7
0

5

3
健

康
管

理
課

難
病

対
策

指
定

難
病

医
療

給
付

指
定

難
病

医
療

給
付

の
申

請
受

付
・進

達
事

務
指

定
難

病
医

療
給

付
申

請
者

指
定

難
病

医
療

給
付

の
申

請
受

付
・
進

達
事

務
有

0
0

3
0

2

4
健

康
管

理
課

難
病

対
策

難
病

対
策

難
病

患
者

の
Ｑ

Ｏ
Ｌ

向
上

　
患

者
家

族
の

負
担

軽
減

難
病

患
者

及
び

そ
の

家
族

家
庭

訪
問

、
電

話
、

メ
ー

ル
等

に
よ

る
相

談
業

務
有

1
3
1

1
7
9

1
9
6

1
4
5

1
8
3

5
健

康
管

理
課

難
病

対
策

骨
髄

移
植

ド
ナ

ー
助

成
費

交
付

骨
髄

移
植

等
の

推
進

。
骨

髄
提

供
者

及
び

骨
髄

移
植

に
同

意
し

た
者

骨
髄

移
植

ド
ナ

ー
に

対
し

補
助

金
を

支
給

す
る

。
有

7
0
0

7
0
0

7
0
0

2
0
0

6
6
5

6
健

康
管

理
課

難
病

対
策

難
病

一
般

事
務

難
病

に
係

る
事

務
の

遂
行

各
業

務
の

該
当

者
指

定
難

病
等

に
係

る
事

務
有

1
,0

7
6

9
6
0

1
,1

3
8

8
5
0

1
,2

4
9

1
,9

0
7

1
,8

3
9

2
,0

4
9

1
,1

9
5

2
,1

0
9

事
業

費

3
-
3
-
3

難
病

対
策

合
計№

所
属

名
予

算
事

業
名

中
事

業
名

事
業

目
的

対
象

事
業

内
容

法
令

に
よ

る
実

施
義

務

9
2 



9
3 

　

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

1
国

民
健

康
保

険
課

土
建

、
建

設
国

保
組

合
補

助
土

建
、

建
設

国
保

組
合

補
助

埼
玉

土
建

国
民

健
康

保
険

組
合

お
よ

び
埼

玉
県

建
設

国
民

健
康

保
険

組
合

に
加

入
し

て
い

る
被

保
険

者
の

健
康

保
持

及
び

福
祉

の
推

進
を

図
り

ま
す

。

・
埼

玉
土

建
国

民
健

康
保

険
組

合
・
埼

玉
県

建
設

国
民

健
康

保
険

組
合

・
各

組
合

へ
の

補
助

金
交

付
（
令

和
２

年
度

交
付

に
て

終
了

）
－

－
－

－
－

0

2
国

民
健

康
保

険
課

医
療

費
等

延
滞

金
国

保
会

計
繰

出
金

国
民

健
康

保
険

法
の

規
定

に
よ

り
、

国
民

健
康

保
険

特
別

会
計

の
運

営
安

定
化

の
た

め
に

必
要

な
市

の
負

担
金

を
繰

り
出

す
も

の
。

一
般

会
計

か
ら

国
保

特
別

会
計

へ
繰

出
国

保
特

別
会

計
へ

の
繰

出
金

（
法

定
内

、
法

定
外

）
。

有
2
,9

8
7
,2

9
0

2
,7

6
1
,1

0
0

3
,0

4
1
,5

4
5

3
,0

4
1
,5

4
5

2
,9

8
7
,4

3
9

3
（
法

定
外

繰
出

分
：

7
2
2,

6
94

）

2
,9

8
7
,2

9
0

2
,7

6
1
,1

0
0

3
,0

4
1
,5

4
5

3
,0

4
1
,5

4
5

2
,9

8
7
,4

3
9

事
業

費

4
-
1
-
1

国
民

健
康

保
険

制
度

の
健

全
な

運
営

合
計№

所
属

名
予

算
事

業
名

中
事

業
名

事
業

目
的

対
象

事
業

内
容

法
令

に
よ

る
実

施
義

務



令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度

決
算

額
（
千

円
）

決
算

額
（
千

円
）

予
算

額
（
千

円
）

決
算

見
込

み
額

（
千

円
）

予
算

額
（千

円
）

1
高

齢
・
障

害
医

療
課

後
期

高
齢

者
広

域
連

合
負

担
金

等
後

期
高

齢
者

広
域

連
合

負
担

金
等

高
齢

期
に

お
け

る
適

切
な

医
療

を
確

保
し

高
齢

者
の

福
祉

の
増

進
を

図
る

た
め

。
後

期
高

齢
者

医
療

被
保

険
者

現
役

並
み

所
得

者
を

除
く
被

保
険

者
に

係
る

療
養

の
給

付
等

に
要

す
る

費
用

の
額

に
つ

い
て

市
が

１
／

１
２

を
負

担
す

る
も

の
。

有
3
,2

5
1
,2

7
0

3
,3

9
7
,5

0
1

3
,5

1
8
,2

7
3

3
,5

1
8
,2

7
3

3
,6

7
0
,1

4
7

2
高

齢
・
障

害
医

療
課

後
期

高
齢

者
入

院
時

見
舞

金
支

給
後

期
高

齢
者

入
院

時
見

舞
金

支
給

本
市

に
住

所
を

有
す

る
埼

玉
県

後
期

高
齢

者
医

療
被

保
険

者
が

医
療

機
関

に
入

院
し

た
場

合
に

見
舞

金
を

支
給

す
る

こ
と

に
よ

り
、

入
院

に
伴

う
経

済
的

負
担

の
軽

減
を

図
り

、
も

っ
て

後
期

高
齢

者
の

保
健

の
向

上
及

び
福

祉
の

増
進

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
す

る
。

川
越

市
在

住
の

後
期

高
齢

者
医

療
被

保
険

者

入
院

時
に

お
い

て
、

１
年

以
上

川
越

市
に

住
所

を
有

し
、

か
つ

、
後

期
高

齢
者

医
療

制
度

に
加

入
し

て
い

る
住

民
税

非
課

税
世

帯
の

被
保

険
者

で
、

医
療

保
険

適
用

の
病

院
等

に
３

１
日

以
上

入
院

し
た

方
（
他

の
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

の
被

保
険

者
は

除
く
）
に

、
見

舞
金

と
し

て
年

度
１

回
１

５
，

０
０

０
円

を
支

給
す

る
。

無
2
,7

0
1

3
,6

7
5

4
,0

3
3

3
,4

4
3

3
,7

8
2

3
高

齢
・
障

害
医

療
課

後
期

高
齢

者
医

療
会

計
繰

出
金

後
期

高
齢

者
医

療
会

計
繰

出
金

独
立

採
算

の
原

則
を

念
頭

に
経

営
の

一
層

の
効

率
化

を
図

り
、

適
正

な
繰

出
し

に
努

め
る

。
後

期
高

齢
者

医
療

事
業

特
別

会
計

性
質

上
後

期
高

齢
者

医
療

特
別

会
計

の
運

営
に

伴
う

収
入

を
も

っ
て

充
て

る
こ

と
が

適
当

で
な

い
経

費
を

一
般

会
計

よ
り

繰
出

し
す

る
。

有
8
3
0
,3

5
6

9
1
7
,3

9
8

1
,0

4
5
,5

3
2

9
6
7
,9

1
6

1
,0

3
4
,5

7
1

4
高

齢
・
障

害
医

療
課

後
期

高
齢

者
の

保
健

事
業

高
齢

者
の

保
健

事
業

と
介

護
予

防
の

一
体

的
実

施

後
期

高
齢

者
医

療
被

保
険

者
に

対
し

て
、

保
健

事
業

と
介

護
予

防
を

一
体

的
に

実
施

し
、

健
康

寿
命

の
延

伸
、

高
齢

者
の

身
体

的
・
精

神
的

・社
会

的
生

活
の

質
の

向
上

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
す

る
。

川
越

市
在

住
の

後
期

高
齢

者
医

療
被

保
険

者

後
期

高
齢

者
医

療
被

保
険

者
に

対
し

て
、

生
活

習
慣

病
の

重
症

化
予

防
な

ど
の

取
組

が
効

果
的

に
実

施
さ

れ
る

よ
う

、
Ｋ

Ｄ
Ｂ

シ
ス

テ
ム

等
を

活
用

し
た

地
域

の
健

康
課

題
の

分
析

・
対

象
者

の
把

握
に

よ
り

、
事

業
の

企
画

・
調

整
等

を
行

い
、

高
齢

者
に

対
す

る
個

別
的

支
援

と
通

い
の

場
等

へ
の

積
極

的
な

関
与

の
双

方
の

取
組

を
実

施
す

る
。

無
7
,0

4
7

6
,3

9
6

9
,8

3
2

6
,1

7
7

9
,0

1
0

5
高

齢
・
障

害
医

療
課

後
期

高
齢

者
の

保
健

事
業

会
計

年
度

任
用

職
員

人
件

費
－

－
－

－
0

4
8
3

1
,2

7
5

1
,0

3
6

1
,3

5
2

4
,0

9
1
,3

7
4

4
,3

2
5
,4

5
3

4
,5

7
8
,9

4
5

4
,4

9
6
,8

4
5

4
,7

1
8
,8

6
2

事
業

費

4
-
1
-
2

後
期

高
齢

者
医

療
制

度
の

円
滑

な
運

営

合
計№

所
属

名
予

算
事

業
名

中
事

業
名

事
業

目
的

対
象

事
業

内
容

法
令

に
よ

る
実

施
義

務

9
4 
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参考２ 施策担当部署及び施策決算額一覧 

 

施策 

施策担当部署 

決算額見込額 
施策中心課 

施策関係課 
※丸数字は関連する取

組施策の番号 
111 保健衛生施設の機能充実 保健総務課  113,560,686 

112 検査機能の充実 衛生検査課  45,453,495 

121 精神保健対策の推進 保健予防課  3,653,332 

122 感染症予防対策の推進 保健予防課 ①保健医療推進課 46,970,039 

131 食の安全の確保 食品・環境衛生課  8,565,162 

132 衛生的な住環境の確保 食品・環境衛生課  12,960,519 

211 予防接種の推進 健康管理課 ③新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接

種対策室 
1,609,824,703 

221 母子保健の充実 母子保健課  449,098,782 

231 健康づくりの支援 健康づくり支援課  11,854,510 

232 食育の推進 健康づくり支援課  2,866,031 

233 歯科口腔保健の充実 健康づくり支援課  12,913,014 

234 特定健康診査等の実施 国民健康保険課 ④高齢・障害医療課 585,847,939 

235 がん検診等の実施 健康管理課  303,214,519 

311 地域医療の基盤づくり 保健医療推進課 地域包括ケア推進課 18,532,772 

312 医療の安全確保 保健総務課  1,367,913 

321 救急医療体制の整備 保健医療推進課  147,321,052 

322 災害時医療体制の整備 保健医療推進課 ①保健総務課 3,710,335 

331 障害者医療の充実 高齢・障害医療課 ②保健医療推進課 
③保健総務課 

671,770,109 

332 母子医療の充実 健康管理課 ②母子保健課 192,014,944 

333 難病対策 健康管理課  1,193,891 

411 国民健康保険制度の健全な

運営 
国民健康保険課  

3,041,545,000 

412 後期高齢者医療制度の円滑

な運用 
高齢・障害医療課  

4,496,842,284 

決算額合計   11,781,081,031 
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参考３ 第三次川越市保健医療計画 指標一覧 

 

  
基本
目標

主要
課題

施策 指　　　　　　標 担当課 単　位 基準値 基準時点 目標値 目標時点

1 1 1 保健師研修会参加率 保健総務課 ％ 80 令和元年度 80 令和７年度

実習生等受入率（埼玉県による割振） 保健総務課 ％ 100 令和元年度 100 令和７年度

2 食品等の検査 衛生検査課
検査数
（項目）

5,079 令和元年度 － －

水質の検査 衛生検査課
検査数
（項目）

1,147 令和元年度 － －

感染症等の検査 衛生検査課
検査数
（項目）

668 令和元年度 － －

家庭用品等の検査 衛生検査課
検査数
（項目）

12 令和元年度 － －

健康食品の無承認無許可医薬品の検査 衛生検査課
検査数
（項目）

48 令和元年度 － －

2 1 市民向け普及啓発講演会の延べ参加人数 保健予防課 人 42 令和元年度 基準値以上 令和７年度

川越市自殺死亡率 保健予防課
人口10万人

対
19.2 平成27年 14.1 令和５年

2 結核り患率【人口10万対】 保健予防課 ─ 9.9 令和元年12月 10.0以下 令和７年12月

3 1 監視における違反施設発見数 食品・環境衛生課 件 40 令和元年度 24 令和７年度

食品等収去検査における試験検査不適数 食品・環境衛生課 検体 3 令和元年度 3 令和７年度

食中毒の発生件数 食品・環境衛生課 件 2 令和元年度 0 令和７年度

2 生活衛生施設の監視指導実施率（全業態平均値） 食品・環境衛生課 ％ 17 令和元年度 19 令和７年度

犬・猫の殺処分数 食品・環境衛生課 頭 1 令和元年度 0 令和７年度

2 1 1 乳幼児の定期予防接種接種率 健康管理課 ％ 97.07 令和元年度 98 令和７年度

2 1 乳児家庭全戸訪問事業の訪問件数 健康づくり支援課 件 2,296 令和元年度 2,359 令和６年度

産前・産後サポート事業の実施回数 健康づくり支援課 回 6 令和元年度 20 令和６年度

利用者支援事業（母子保健型）の開設箇所数 健康づくり支援課 箇所 1 令和元年度 2 令和６年度

産後ケア事業の利用者数（延べ） 健康づくり支援課 人 29 令和元年度 40 令和６年度

4か月95.9％ 4か月96％

1歳半96.6％ 1歳半97％

3歳93.7％ 3歳95％

乳幼児健康相談の開催回数 健康づくり支援課 回 27 令和元年度 30 令和６年度

3 1 健康寿命（男性） 健康づくり支援課 年 17.61 平成30年 令和６年

健康寿命（女性） 健康づくり支援課 年 20.17 平成30年 令和６年

意識的に身体を動かしている人の割合 健康づくり支援課 ％ 65.6 平成30年度 70以上 令和６年度

睡眠により疲れが取れていない人の割合 健康づくり支援課 ％ 17.6 平成30年度 15以下 令和６年度

喫煙率（成人） 健康づくり支援課 ％ 13.5 平成30年度 12以下 令和６年度

2 適正体重の人の割合 健康づくり支援課 ％ 66.2 平成30年度 75以上 令和６年度

１日２回以上、主食・主菜・副菜がそろった食事をし
ている人の割合(60歳代以上)

健康づくり支援課 ％ 52.2 平成30年度 増加 令和６年度

塩分の摂取量について意識している人の割合(20～50
歳代)

健康づくり支援課 ％ 57.3 平成30年度 増加 令和６年度

朝食を欠食する人の割合(20～30歳代) 健康づくり支援課 ％ 25.4 平成30年度 22以下 令和６年度

3 かかりつけ歯科医を持つ人の割合 健康づくり支援課 ％ 70.8 平成30年度 85以上 令和６年度

年に１度は歯科健診を受ける人の割合 健康づくり支援課 ％ 48 平成30年度 55以上 令和６年度

12歳児でむし歯のない人の割合 健康づくり支援課 ％ 66.5 平成30年度 77以上 令和６年度

6024達成者の割合 健康づくり支援課 ％ 64.9 平成30年度 80以上 令和６年度

8020達成者の割合 健康づくり支援課 ％ 42.5 平成30年度 60以上 令和６年度

ゆっくりよくかんで食べる人の割合 健康づくり支援課 ％ 20.3 平成30年度 増加 令和６年度

4 特定健康診査受診率 国民健康保険課 ％ 41.9 令和元年度 60 令和５年度

特定保健指導実施率 国民健康保険課 ％ 13.1 令和元年度 60 令和５年度

血圧の有所見者率（収縮期血圧） 国民健康保険課 ％ 47.6 令和元年度 45以下 令和５年度

血圧の有所見者率（拡張期血圧） 国民健康保険課 ％ 20.8 令和元年度 18以下 令和５年度

新規人工透析移行者数 国民健康保険課 人 76 令和元年度 80 令和５年度

後期高齢者健康診査受診率 高齢・障害医療課 ％ 30.8 令和元年度 40 令和５年度

基本
目標

主要
課題

施策 指　　　　　　標 担当課 単　位 基準値 基準時点 目標値 目標時点

2 3 5 胃がん検診（内視鏡検査）受診率 健康管理課 ％ 2.0 令和３年度 2.7 令和７年度

乳幼児健康診査の受診率 健康づくり支援課 ％ 令和元年度 令和６年度

平均寿命の増加
分を上回る健康
寿命の増加

野菜を食べている食事の回数(20～50歳代) 健康づくり支援課 回
中間アンケート

で算出
令和３年度

中間アンケート
からの増加

令和６年度
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後期高齢者健康診査受診率 高齢・障害医療課 ％ 30.8 令和元年度 40 令和５年度

基本
目標

主要
課題

施策 指　　　　　　標 担当課 単　位 基準値 基準時点 目標値 目標時点

2 3 5 胃がん検診（内視鏡検査）受診率 健康管理課 ％ 2.0 令和３年度 2.7 令和７年度

胃がん検診（胃部Ｘ線検査）受診率 健康管理課 ％ 2.1 令和３年度 3.2 令和７年度

肺がん検診受診率 健康管理課 ％ 0.8 令和３年度 1.4 令和７年度

大腸がん検診受診率 健康管理課 ％ 9.3 令和３年度 11.1 令和７年度

子宮がん検診受診率 健康管理課 ％ 6.0 令和３年度 8.1 令和７年度

乳がん検診受診率 健康管理課 ％ 8.9 令和３年度 11.4 令和７年度

3 1 1 かかりつけ医を持つ世帯 保健医療推進課 ％ 69 令和元年度 73 令和７年度

看護師学校養成所又は准看護師養成所の卒業者のうち、市
内の医療機関等への就職者数

保健医療推進課 人 519
平成28～令和２

年度
455 令和３～７年度

訪問診療を実施する医療機関数 保健医療推進課 箇所 37 平成28年度 52 令和５年度

2 病院への立入検査実施率 保健総務課 ％ 100 平成30年度 100 令和７年度

薬物乱用防止リーフレット配布枚数 保健総務課 枚 1,000 平成30年度 1,000 令和７年度

2 1 夜間及び休日における救急医療の実施率 保健医療推進課 ％ 100 令和元年度 100 令和７年度

救急搬送人員における軽症者の比率 保健医療推進課 ％ 50.5 令和元年 48.8 令和７年

2 災害時連絡用ＩＰ無線通信訓練 保健医療推進課 回 10 令和元年度 12 令和７年度

広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）入力訓練 保健医療推進課 回 1 令和元年度 1 令和７年度

3 1 施策指標なし

2 施策指標なし

3 骨髄移植ドナー助成件数 健康管理課 件 2 令和元年 6 令和７年

4 1 1 国保会計赤字削減額 国民健康保険課 千円 97,000 平成30年度 1,100,000 令和５年度

2 施策指標なし


